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「中学生死亡事件に係る庁内対策会議報告書」概要 

                            

◎ 庁内対策会議報告書は、教育委員会事務局検証委員会の報告書の内容を取り込んだもの 

となっています。 

◎ 「Ⅰ 事実関係の把握」及び「Ⅱ 検証と考察」については、個人に関する情報に関わる内

容のため、非公開または一部抜粋、要約した内容になっています。 

◎「中間取りまとめ」から項目追加や一定の内容の充実を図った箇所は、下線付きで表記して

おりますが、構成等に大きな変更はありません。 

 

Ⅰ 事実関係の把握（P.2） 

１ 事件の概要 

平成 27 年 2 月 20 日午前 6 時 15 分ごろ、川崎区港町の多摩川河川敷で、若い男性が草むらに

倒れているのを通りがかった女性が発見し、付近の男性を通じて 110 番通報した。着衣や所持品

はなく、すでに死亡していた。 

2 月 21 日に警察が身元を断定し、被害者は川崎市立中学校 1年Ａさん（13歳）と判明した。 

   その後、2月 27 日、容疑者として川崎市内在住の少年 3人が逮捕され、3 月 19日の家庭裁判

所送致、5 月 12 日の検察官送致（逆送）を経て、同 21 日に横浜地方検察庁から起訴されるに至

っている。 

 

２ 事件関係者の人物像・人間関係等及び事件発生までの経過 

事件に関わる主要な関係者の経歴及び人間関係等の状況を明らかにしたうえで、事件発生まで

の経過について、外部有識者による多角的な分析を踏まえて、詳細な検証を行ったが、個人に関

する情報に関わる内容については非公表とする。 

 

Ⅱ 検証と考察（P.3～P.58 のポイント） 

教育的な視点のみならず、さまざまな観点から全庁的な対策を検討するため、学校をはじめと

する教育委員会関係及び市関係部局それぞれにおいて、再発防止に向けた考え方等について具体

的な検証と考察を行った。 

 

１ 教育委員会関係 

次の 5つの視点を中心に検証を進めた。 

 ①児童生徒理解の検証 

・学校は校内での情報の共有を心がけ、仲のよい生徒や近隣校からの情報収集に努め、保

護者と連携を図りながら対応していたことは確認できた。 

・Ａさんの危機的状況に関する情報が手に入らなかったという背景要因があったとはいえ、

共感的理解に基づきＡさんの内面に寄り添い、受容的な姿勢で積極的に関わっていくこと

が必要だった。 

 

 

資料１ 
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 ②保護者･家庭･地域との連携の検証 

    ・1 月以降、学校はＡさんの保護者と連携を図りながら対応していた。この経過については

校内で連絡・情報共有が適宜行われ、学年職員の間でも共有されていた。 

    ・保護者同士の連携の必要性は日頃から感じているが、保護者の価値観も多様化し、積極的

に関わりをもつことに前向きではない家庭があることも事実で、そのような保護者をどの

ように地域活動に巻き込んでいくかという点に大きな課題がある。 

 ③校内体制の検証 

  ・Ａさんと直接連絡がつかない、直接会って状況を把握することができないという状態が長

く続いてしまった。その背景には、校内の体制として、連絡･相談･情報共有は図られてい

たが、問題の背景の把握や指導方針・効果の共有、及び共感的理解に基づきそれらを振り

返り、修正を図るためのサイクル等が十分に機能していなかったということが影響してい

るものと考えられる。 

・学校は収集し得る断片的な情報を多面的・多角的に検討し、つなぎ合わせることで行動の

背景を解釈し、その子にどのように関わればいいのか、また指導や関わりの効果がどうで

あるか等を振り返る作業を、担任が一人で行うのではなく、当該生徒や保護者と関わりが

もてる複数の教員でチームを組織し、協働で行う必要がある。 

 ④学校･教育委員会・関係機関（関係局）相互の連携の検証 

  ・長期欠席傾向にある児童生徒について、その状況を学校と区･教育担当が共有できる仕組み

を整え、教育委員会がより積極的に学校の状況を把握し、適切な指導･助言を行いながら、

関係局・区、関係機関との連携をより進めていけるような体制の見直しが必要である。 

 ⑤生命尊重・人権尊重教育の検証 

  ・日頃から培う児童生徒と教職員との信頼関係を基礎に、自身や友人に被害のおそれがある

とき等は教職員をはじめとする身近な大人によく相談するということを繰り返し指導して

いくことが必要である。また、この取組を保護者、地域と連携を図り、工夫して進めてい

くことが求められる。 

 

これらに加え、全市的な取組のその他の点検項目として、以下の内容について検証を行った。 

 ○不登校対策 

    ・小学校低学年における病欠を理由とする長期欠席傾向の児童が増加していること、また中

学校においては、1 年生の出現率が減少しているのに反して 2 年生から 3 年生への段階で

増加している状況があり、その背景・原因を的確に分析しつつ、今までの不登校対策のあ

り方を見直していく必要がある。 

 ○中学校の生徒指導体制の見直し 

    ・特別支援の視点を強めたり、生徒指導担当教諭のコーディネート機能を高めたりするなど、

社会状況の変化や子ども達の変化に柔軟に対応できるよう、生徒指導体制の見直しが求め

られる。 

 ○情報モラル教育（SNS 利用に関する実態調査を含む） 

    ・SNS 等の急速な普及とともに、子どもたちの交友関係が従来と違った広がりを見せ、大人

からは見えづらくなっている。この現実に対し、実効的な指導に取り組んでいく必要があ
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る。 

    ・実態調査の結果の分析を各学校と共有し、各学校が家庭と連携を強めながら実態に応じた

指導・啓発が進められるように支援体制を整えていく。 

 ○子どもの相談窓口の認知度及び活用度の実態調査 

    ・実態調査の結果を受け、相談窓口の認知度をさらに高めていく取組を推進していく必要が

あるとともに、児童生徒及び各家庭に相談カードの大切さを伝え、いざという時に活用で

きるような指導がしっかりと行われるように各学校に周知を図っていく。 

 

２ 市関係部局  

子どもの安全・安心に関わるさまざまな事業や取組等の概要を記述するとともに、何ができた

のか、また何を強化すべきかという観点から、検証と考察を行った。 

（１）保健・福祉領域 

・ 保健・福祉領域におけるさまざまな業務の中で、支援の必要な家庭を早期に把握し、適時

適切に児童相談所等による必要な専門相談支援につなげるためには、組織としてのスキル

の蓄積が必要である。 

・ 実効的な支援を行うためには、関係機関等の連携が不可欠であり、要保護児童対策地域協

議会（要対協）の仕組みを活用し、機能の充実強化を図るなど、連携強化に向けた対策を

進めることが必要である。 

（２）児童相談所 

・ 専門的な知識及び技術を必要とする場合、区役所児童家庭課と情報の共有・連携を図り、

協働した支援の充実に努めていくことが重要である。 

・ 関係機関に対する丁寧な説明と顔の見える関係の構築に向けて具体的な対応が求められ

る。 

・ 非行事例については、各警察署や県警少年相談・保護センター等との連携による対応を進

めるとともに、必要に応じて少年法に規定される施設・機関の利用を想定した取組が求め

られる。 

（３）青少年健全育成事業 

・ こども文化センターの職員については、さまざまな来館者に適切に対応するためのスキル

を身につけておかなければならない。 

・ 子ども・若者が抱える問題がより複雑化・複合化している中で、成長段階に応じた切れ目

のない支援を行うことが必要である。 

（４）子どもの相談機関 

・ 国や民間を含めると 20 を超える相談機関があるが、子ども・大人の両方に十分に活用さ

れていない実態がある。 

・ 子どもに対しては、よりアクセスしやすい相談体制を整えることが必要であり、大人に対

しても相談窓口の効果的な周知や利用勧奨を進めることが重要である。 
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 ３ 子どもの安全・安心な環境づくり 

（１） 地域における活動主体及び各種団体との連携（中間取りまとめ及びアンケート結果等に

基づき、各種団体等との意見交換を実施） 

・ 支援が必要な子どもや親を地域が発見し、孤立させないためには、個人や個々の機関だけ

で対応するには限界があり、少しでも多くの眼差しが子どもや親に向けられることが必要

である。 

・ 各種団体の関係者と市の機関との連携が薄いことや、既存の会議等は開催頻度が少ないな

ど、情報交換の場としては十分に機能していないことが課題として浮かび上がっている。 

・ 既存の情報共有の場が効果的なものとなるよう、気軽に意見を言い合えるような工夫をす

る必要がある。 

（２） 地域の安全・安心まちづくり 

・ 防犯灯については、より効果的かつ効率的な整備に取り組んでいく必要がある。 

・ 防犯カメラについては、犯罪の抑止や犯人の逮捕に役立つという点で効果が認められてい

る一方で、プライバシーへの十分な配慮が求められている。 

 （３） 子どもの居場所づくり 

・ 子どもにとって、安心して過ごせる場所をさまざまな形で提供できるまちづくりが望まれ

る。 

・ 居場所とは単に空間的な場所を指すだけでなく、場において安心して結べる人間関係をも

指している。子どもの居場所にいる大人が居場所について正しく理解し、子どもと向き合

える意識を高めることが必要である。 

 

 ４ 検証と考察のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総括】（P.52～P.58 のポイント） 

子どもの安全・安心に関わる施策・事業や分野は多岐にわたっており、所管部署も異な

るが、子ども自身が声を上げることは容易ではないため、職員一人ひとりが SOS を受信す

る感度を高め、情報を重ね合わせるなど、連携をより一層強化しなければならない。今回

の事案では、関係部署が一歩ずつでも踏み込んで支援するなど、相互に連携した十分な対

応が図れなかったことは、真摯に反省するところである。 

また、未然防止の観点から、子どもにやさしいまちづくりを、地域とともに推進してい

く必要があり、全市で効果的な施策・事業を展開するために、今後は部局横断的な取組の

推進が必要である。 
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Ⅲ 再発防止策に関して（P.59～P.71 のポイント） 

このたび取りまとめた方向性を基本として、さらなる実効性のある取組とするために、今後も

引き続き検討を行い、取組の強化を進めていく。 

１ 緊急対策として実施したもの 

２ 今後、取組の強化を進めるもの 

（１） 教育委員会の取組 

・ 長期欠席の可能性があるすべての児童生徒への対応を含めた包括的な不登校対策 

・ 情報モラル教育 

・ 生命尊重・人権尊重教育 

・ 家庭・地域の教育力を高めるための取組 

（２） 学校に求める取組 

・ 相談機関等の有効な活用 

・ 児童生徒指導体制の見直し 

・ 保護者・地域との連携推進 

（３） 保健・福祉領域の取組 

・ 保健・福祉と各機関の連携強化 

・ 要対協の役割・機能の充実・強化 

（４） 児童相談所の取組 

・ 児童相談所による専門的な支援の充実 

・ 法務少年支援センターと連携した支援策の強化 

（５） 青少年健全育成事業における取組 

・ （仮称）川崎市子ども・若者プランにおける取組 

・ こども 110 番事業の推進 

（６） 子どもの相談機関における取組 

・ 相談窓口の効果的な周知と機能の強化 

・ 相談機関の連携の強化 

（７） 地域の安全・安心まちづくり 

・ 地域における各種団体等との連携強化、情報共有の仕組みの検討 

・ 効果的な防犯灯設置の推進 

・ 防犯カメラ等の設置推進の検討 

（８） 子どもの居場所のあり方の検討 

・ こども文化センター等のあり方の再構築の推進、職員のスキルアップ 

・ 世代間交流の促進やさまざまな居場所の提供、子ども理解のための啓発への取組推進 

（９） 警察との連携の推進 

・ 「川崎市教育委員会と神奈川県警察本部との相互連携に係る協定書」の締結及び運用方法

の検討 

・ 児童相談所と各警察署や県警少年相談・保護センターとの連携強化 
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（10）子どもの安全・安心に関わる現場レベルでの関係機関等の連携強化 

・ 地域の活動団体等との一層の連携や個別の機関間等における現場レベルでの連携強化の

推進 

・ 地域（家庭）や学校と福祉部門の連携推進に向けた区役所保健福祉センターの機能強化 

 

３ 子どもの安全・安心に関わる部局横断的な連絡調整機能の設置 

・ 施策レベルでの一元的な連絡調整機能のこども本部への設置 

・ 個別の実行計画（アクションプラン）を策定するなどした各施策・事業の進捗管理 

・ 各専門分野の職員がお互いの機能や役割を十分に理解できるような研修の企画調整等 



 

 

 

 

 

中学生死亡事件に係る庁内対策会議報告書 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 27年 8月 25 日 

川 崎 市 
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はじめに 

本年2月20日､川崎市川崎区の多摩川河川敷において､市内在住の中学1年生が亡くなる大変痛まし

い事件が発生しました｡この事件は､逮捕された容疑者も市内在住の少年たちであったことも相まって､

社会に大きな衝撃を与えたところです｡ 
本市は、この事件を重く受け止め、教育委員会事務局において検証委員会を設置するとともに、全

庁的な庁内対策会議を設置し、外部有識者の意見も踏まえ、このような事案が二度と繰り返されるこ

とのないよう、再発防止に向けた総合的な対策について、市を挙げて取り組むこととしました。 
本市では、全国に先駆けて、平成 12 年に「川崎市子どもの権利に関する条例」を制定し、川崎の子

どもたちが学校や地域で安心して生活し、自分らしく、生き生きと心豊かに暮らせるように、学校に

おける生命尊重・人権尊重教育の推進や、子ども会議の開催、子ども夢パークの開設など、さまざま

な取組を行ってきました。 
しかしながら、子どもが抱える課題が多様化・複雑化している中、次代を担う子どもの安全・安心

を守り、被害者のみならず加害者も出さないために、家庭・学校・行政・地域等、子どもに関わるす

べての大人たちが、さまざまな生きづらさを抱え、居場所を失うなどしている子どもたちの声なき声

にしっかりと耳を傾け、これまでよりそれぞれが一歩でも踏み込んだ支援を行うなど、子どもにやさ

しいまちづくりを推進していく必要があると考えています。 
そのためには、まずは行政の職員一人ひとりがそのことを十分に認識して意識を高め、子どもやそ

の家庭に関するＳＯＳをしっかりと受け止められるよう努めるとともに、地域の皆さまや関係機関等

の協力も得ながら、これまで以上に情報を共有化し、連携した取組を強化することが急務であると考

えています。また、未然防止の観点からも、子どもにやさしいまちづくりを地域と一体となって推進

していくために、部局横断的な連絡調整機能を設置するなどの全庁的な取組を行っていきます。 
このたび、再発防止に向けた検討結果を取りまとめましたが、もとより報告書に掲げた再発防止策

を実施するだけではなく、方向性に沿った更なる取組を推進していく必要があります。 
今後、本報告書の再発防止策を着実に実施していくとともに、中長期的な対応が必要な対策等につ

いては、より実効性のある取組とするために、別のステージで引き続き議論を進めながら、関係機関、

関係団体等の幅広い御意見をいただくなどして、取り組んでまいります。 
 

検討経過 

・中学生死亡事件に係る教育委員会事務局検証委員会 
  目的：事件に係る事実関係の検証、市内のすべての市立学校の教育活動に活かされる仕組みづくり、

関係局等と連携した再発防止 
開催回数：9 回 

・中学生死亡事件に係る庁内対策会議 
 目的：子どもの安全・安心な環境づくりに向けた総合的な対策の検討、事件に係る再発防止等の検討 
 開催回数：9 回、作業部会 16 回 
・外部有識者会議（専門委員による合同会議） 
 目的：検証委員会及び庁内対策会議における審議内容についての調査・検討（庁内対策会議報告書

の内容に適宜反映） 
 開催回数：4 回 
  ※開催経過等については資料編参照。 
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Ⅰ 事実関係の把握  

 
１ 事件の概要 

平成 27 年 2 月 20 日午前 6 時 15 分ごろ、川崎区港町の多摩川河川敷で、若い男性が草むらに倒れ

ているのを通りがかった女性が発見し、付近の男性を通じて 110 番通報した。着衣や所持品はなく、

すでに死亡していた。 

2 月 21 日に警察が身元を断定し、被害者は川崎市立中学校 1 年Ａさん（13 歳）と判明した。 

  その後、2 月 27 日、容疑者として川崎市内在住の少年 3 人が逮捕され、3 月 19 日の家庭裁判所送

致、5 月 12 日の検察官送致（逆送）を経て、同 21 日に横浜地方検察庁から起訴されるに至っている。 

 
２ 事件関係者の人物像・人間関係等及び事件発生までの経過 

事件に関わる主要な関係者の経歴及び人間関係等の状況を明らかにしたうえで、事件発生までの

経過について、外部有識者による多角的な分析を踏まえて、詳細な検証を行ったが、個人に関する

情報に関わる内容については非公表とする。 
 
○ 当該校（Ａさんの通学先の中学校）の生徒の様子 

・当該校の生徒たちは落ち着きのある雰囲気の中、規律正しい学校生活を送り、特別活動を大切に

した教育活動が展開されている。全校的に取り組んでいる合唱を含め、各行事に学校全体で取り

組む雰囲気があり、そのような校風に多くの生徒が自信をもって活動している。 

・生徒は、プログラム委員会の活動等で自主性が大切にされていることを感じながら活動してお 

り、それを支える教職員に信頼を寄せている。 

・生徒からの聞き取りによると、友人間のトラブルは少なく、たとえトラブルが起こってもそれを

自分たちで解決する術や糸口を見出せると考えている生徒が多い。また、教職員に対して親しみ

やすいという印象、信頼感を抱いている生徒が多い。 

 

○ 当該校の周辺環境 

・当該校周辺は、かつて生活環境の変化が少ない地域であったが、近年、新しく大型マンションが

多数建設され、それに伴い大型商業施設や遊戯施設が学校近辺にオープンしている。そこは、当

該校生徒の遊び場所となるとともに、学区外からも多数の中高生や有職・無職の少年、成人が集

まって、新たな交友の場となり、子どもたちの学校外でのつながりができたり、時にはトラブル

のきっかけの場ともなっている状況である。また、他地区から転居してきて小中学校に転入する

児童生徒も多数いて、当該校保護者や地域の方々への聞き取りでは、保護者同士のつながりが希

薄になってきている状況や、見知らぬ子どもたちが増えてきている中で声をかけづらくなってい

る状況などが指摘された。 
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Ⅱ 検証と考察 

  
Ｉ章で把握した事実関係を踏まえると、本事件の検証や再発防止策の検討等を行うに当たっては、

教育的な視点のみならず、さまざまな観点から全庁的な対策を検討する必要がある。本章では、こう

したことから、学校をはじめとする教育委員会関係及び市関係部局それぞれにおいて、再発防止に向

けた考え方等について具体的な検証と考察を行った。 
 
１ 教育委員会関係（学校等） 

本事案を通して、子どもたちの安全･安心という明確な課題は当然のことであるが、生徒一人ひと

りに対する共感的で多角的･多面的な理解に基づいた生徒指導のあり方や、長期にわたって欠席して

いる生徒に対する内面に寄り添った対応のあり方が改めて問われている。これらの課題に対しては、

今までも各学校は家庭や関係機関との連携を図りながら相応の対応はしてきていたが、近年の携帯

電話･スマートフォンの普及や SNS の発達等によって学校外での交友関係が広範囲にわたり、大人か

らは大変見えにくくなっている状況がある。また、そのような中で被害者本人を含めた子どもたち

の不安や悩みを周囲の大人がキャッチできなかったという点も重く受け止めなければならない。 
  学校･教育委員会としては、今後なすべき対応は何か、関係機関との連携をどう強化していくか、

また、社会全体としてこのような課題にどう取り組んでいくのかを明らかにすることが、本事案の

検証と再発防止に向けた最も大切な基本的姿勢となる。 
  教育委員会事務局検証委員会では、本事案の背景を「市内のどこの学校でも起こりうること」と

してとらえ、どのような教訓が得られるのかを検討するために、次の 5 つの視点を中心に検証を進

めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）視点① 児童生徒理解について 

 ア 当該校における生徒理解の実際  

  ・当該校では、各学年の学年経営計画において｢学年経営の基本方針｣｢学年目標｣に生徒理解に関

する内容が位置付けられ、組織的に生徒理解に取り組めるように工夫されていた。年間 2 回の

教育相談、各学年 6 時間ずつのかわさき共生＊共育プログラム、効果測定がそれぞれ実施され、

生徒の心を育てるという姿勢で生徒理解に努めていた。 

  ・特別活動を軸とした学校行事への取組が盛んで、体育祭や文化祭は生徒にとっての学校自慢の

ひとつであり、保護者や地域住民からも高い評価を受けている。これらの行事への取組を通じ

○検証委員会における主な検証の視点 
 ①児童生徒理解の検証 
  （長期欠席児童生徒の状況の把握・緊急避難を要する児童生徒への対応の検証を含む） 
 ②保護者･家庭･地域との連携の検証 
 ③校内体制の検証 
 ④学校･教育委員会・関係機関（関係局）相互の連携の検証 
 ⑤生命尊重、人権尊重教育の検証 
また、これらの 5 つの視点に加え、全市的な取組のその他の点検項目として、以下の内容につ

いての検証を行った。 
 ・不登校対策 
 ・中学校の生徒指導体制の見直し 
 ・情報モラル教育（SNS 利用に関する実態調査を含む） 
 ・子どもの相談窓口の認知度及び活用度の実態調査 
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てリーダーを育成し、生徒主体の取組となるように教職員が支援するという関係がつくられて

いる。 

・教職員アンケート①「一人ひとりへの生徒理解を進めるための共通認識を持てるような校内体制

をとっていると感じていますか。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・先述のように、当該校では生徒理解を組織的に進めようとする取組が行われており、多くの教

職員がそのことを｢共通認識が持てている｣と捉えている様子がうかがえる。しかし、その状況

を「あまりできていない｣｢できていない｣と否定的な見方をしている教職員が 1 割強存在する

ことを学校としてどのように受け止めるかが今後の課題となる。 

  ・記述回答を求めたアンケートでは、次のような結果が見られた。 

 

 

 

スムーズに進んでいる面 課題として考えている面 

・生徒の様子を教職員間で日常的

に話し、情報共有に努めている。

やるべきことを明確にして取り

組むように心がけている。 

・クラスに関係なく多くの生徒と

話をする教員が多く、学年内の

情報共有はできている。 

・どの教員も家庭と連絡をとり、

生徒理解に努め、その内容は学

年内での連携や共通理解が図ら

れている。情報を共有する場が

設けられているので、伝達がス

ムーズで、チームとして対応し

やすい。 

・行事等で忙しく、生徒の声にゆ

っくりと耳を傾ける時間が十

分に取れない。実行委員等の活

動の中心となる生徒と関わる

時間はとっていても、一人ひと

りの生徒の内面深くまで迫れ

るような関わりができていな

いと感じる。 

・不登校生徒に対する生徒理解は

十分とは言えない。不登校や問

題行動は理由が似ていても、一

人ひとり違い、対応もさまざま

だということを再認識する必

要がある。 

 

 

・生徒理解の基本を一人ひとりの生徒に対する共感的で多角的・多面的な理解と考えたとき、一

人ひとりへの丁寧な対応の必要性や、生徒の内面に迫るような関わりを求める少数の教職員の

声にこそ耳を傾ける必要がある。このような意見を今後のより確かな生徒理解に向けた学校体

制づくりに生かしていくことが望まれる。 

十分できている

ほぼできている 

あまりできていない 

できていない 

37.8％

5.4％ 

8.1％ 

48.7％ 

「十分できている」「ほぼできている」を

合わせた肯定的な見方をしている教職員

が 86.5％、「あまりできていない」「できて

いない」と回答した教職員が 13.5％となっ

ている。 

Ｑ：｢生徒指導｣ではなく、｢生徒理解｣という観点から、本校の指導体制や不登校・問題行動などの

課題を考えたとき、スムーズに進んでいる面と、課題として考えている面をお書きください。

・スムーズに進んでいる面と

して、｢情報が共有されてい

ること｣、｢学年内で連携が

図れていること｣を挙げる

教員の割合が多い傾向にあ

る。このことはアンケート

①にある共通認識とも重ね

て考えることができる。 
・課題として考えている面で

は、教職員の多忙感や生徒

と向き合う時間の不足を指

摘する意見が多い傾向にあ

ったが、一人ひとりへの丁

寧な対応の必要性や、リー

ダー中心の関わりになって

いないかという指摘も見ら

れる。 
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・平成 26 年度の全国学力・学習状況調査では次のような結果も見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 長期欠席生徒の状況の把握について 

・当該校では、生徒指導部を中心に生徒指導に関する指導事項や留意点について共通理解を図り、

組織的に対応することを意識していた。不登校生徒への対応についても以下のような内容での

留意事項が示されていた。 

 

 

 

 

 

 

・各担任は、これらの留意事項を踏まえて不登校生徒への対応をしていた。また、不登校生徒へ

の対応は基本的に学年を単位にして取り組むこととなっており、情報の共有や対応策について

学年内の連携も図られていた。 

  ・不登校については原因も状態像も複雑化・多様化していることもあり、不登校の状況にある生

徒の内面に目を向けながら、一人ひとりの状況に応じた対応が求められる。各担任は生徒本人

や保護者との関係づくりを意識しながら対応していたが、本人と話すことができない、保護者

と連絡がとりづらいといったケースもあり、対応に行き詰まりを感じている様子も見られた。 

  ・記述回答を求めたアンケートでも、次のような結果が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問番号 28：先生は、あなたのよいところを認めてくれていると思いますか。 

                                          (％) 

 あてはまる どちらかといえば、

当てはまる 

どちらかといえば、

当てはまらない 

当てはまらない 

当該校   当 該 校 の 数 値 は 非 公 開 

全国(公立) 26.2 47.9 18.2 6.9 

・「当てはまる」、「どちらかといえば、当てはまる」を合わせると大差はないが、｢当てはまる｣と積

極的に肯定した生徒の割合を見ると、全国の平均と比べて開きがあることが分かる。 

・この回答結果は、教職員アンケートで見られたリーダー中心になっていて、そのほかの生徒に目

が行き届いていないという指摘に通じる可能性も考えられる。教員が生徒一人ひとりに対してき

め細かく、共感的に理解していくことを生徒理解の基本姿勢と考えたとき、生徒たちが、「先生が

自分のよいところを認めてくれている」と感じられることはとても大切な視点となる。 

・この質問の結果を当該校がどのように受け止め、どのように今後の生徒指導に生かしていくかが

重要になる。生徒一人ひとりに対する共感的で多角的・多面的な理解に基づいた生徒指導のあり

方を改めて考え、生徒理解をより一層充実させるための取組について検討していくことが課題と

なる。 

○不登校生徒への電話連絡や家庭訪問をこまめに行い、本人との関係を切らさないようにす

る。本人と会うことができなくても、保護者との関係を切らさないようにする。 
○不登校生徒への対応を記録に残しておく。 
○不登校生徒対応の特効薬はない。地道な関係づくりを心がけることで、解決に向けての糸口

が見えてくる。 

Ｑ：あなたは不登校の生徒に対し、どのような対応を心がけていますか。 

・保護者と連絡をとる、本人に電話に出てもらい話をする、家庭訪問をする、本人が来られる時間

に学校に来てもらう等、状況に合わせた対応を心がけ、できる限り本人や保護者の意向に沿うよ

うに対応しているが、接点をどのようにもつか苦慮することも多い。 
・保護者も困っている場合が多いので、話を聴き、その気持ちに寄り添うように対応している。連

絡を継続し、関係を切らさないように心がけているが、ケースによっては本人と会えないこと、

話ができないことも多く、内面的な部分を理解することが難しいという苦しさがある。 
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ウ 要緊急避難生徒への対応について  

①本事案における校内の対応 

・冬季休業明け以来、学校は保護者と連携を図りながら対応していたが、Ａさんが置かれていた

心理的な状況理解にまではいたらず、危機感を高めることができずに、緊急支援体制をとると

いう判断にはいたらなかった。 

 

②職員アンケートから浮かび上がる課題  

   ・教職員アンケート② 

    「緊急避難を要する生徒への対応に関してその体制が十分だと考えますか」 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
・8 割弱の教職員が肯定的な見方をしているが、十分できていると積極的に肯定する教職員の比

率は他の設問に比べて若干低めである。事件発生から日が浅い時点でアンケートを実施したこ

とが影響している可能性も考えられるが、緊急避難を要する生徒への対応について、校内で十

分に共通理解が図られていなかった可能性が浮かび上がってくる。緊急避難を要する生徒への

対応は頻繁にあるものではなく、また、各学校では緊急避難を要する事態に発展しないよう未

然防止に向けた取組を強化することが通常であり、緊急避難を要する可能性があると感じたと

きに迅速に判断し、対応する体制について十分に意識を向けられていなかった可能性がある。 

・この質問では、記述回答も求めていたが、そこには次のような意見が寄せられた。 

 

 

 

 

 

 

・今回の事案を受けて、教職員は緊急支援体制をとることができなかったことを重く受け止め、

悔やんでいる。情報が不足していた、さまざまな可能性を想定できなかった等、危機感を高め

ることができなかった要因はあったが、生徒理解という視点に立ったときに、Ａさんが冬季休

業まではほとんど欠席なく登校していたことを重ねて考えると、何よりもＡさんやＡさんの保

護者と直接会い、Ａさんがどのような状況にあり、どのような援助を必要としているのかを見

極めるために、ゆっくり話を聞く機会をもつ必要があったと考える。 

③生徒理解に基づいた生徒指導体制について  

 ＜生徒理解のための緊急支援チーム＞ 

・登校できない生徒が抱える背景はさまざまであり、一人ひとりの生徒をどのように理解し、指

導に当たるかという生徒理解の視点が欠かせない。本事案のように生徒の交友範囲が広がり、

校外で活発に行動しているような場合には、学校は収集し得る断片的な情報を多面的・多角的

「十分できている」「ほぼできている」を

合わせた肯定的な見方をしている教職員

が 78.2％、「あまりできていない」「できて

いない」と回答した教職員が 21.8％となっ

ている。 

28.1% 

6.2% 

15.6% 

50.1% 

十分できている

ほぼできている 

あまりできていない 

できていない 

・学校が気付いたり校外から情報が入手できたりしたときには、状況に応じて外部機関への相談を

視野に入れて早期解決に向けて動いている。管理職と担任、生徒指導担当と相談し判断できてい

ると感じていたが、今回の件を受けて、改めて対応・判断の難しさを痛感している。どういう状

況でどの機関につなげばよいか校内で整理していく必要がある。 
・生徒との関係を今まで以上に大切にし、いろいろな情報が入るようにしていかないといけない。
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に検討し、つなぎ合わせることでその生徒の行動の背景を解釈していくことが求められる。こ

のような作業は担任が一人で行うのではなく、当該生徒と関わりのある複数の教職員が“協働”

で行う必要がある。 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）視点② 保護者・家庭・地域との連携について  

ア 本事案におけるＡさんの保護者との連携について 

・1 月以降、学校は保護者と連携を図りながら対応していた。この経過については校内で連絡･情

報共有が適宜行われ、学年職員の間でも共有されていた。 

 
イ 学校と家庭・地域の連携について  

・保護者同士の連携の必要性は日頃から感じていることがわかる。ただ、保護者の価値観も多様

化し、積極的に関わりを持つことに前向きではない家庭があることも事実で、そのような保護

者をどのように巻き込んでいくかという点には大きな課題がある。今回の意見交換会は PTA 役

員に参加していただいたこともあり、どちらかというと関わりをもつことを推進している立場

からの意見である。その一方で、仕事や子育ての多忙さ等により、PTA 活動になかなか参加で

きなかったり、保護者同士の関係を築くことが難しかったりする保護者も一定の割合でいるこ

とも事実である。このような保護者をどのように支援し、いざという時にお互いに連絡が取り

合える関係を築いていくかについて具体的な方策を考えることが求められる。また、このよう

な課題は当該校に限ったことではなく、すべての市立学校に当てはまることであるので、教育

委員会をはじめ関係機関がどのような支援をしていくかについても検討していかなければなら

ない。 

・環境の変化が進行するなかで、その変化に対応した「地域のあり方」を考えていく必要性を感

じていることがわかる。当該地域のような変化は人口増加傾向が続く本市においては、どこの

地域でも起こりうる課題である。 

・地域の大人たちは子どもたちの気になる行動を目にしていても、そのことをどこに連絡したり

相談したりすればよいのかわからないといった思いをもっている。子どもたちが集団でいる場

・収集した情報から緊急度が高いと

認められる事案については、校長

のリーダーシップのもとで緊急支

援チームを編成し、積極的に外部

の関係機関と連携を図りながら対

応していくことが求められる。 
・緊急支援チームを構成する教職員

はそれぞれが持っている情報を出

し合い、的確な状況把握に努め、

当該生徒の状況を多面的・多角的

に検討し、解釈していく。その際

には、行動の結果だけに目を向け

るのではなく、その行動の原因や

背景を丁寧に読み解くことが求め

られる。また、対応の経緯を記録

したり、資料を整理したりしてお

くことも大切になる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外部機関への通告･協力要請 

校 長 

教 頭 

職員会議・主任会

学年会･打合せ 

担任･学年主任･養護教諭 

特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

部活動顧問…等  

※複数教職員で構成 

生徒指導担当 

外 部 専 門 機 関 

報告

情報提供 

指示･助言

報告･相談

緊急支援チーム

外部機関への

積極的な情報

提供、情報収集 

【図表 2-1】＜緊急支援チームのモデル＞ 
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合や深夜に徘徊している場合などは、その姿を見かけても直接声をかけることは難しい。その

ようなときに対応してくれる窓口の必要性を感じていることがわかる。(同様の意見が保護者代

表との意見交換でも出されている。)当該校でも、地域住人から連絡を受けた場合には、複数の

教員で現場に向かい、対応する体制がとられていたが、子どもたちの“気になる行動”が夜間

や深夜に見られた場合、また、学区を越えて他地域から移動してきた可能性があると感じた場

合には、学校に連絡してよいのか、どう相談すればよいのかといった点で難しさを感じている

様子がうかがえる。 
 

（３）視点③ 校内体制について  

ア 本事案における校内の対応及び協力体制について 

・校内では学年を中心とした協力体制のもとで指導が行われていた。学校は継続して保護者との

連携を図りながら、近隣校との情報の提供と収集に努め、そこで得た情報は校内で共有されて

いた。 
・校内の体制として、連絡・相談・情報共有は図られていたが、問題の背景の把握や指導方針･

効果の共有及びそれらを振り返り、修正を図るためのサイクル等が十分に機能していなかった。 
 

 イ 教職員アンケートから浮かび上がる課題  

・本事案から教訓を得るという視点から、事案発生後に全教職員を対象に実施したアンケートを

もとに校内の生徒指導体制について考察する。 
 

  ・教職員アンケート③「生徒指導に共通認識をもって当たれる体制ができているか。」 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 「十分できている」「ほぼできている」

を合わせた肯定的な見方をしている教職

員が 88.9％、「あまりできていない」と回

答した教職員が 11.1％となっている。 

38.9% 

11.1% 

十分できている 

あまりできていない 

ほぼできている 

50% 
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  ・教職員アンケート④ 

「次のような観点での共通認識をもてるような体制をとっていると感じているか。」 

    ④‐１ 

    「学校でのきまり、登下校指導、始業前・休み時間の教員の動きに関すること」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ④‐２ 

    「一人ひとりへの生徒理解、生徒の問題行動、生徒の不登校に関すること」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・アンケート③の結果から、当該校のほとんどの教員は生徒指導において共通認識をもっている

と考えていることがわかる。また、アンケート④-１の結果からもわかるように、規律ある学校

生活を送るための指導が各教員の共通理解のもとで全校的な取組としてしっかりと行われてい

ることがうかがえる。当該校の生徒が落ち着きのある雰囲気の中で学校生活を送ることができ

ているのは、教職員による日ごろの学校づくり、雰囲気作りが根底にあり、生徒たちも、自分

たちの学校の雰囲気に誇りをもっており、各教科等の学習だけでなく、年間を通じたさまざま

な行事に生き生きと取り組んでいる。 

・しかし、アンケート④-１と④-２の結果を比較すると、学校のきまり、登下校指導、始業時や

休み時間等での教員の動き等の、判断の基準が明確で教員がどのように対応すればよいのかが

示されていることに対する対応については自信をもっているが、生徒理解、問題行動に対する

指導、不登校生徒への対応等の個々の状況に合わせて判断し対応しなければならないことにつ

いてはどうすればよいのか戸惑い、不安を抱えている教職員がいることがうかがえる。家庭と

連携を図りながら、状況に応じた柔軟な対応が求められる問題や、生徒理解に基づいた一歩踏

み込んだ対応が求められる問題について、十分な共通理解を図って対応できるような体制づく

りに課題があることが浮き彫りになっている。 

 

十分できている

ほぼできている 

あまりできていない 

できていない 

「十分できている」「ほぼできている」を

合わせた肯定的な見方をしている教職員

が 96.4％、「あまりできていない」と回答

した教職員が 3.6％となっている。 

「十分できている」「ほぼできている」を

合わせた肯定的な見方をしている教職員

が 82％、「あまりできていない」「できてい

ない」と回答した教職員が 18％となってい

る。 

38.7% 

2.7% 

15.3% 

43.3% 

ほぼできている 

十分できている

あまりできていない

36.9% 

59.5% 

3.6% 
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 ウ 生徒指導体制の工夫・改善について  

・教職員アンケート⑤「個人の意見や考え方が取り上げられ、組織全体の見直しや指導体制の

改善に生かしていけるようなシステムや雰囲気があるか。」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・生徒指導に対しては、共通認識をもって指導することができている、指導すべき内容も明確に

なっていると自信をもって回答していた当該校の教職員が、学校の体制に目を向けたときに、

｢個人の意見が尊重され、指導体制の見直し、改善に生かされているか｣という点については

58.5%が否定的に捉えている。また、この傾向は教職員への聞き取り調査においても見られた。

本校在籍年数の差や教員経験の差によって、組織全体の見直しや指導体制の改善、ひいては学

校体制作りについての考え方に差異が認められた。これまでの慣例にしばられて、新しい意見

や考え方が学校運営体制全般に反映されにくい状況があったことが浮かび上がってくる。 
・このような状況が本事案発生の要因として大きく影響したかどうかを明らかにすることはでき

なかったが、「個人の意見を尊重し、組織全体の見直しや指導体制の工夫・改善に生かす」とい

う課題は多くの市立学校で起こり得る課題だと考えることができる。柔軟で組織的な指導を実

現させるための体制づくりを進めていく必要がある。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・「あまりできていない」｢できていない｣

という否定的な回答が、「できている」

｢ほぼできている｣という肯定的な回答

を上回っている。 

十分できている

ほぼできているあまりできていない 

できていない 

【図表 2-3】＜柔軟で組織的な指導を実現させるためのサイクルの例＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

適切な情報に基づく

生徒理解 

具体的な指導方針、

指導計画の立案 

計画案を踏まえた 

指導の実践 

指導の状況と効果の

確認 

本人への面談、保護者との連携、

周りの生徒からの情報、外部機

関からの情報をもとに共感的な

理解に努める。 

指導の状況、効果を定期的に確

認し、より実効性のある指導･支

援を実現させるために指導計画

の改善･修正を図る。 

それぞれの役割に応じた指導を

実践すると共に、そのときの様

子を記録し、チーム内での情報

の共有に努める。 

把握した状況に応じて指導方

針、具体的な手立てを考え、そ

れぞれがどのように関わるか、

チーム内で役割分担をする。 

 
それぞれの過程で 

“協議しながら”検討す

る場面が必要となる。 
“協働”を通した体制づ

くりが、個々の当事者

意識を高めることにも 
つながる。 

16.7% 
11.1% 

47.2% 25% 
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・「状況の把握」→「計画の立案」→「指導の実践」→「状況と効果の確認」→「より深い生徒理

解」といった一連のサイクルを意識することで、組織の見直しや指導体制の改善を効率よく行

うことができる。また、それぞれの場面において“協議すること”を意識することで、担任が

課題を一人で抱え込んでしまうことを防ぎ、当該生徒に関わる教員の当事者意識を高め、各々

が課題の解決に組織的に参画しながら校内の指導体制づくりに取り組んでいるという自覚を促

すことにもつながる。 
・問題の早期発見と適切な対応のためには、明らかな問題行動ではなくても、以前と比較して行

動などに変化が見られたときに、それを問題の予兆ととらえ、学校として対応していく体制を

取っていくことが求められる。そのような予兆としての変化を、教員間でしっかりと把握し、

共有しておくことが重要である。 
・そのような予兆が見られた場合には、当該生徒や保護者に関わることのできる複数の関係教員

でチームを作り、把握した事実の共有だけでなく、解決に向けてどのような方針で臨み、どの

ような対策をとろうとしているのかといった指導の方針や過程及び取組状況を共有するという

視点で話し合いをもちながら子どもと家庭に関わり、担任だけで問題を抱えないようにするこ

とが重要である。 
・学校は収集し得る情報を多面的・多角的に検討し、つなぎ合わせることで、変化の背景を解釈

し、本人の立場になりきって共感的に理解していくことが基本となる。そのような作業から得

た当該生徒像を思い描きながら、当該生徒への関わり方や、その関わりが「本人が望んでいる

支援策になっているか」を振り返ることも必要であり、このような作業を、当該生徒や保護者

に関わることのできる複数の教員で、チームとして協働で行うことができるような校内体制を

作っていくことが必要である。 
 
（４）視点④ 学校・教育委員会・関係機関(関係局)相互の連携について  

 ア 学校と教育委員会との連携 

・学校と教育委員会との連携は、学校教育部川崎区・教育担当(川崎区役所こども支援室内)によ

る計画的な学校訪問（年間 5 回程度）と、緊急の事故や事件、また学校だけでは解決が困難な

特別な事案が発生した場合の緊急的な学校訪問、加えて日常的な電話相談等によって行われて

いる。 

  ・SSW(ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ)の活用や、外部機関との連携を視野に入れた児童生徒や家庭への関わりの

必要性については、今までも教育委員会は合同校長会議や地区校長会議において周知を図って

きてはいたが、学校がそのような対応に踏み切るかどうか躊躇しているような場合には、区・

教育担当への相談を促すなどのアドバイスが不十分であった面もあった。 

・また、教育委員会への相談も含めそのような外部機関との連携を図るかどうかは、校長の判断

によるものではあるが、生徒指導担当者や学年主任等にも外部機関との連携を視野に入れた対

応の方法について、教育委員会から具体的な活用例を示すなど改めて周知し徹底していくこと

が必要である。 

  ・長期欠席傾向の児童生徒の欠席状況等については、学校から区役所区民課への月例報告がなさ

れていたが、教育委員会としては、「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

においてその人数を把握するにとどまっていた。しかし、今回の事案を受け、教育委員会とし

て各学校の長期欠席傾向児童生徒の情報を月単位で収集し、状況改善のための支援を積極的に

行う体制を整えることが必要である。 

  ・さらに、区・教育担当が、より積極的に学校状況を把握し、状況に応じて SSW の積極活用をす

すめて外部機関との連携に導くなど、区の実態に応じた適切な指導・助言を行うよう、日常的

な情報交換や学校訪問のあり方の見直しを図ることも求められる。 

 



Ⅱ－１ 教育委員会関係（学校等） 

 

12 
 

イ 学校と関係局区との連携 

・学校と関係局区との連携については、日常的に関わりのあるこども関係施設であるこども文化

センターとの情報連携、児童生徒の虐待の可能性が考えられる事案に関わっては、児童相談所

との連携があり、対応の必要がある場合、区・教育担当を介するケースが通例である。 
 

ウ 教育委員会と関係局区との連携 

・教育委員会と関係局区の連携は、事案により多岐に渡るが、子どもの安全という視点からは、

児童生徒の虐待の可能性に関わって、区役所こども支援室を介した関係部署との連携事案が多

い。特に、教育委員会の区・教育担当課長が、こども支援室学校・地域連携担当課長も併任し

て区役所に配置されていることもあり、区役所の福祉部門との連携は日常的に行われている状

況がある。 
・川崎区の長期欠席傾向の児童生徒の多さや、家庭環境に関わる支援ケースの多さ等からも、他

の区以上に慎重で的確な関係局区・関係部署の関わりが必要であろう。 
・今後、関係局区において、情報を学校や教育委員会とどの程度、どのように共有する必要があ

るかの見極めを、より積極的かつ慎重に行い、また、学校においても、市役所のどの部署がど

のように子どもや家庭の状況把握に関わっているのかを、管理職や生徒指導担当者等に周知徹

底していくことが必要である。 
 

エ 教育委員会（学校）と警察との連携 

・本事案では、平成 27 年 1 月の川崎臨港地区学校警察連絡協議会終了後に、生徒指導担当が近隣

校の担当者及びこども文化センター職員にＡさんに関する情報を提供し、Ａさんの交友関係等

に関する情報を収集しようとしたが、Ａさんの状況把握に関する有効な情報は得られなかった。 

・検証委員会「中間取りまとめ」の「検証と考察のまとめ」において、「Ａさんをめぐるトラブル

で警察が出動したとの報道があるが、その情報を警察が学校に伝えられる制度が確立していた

としたら、学校はＡさんの変化をより重大にとらえ、Ａさんへの緊急支援体制を取れていた可

能性があったとも考えられる。」と指摘した。 

・そして、4 月 28 日の教育委員会議において、今後、児童生徒の安全な生活と健全な成長のため

に、学校・教育委員会と警察との連携を実効的に進めていくことを目指し、「川崎市教育委員会

と神奈川県警察本部との相互連携に係る協定書」（案）が承認された。 

・今後、川崎市情報公開運営審議会への諮問を経て、協定締結に向けた具体的動きを進めていく

予定であり、効果的で実効性のある情報連携が可能になるような運用に努めていく。 

 

（５）視点⑤ 生命尊重・人権尊重教育について  

ア 当該校における生命尊重・人権尊重教育の取組について 

・当該校では、学校経営の重点課題の一つに「思いやりの心や、自立(自律)心の育成」を位置づ

け、学級活動、生徒会活動、かわさき共生＊共育プログラム、道徳の時間、総合的な学習の時

間を連携させて実践している。生命尊重・人権尊重教育については、豊かな心の育成を目指し、

道徳の時間及びかわさき共生＊共育プログラムを軸に展開されていた。 

・道徳の指導は教育課程編成の全体構想でも指導の重点に位置付けられ、各学年のめあてを示し、

道徳教育全体計画に基づいて計画的に取組が進められるように工夫されている。また、かわさ

き共生＊共育プログラムについても人間関係づくりや社会性を育成することをねらいとして人

権尊重教育の年間計画に位置付けて、各学年で標準時間の 6 時間を実施している。 

・平成 26 年度全国学力・学習状況調査の結果では、以下のような結果が出ている。 
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質問番号 36：人の気持ちが分かる人間になりたいと思いますか。                  

(％) 

 あてはまる どちらかといえば、

当てはまる 

どちらかといえば、

当てはまらない 

当てはまらない 

当該校 当 該 校 の 数 値 は 非 公 開 

全国(公立) 77.8 17.5 3.0 1.6 

0% 1 0% 20 % 30 % 4 0% 50 % 6 0% 7 0% 80 % 9 0% 1 0 0%

全 国

当 該 校

当 て は ま る ど ち ら か と い え ば 当 て は ま る ど ち ら か と い え ば 当 て は ま ら な い 当 て は ま ら な い

 

当該校の数値は非公開 

質問番号 37：いじめはどんな理由があってもいけないことだと思いますか。 

(％) 

 あてはまる どちらかといえば、

当てはまる 

どちらかといえば、

当てはまらない 

当てはまらない 

当該校 当 該 校 の 数 値 は 非 公 開 

全国(公立) 72.1 21.3 4.6 1.9 

0% 1 0% 20 % 3 0% 4 0% 50 % 6 0% 70% 80 % 9 0% 1 0 0%

全 国

当 該 校

当 て は ま る ど ち ら か と い え ば 当 て は ま る ど ち ら か と い え ば 当 て は ま ら な い 当 て は ま ら な い

当該校の数値は非公開 



Ⅱ－１ 教育委員会関係（学校等） 

 

14 
 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・いずれの質問項目においても、全国平均並み、もしくはそれ以上の結果となっている。これら

の結果からも当該校における生命尊重・人権尊重教育の取組が一定の成果を上げていることが

わかる。 

 

 イ 当該校における生命尊重・人権尊重教育の課題 

・教職員に向けたアンケート「生命尊重、人権尊重教育は教育活動のすべてに渡って行うべきも

のですが、あなたはどのような教育活動の場面で特に実践していますか。」という問いに対する

回答記述では、多くの教職員が道徳の時間の充実や、かわさき共生＊共育プログラムの活用を

あげている。上記の調査結果が、教職員間の共通認識に基づいた実践の成果であることが分か

る。その反面、道徳の時間やかわさき共生＊共育プログラム以外の記述に目を向けると、日常

的な声かけや、気付いたときに随時という記述が多いのに対し、各教科等の学習において、道

徳の時間などとの関連を考慮しながら指導しているという記述が少ない傾向が見られた。“学校

の教育活動全体を通じて行う”という必要性や重要性は教職員間で理解され、共有されている

が、それをより効果的に実践するための方法を模索している様子がうかがえる。 

・道徳教育の要として位置付けられている道徳の時間や本市が独自に行っている参加体験型のか

わさき共生＊共育プログラムを軸にしつつ、より体系的に生命尊重・人権尊重の意識を高める

ためには、各教科等の学習において、生命尊重・人権尊重教育のねらいとの関連を図り、生徒

の発達の段階を考慮して適切に指導を行うことが求められる。 

・このような取組の定着は、当該校に限らず、本市中学校における共通の課題とも言える。教育

委員会としても各学校がより一層、意図的・計画的に生命尊重・人権尊重教育に取り組めるよ

う、教育課程に効果的に位置付ける事例などを積極的に紹介するなどの支援を行っていく必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

質問番号 38：人の役に立つ人間になりたいと思いますか。 

(％) 

 あてはまる どちらかといえば、

当てはまる 

どちらかといえば、

当てはまらない 

当てはまらない 

当該校 当 該 校 の 数 値 は 非 公 開 

全国(公立) 72.8 21.2 3.9 1.9 

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

全 国

当 該 校

当 て は ま る ど ち ら か と い え ば 当 て は ま る ど ち ら か と い え ば 当 て は ま ら な い 当 て は ま ら な い

 

当該校の数値は非公開 
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・平成 26 年度全国学力・学習状況調査では、以下のような結果も見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・生命尊重・人権尊重教育をより一層充実させることで、“命が守られ、尊重されること”“あら

ゆる権利の侵害から逃れられること”“状況に応じた適切な相談の機会が、相談にふさわしい雰

囲気の中で確保されること”など、本当に困っているときに相談することができ、そして守っ

てもらえることを生命尊重・人権尊重の学習を通してしっかりと伝えていく必要がある。 

 

（６）全市的な取組のその他の検証項目 

 ア 不登校対策 

・平成 25 年度、本市の小学校の不登校児童数は 238 人で、前年度の 210 人から約 13％増加して

いる。また、中学校の不登校生徒数は 1048 人で、前年度の 1010 人から約 3.7％増加している。

全児童生徒数に占める不登校児童生徒数の割合を示す出現率を全国平均と比較すると、小学校

はほぼ同程度、中学校は大きく上回っている。(図表 2-4 参照) 

・平成 24 年度に減少傾向が見られたが、再び増加したことから、各学校で改めて不登校児童生徒

の実態を把握し、一人ひとりの状況に応じた「社会的自立へ向けた支援」及び｢登校できない

期間が長期に及ぶことを未然に防ぐ取組｣を推進していくことが喫緊の課題となっている。 

 

 

 

 

 

質問番号 26：学校生活で、友達関係など何か悩みを抱えたら、誰に相談することが多いですか 

                                         （％） 

 先生 友達 家の人 

(兄弟姉妹含む)

保健室の先生 スクール 

カウンセラー

誰にも 

相談しない 

当該校 当 該 校 の 数 値 は 非 公 開 

全国(公立) 2.9 45.6 23.3 0.6 0.3 26.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 国

当 該 校

先 生 友 達 家 の 人 (兄 弟 姉 妹 を 含 む ) 保 健 室 の 先 生 ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー 誰 に も 相 談 し な い

 
・青年期の特徴として生徒たちが先生には相談しなくなってきている様子がうかがえ、教員に相談

する生徒が元々ごく少数であるという事実が読み取れる。そのようななか、当該校の数値は全国

の平均よりも低くなっている。その背景要因と学校体制の関係を探っていく必要があると考え

る。また、家の人との相談の割合が比較的高い傾向であることから、保護者・家庭との連携が欠

かせなくなってきていることが分かる。学校が生命尊重、人権尊重教育に取り組んでいることを、

そのねらいや内容も含めて保護者にも理解してもらうことが求められる。 
・また、全国の平均と比較するとその値は低いものの、｢誰にも相談しない｣と回答する生徒が一定

の割合存在するということを見逃してはいけない。この事実を学校は受け止め、このような生徒

との受容的な関係づくりを日ごろから心がけて行くことが求められる。 

当該校の数値は非公開 
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・教育委員会では不登校児童生徒の居場所・活動場所として、適応指導教室「ゆうゆう広場」を

運営し、小集団による体験活動・学習活動の他、きめ細やかな相談活動を通して、子どもたち

の自主性を育成し、人間関係の適正・自尊感情を高めることにより状態の改善を図り、学校や

社会への復帰につながるように取り組んでいる。 

・不登校になった生徒のための「相談指導学級」は、市内に臨港中学校と西中原中学校の２か所

に設置している。 

  ・不登校対策に関する NPO 法人としては、川崎市が事業委託をしている「NPO 法人フリースペー

スたまりば」がある。この NPO 法人は、川崎市生涯学習財団と「川崎市子ども夢パーク」の管

理・運営を共同（公設民営）で行っており、施設内に設置されている「フリースペースえん」

において、学校や家庭・地域の中に居場所を見出せない子どもや若者たちが安心して過ごせる

居場所をつくり、学校外の多様な学びや育ち・生き方を支援している。 

・「NPO 法人 教育活動総合サポートセンター」では、「こどもサポート宮ノ下」において、不登校

や支援を必要としている子どもの相談・学習支援を行っている。また、宮前区の委託を受け、

「こどもサポート南野川」を運営し、子育て支援の地域拠点事業として不登校等の児童生徒へ

の支援や教育相談をはじめ、子育てサロン、子育てイベント等を行っている。その他、川崎区

からの委託を受け「こどもサポート旭町」も運営しており、不登校の子ども、学習機会に恵ま

れない子ども、学校に行けないまま卒業し環境適応に課題を抱えている子ども等への支援を行

っている。上記の３か所の「こどもサポート」では、定期的または随時、保護者との面談を行

っている。 

・このように本市では、市内 NPO 法人等とも連携を図りながら、一人ひとりの児童生徒の実態に

あった支援に取り組んでいる。 

・その他、教育委員会学校教育部、総合教育センター、スクールソーシャルワーカー、区役所保

健福祉センター児童家庭課、児童相談所、発達相談支援センター、神奈川県警察少年相談・保

護センター、前述の NPO 法人等、不登校にかかわる関係機関で構成する「不登校対策連携協議

会」を開催している。この協議会では関係機関同士の連携を通して不登校状態にある子どもた

ちの状態やニーズに合った支援が出来るよう、情報交換や課題の共有化、総合的・専門的な視

野からの協議を進めている。 

・平成 25 年度の本市の不登校及び長期欠席者児童生徒数の統計（図表 2-5）からは、小学校では

6 年間を通して不登校児童数は少ないものの、長期欠席者のうち不登校以外の理由（病欠･その

他）とした児童の割合は低学年になるほど高くなっている傾向が見られる。 
・今後は欠席理由にかかわらず、小学校での欠席の背景に何があるのかについて丁寧に見取り、

適切な支援をしていくことが必要となる。また、小学校低学年での欠席・遅刻早退、保健室登

校等を含めた学校生活の様子や本人の特性、小学校で行った支援等を中学校に丁寧に引き継ぎ、

【図表 2-4】 



Ⅱ－１ 教育委員会関係（学校等） 

 

17 
 

中学校はその情報を生徒にかかわる教職員で共有しながら支援を行うことなど、一層の連携が

求められる。さらに、長期欠席になる可能性がある児童生徒を早期に把握し、チームで支援し

ていくよう、校内での支援体制を充実させていくことも今後の課題となるため、教育委員会の

各区･教育担当と学校が児童生徒の欠席状況を共有し、学校の実態や個々の状況に応じた支援を

実施していく。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

・また、本市における近年の長期欠席児童生徒の状況を出現率で表すと図表 2-6 のグラフのよう

になる。 

・小学校においては、不登校児童の出現率は若干の増加傾向にあるが、一方で病気による長期欠

席児童の出現率は減少傾向にある。これは、学校が今まで長期欠席の理由を病欠として捉えて

いたものを、不登校として捉えるようになってきたことが原因のひとつと考えられる。 

・長期欠席傾向のある児童生徒への対応を含めた包括的な不登校対策として考えたとき、学校は

長期欠席の理由に関わらず、個々の状況にあった適切な支援を行っていくことが望まれる。こ

れまでは、腹痛や頭痛を理由に断続的に欠席している児童を「病欠」として扱い、欠席を重ね

る児童に対して十分な対応が図られていないケースもあった。今後は、体調不良を理由に欠席

を重ねてしまっている児童生徒に対しても、その背景を探り、家庭や医療機関とも連携を図り

ながら、体調不良を引き起こしてしまっている原因に目を向けた丁寧な対応が大切になってく

る。 

・中学校における不登校生徒の出現率は、長期欠席生徒および病欠による長期欠席生徒の出現率

とともに減少傾向にあることがわかる。これは、本市における中学校の不登校対策の成果が出

てきているものと捉えることができる。 

・しかし、先述の通り、本市における不登校生徒の出現率は全国平均に比べ大きく上回っている

という現実があり、長期欠席傾向にある生徒が抱えている“学校を休んでしまう原因や背景”

も、多様化･複雑化してきている。そのような中で各学校では一人ひとりの状況に応じた対応の

難しさを感じているケースも見受けられる。教育委員会としてもこのことを十分に理解した上

で、実効的な支援･助言を行えるように、区･教育担当と各学校とがより一層連携を深めながら、

【図表 2-5】 
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包括的な不登校対策に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 中学校の生徒指導体制の見直し 

・本市では、長年にわたって各学校の児童生徒指導担当教諭で構成する「児童生徒指導連絡協議

会」を組織し、事例研究、テーマ協議、情報交換等を行い、児童生徒指導のあり方や校内体制

づくり、地域や関係機関との連携のあり方等について協議を重ねてきた。 

・特に、中学校においては、昭和 50 年代の校内暴力や学校間抗争などの事案に対し、校内の生徒

指導体制を整えながら、全市的な約束事を定めて学校間の連絡を密にし、対応に当たってきた。

各学校内においては、生徒数の増加が続き大規模校も多く存在したこともあり、学年ごとに指

導規範が異なっていたり、教員による指導観の違いがあったりして、指導や対応に差異が生じ

ることもあり、それがまた生徒たちの荒れにつながっていったような側面もあった。 

・そのような反省から、各学校は、共通認識に立った生徒指導体制の強化を図るべく、いわゆる

校則（生徒心得）や指導事項を見直したり整理したりするとともに、学年を超えて全校的に指

導していく体制を整えてきた。 

・しかし、個に応じた指導よりも指導事項を明確にしながらの全体的な指導や統一的な指導に重

点が置かれていたため、そのような指導体制になじめなかったり、不安を高めてしまう生徒も

出現し、不登校生徒が多く生じてしまう一つの要因にもなるような状況も存在した。 

・その後、いじめ、暴力行為、不登校生徒の増加とともに、生徒の問題行動そのものへの適切な

対応のためには、その背景にあるさまざまな要因を踏まえた指導が必要であることへの認識が

高まり、かつての「生徒指導」というとらえから、「生徒理解」に基づいた生徒指導の必要性が

次第に認識されてきた。 

・スクールカウンセラーの導入によって教育相談体制も整ってくるとともに、教員のカウンセリ

ング技法の習得も必要になり、各学校においては、そのような校内研修を実施したり、校外で

の各種研修でもそのような要素が取り入れられるようになったりしてきた。 

・また、関係機関との連携も、従来よく行われていた情報連携から、一歩進んだ行動連携の必要

性が唱えられるようになり、学校だけでなく子どもたちに関わるさまざまな外部の機関ととも

に、問題行動等の対応に当たる体制が少しずつ整えられてきた。 

・平成 10 年頃からは、小学校における学級崩壊の問題や小 1 プロブレム等の問題が生じてきて、

その背景に子どもたちの遊びの変化や、家族関係の変化、また体験の不足などが指摘され、子

どもたちの社会性の欠如が背景にあることが明らかになってきたが、そのような子どもたちの

変化に対し、中学校の生徒指導体制は十分に柔軟に対応してきたとは言えない面があった。 

・さらに、発達に課題を抱える子どもたちの存在が明らかになっていく中で、問題行動と生徒の

【小学校】 【中学校】

【川崎市の児童生徒数と長期欠席児童生徒の出現率】 【図表 2-6】
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（出所） 文部科学省 児童生徒の問題行動等 

生徒指導上の諸問題 平成 25 年度 

【図表 2-7】 

発達的課題とを関連付けて考えていく必要も生じてきたが、それへの対応も十分であるとは言

えない面もあった。 

・平成 18 年から特別支援教育の導入に伴い、各学校では特別支援教育コーディネーターを任命し

て、個別の事情に応じた相談体制と関係機関との連携に向けた体制を整えてはきたが、その位

置づけや運用状況は各学校ごとに差異があり、特に中学校においては生徒指導担当とのつなが

りを意識した体制づくりは、十分ではなかった。 

・今回の事案においても、当該校での指導体制の課題を指摘したが、現在の子どもたちの実態や

子どもたちを取り巻く状況により柔軟に対応することができるよう、生徒指導体制の見直しが

求められる。 

 

ウ 情報モラル教育 

・「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題」（平    

成 25 年度 文部科学省調査）によると、「パソ   

コンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをさ 

れる」という項目の数値が、平成 24 年度以降急 

増している。（図表 2-7） 

・また、「川崎市立小中学校における情報モラル教育    

に関する調査」（平成 26 年 3 月 川崎市教育委員 

会）では、小学校では約 25％、中学校では約 90％ 

の学校で SNS に関係する情報モラルの問題が発生   

している。 

・本市では、これまでメディアリテラシーに関する内容と情報モラルに関する内容の双方を意識

し、各学校と連携を図りながら情報モラル教育の充実に努めてきた。近年のスマートフォン等

の情報端末の普及により、児童生徒間の情報機器を通したトラブルは増加傾向にあり、メディ

アリテラシーに関する内容とともに情報モラル教育のより一層の充実が喫緊の課題となってい

る。 
・トラブルの内容には共通点が二つあ      

り、一つは、相手の気持ちを考えず、 

誹謗中傷や画像の拡散によりトラブ   

ルに発展してしまったこと。もう一 

つは、情報技術（スマートフォンな 

どの機器）の特性の理解不足により、  

インターネット上に個人の情報等が

公開され、不特定多数に広まってしま

い、深刻なトラブルに発展してしまっ

たことである。（図表 2-8） 

・今までに、各中学校・高等学校では、通信業者や NPO 団体、また神奈川県警察等の協力を得て、

情報モラル教室を行ってきており、近年では小学校においての実施も多くなってきている。ま

た、各 PTA や区 PTA・市 PTA 協議会や地域教育会議でも、独自に講習会や研修会を行ってきて

いるが、技術の進歩や子どもたちの実態に追いついていない面があるのは否めない。 

・情報化社会の進展が進み、携帯電話やスマートフォン等の情報機器を日常的に利用する子ども

も増加している。これに伴い、LINE 等の SNS の急速な普及により、子どもたちの交友関係は従

来とは違った広がりを見せている。この交友関係は大人には見えづらい不透明のもとなってお

り、子どもだけの世界が広がってきているという実態がある。この実態に対して学校では十分

な指導や支援が進められていない実情もあり、実効的な指導に取り組んでいく必要がある。 

小学校 

・LINE で友達の悪口を書いたことがばれ、脅された。 

・児童がスマホで撮影した他の児童の画像を LINE で流した。 

・LINE での誹謗中傷、悪口、情報流出。 

中学校 

・LINE での誹謗中傷、悪口、外し、学校間トラブル。 

・SNS への書き込み(無断で写真使用・誹謗中傷・なりすまし)。 

・ブログ等などに複数で撮った写真を載せ、一部を他人が使用。

【図表 2-8】川崎市立小中学校で実際にあった SNSトラブルの記述（一部抜粋）
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・27 年 5 月～6 月に SNS 等の活用についての実態調査を行った。調査対象：市内中学校 6 校（南

部･中部･北部の各地域より 2 校ずつ）を抽出し 1 年生から 3 年生を対象に実施した。調査生徒

数は男子 318 名、女子 309 名 計 627 名である。 

   この調査から、以下のような子どもたちの姿が見えてきた。 

 

Q1：携帯電話やスマートフォン等の情報端末を持っていますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

半数以上の生徒がスマートフォン

を持っていると回答している。スマ

ートフォンの所有率は今後ますます

高まることが予想されるので、各家

庭では子どもたちにスマートフォン

を正しく使う能力を身につけさせる

ことが求められる。 
学校は家庭との連携を一層深め、

子どもたちの活用実態を適切に把握

し、適切な情報提供と啓発に取り組

むようにしていく必要がある。 

% 
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Q2：LINE 等の SNS を利用したことがありますか。（Q1 で情報端末を持っている生徒のみ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q3：どのような SNS を利用したことがありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q4：一日におおよそどのくらいの時間を SNS に使っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある

70% 

ない 
30% 

% 

 情報端末を所有している生徒のうち、

70%の生徒が SNS を利用したことがあ

り、そのうちの 90%が LINE を利用した

ことがあると回答している。LINE が子

どもたちの生活に深く入り込んでおり、

なくてはならないものになっているこ

とがわかる。しかし「LINE 外し」や「個

人情報の拡散」「誹謗中傷」等のトラブ

ルが発生しており、場合によっては心に

深い傷を負ってしまうというケースも

見られる。   

青年期をむかえた生徒たちには SNS

でのやり取りを大人には見せたがらな

い傾向があり、閉鎖的な世界で広がる交

友関係を周りの大人は把握しにくくな

っている。 

生徒たち自身が、SNS とどのように向

き合い利用していくか等、望ましい活用

の仕方を主体的に考えるような指導を

工夫することが求められる。 

1 日に 1 時間以上 SNS を利用す

ると回答した生徒が 50.2%、その

うち 2 時間以上利用すると回答し

た生徒が 20.5％と最も多い割合

を示している。SNS が生徒たちの

生活に深く浸透しているととも

に、5 人中 1 人という比較的高い

割合で２時間以上 SNS を利用して

いることがわかる。 

% 
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Q5：家庭で携帯電話やスマートフォンの利用についての約束がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ・今回の調査では「Q6：家庭で携帯電話やスマートフォンの利用についての約束がありますか」で

「ある」と回答した生徒に対して、具体的にどのような約束事を決めているのかを記述してもらっ

た。その回答の概略をまとめると以下のようになる。 

 

 【使い方に関すること】 

 ・ながらスマホをしない ・親に声をかけてから使用する ・ゲーム等で使用しない ・動画を見過ぎない 

 ・インターネットの使用は PC で ・家の外でインターネットを使用しない ・姿勢を正しくして使う 

 【課金等に関すること】 

 ・課金されるサイト、アプリは利用しない ・課金するときは親の許可を得てから ・勝手にアプリを入れない 

 ・通話は 10 分以内 ・電話は無料電話を使う 

 【書き込みに関すること】 

 ・悪口を書き込まない ・他人の情報を流さない ・LINE の使い方には特に注意する 

 【利用時間】 

 ・夜遅くまで使用しない ・利用する時間を決める（※10 分程度から 2 時間まで等、家庭によってさまざま） 

 ・勉強が終わってから利用する ・食事中は使用しない ・1 日 1 時間勉強する ・ゲームは 1 日 2 時間まで 

 【置き場所・使用場所について】 

 ・勉強するとき、寝るときはリビングに置く ・自分の部屋に持ち込まない ・リビングで使用 

 ・家の外に持ち出さない ・暗い所で使わない 

 【その他】 

 ・知らない人からのメールは開かない ・無制限に使用したら没収 ・LINE の内容を親に見せる 

 ・有害サイトを利用しない ・知らない人とやり取りしない ・親に秘密をつくらない 

 ・メアドを教えすぎない ・知らない番号には出ない 

 

 ・約束の内容はさまざまで、各家庭が教育方針に基づき、子どもの実情に合わせて相談しながら決

められている様子がうかがえる。学校ではこれらの情報を活用して保護者への啓発や生徒たちへ

の指導に取り組むことが期待される。各家庭がどのような約束事のもとで使用させているかにつ

いて保護者会等で情報交換や意見交換をする、生徒たちにこれらの約束事を見せながら話し合わ

ある

46% 

ない 
54% 

 家庭で携帯電話やスマートフォンの利用について

の約束事があると回答した生徒は 46%であった。半数

以上の家庭が、特に約束事を決めずに子どもに携帯

電話やスマートフォンを利用させている実態が浮か

び上がってくる。また、今回の調査ではその関連を

明らかにすることができなかったが、SNS を 1 時間以

上利用すると回答した生徒の割合と家庭内で約束事

がないと回答した生徒がほぼ同程度の割合を示して

いる。 

 青年期の子どもをもつ家庭では、約束事を決めて子どもを管理・指導することと、子ども

を信頼して任せることのバランスをどのようにとっていくかが課題になる。学校は各家庭と

連携を図る際には、一人ひとりの生徒の実情に合わせた指導や支援ができるように日頃から

生徒理解に努めことが求められるとともに、保護者会等を活用して、保護者に対して適切な

情報提供と実効的な啓発を進めることが大切になる。 
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せ、自分の利用の仕方を主体的に振り返る等、保護者、生徒が情報端末や SNS との望ましい関わ

り方について主体的に考えていくような取組を工夫していくことが大切になる。 

 ・5 月に実施した各学校の児童生徒指導体制の点検と報告では、「SNS などインターネットやスマー

トフォンの適切な使用に対して」の項目を課題として捉えている学校が小学校・中学校ともに最

も多かったという結果が得られている。教育委員会としても、このような実情を受け止め、各学

校が家庭との連携を強めながら、その実態に応じた実効的な指導・啓発が進められるような支援

体制を整えていく。 

 

エ 子どもの相談窓口の周知・啓発 

 ・再発防止策の一環として子どもの相談窓口の認知度及び活用度の実態調査アンケートを実施した。

（実施時期：27 年 5 月～6 月 調査対象：市内中学校 6 校を抽出 南部・中部・北部の各地域よ 

り 2 校ずつ 調査生徒数 男子 318 名、女子 309 名 計 627 名） 

 

Q1 自分や家族・友達の悩みを相談できる相談窓口があることを知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q2 次の相談窓口で、知っているもの、聞いたことがあるものにすべて○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知っている

77% 

知らない 

23%  相談窓口の存在を知っていると回答した生徒

は 77%、知らないと回答した生徒が 23%となって

いる。多くの生徒が相談窓口の存在を認知して

いるが、子どもの安心･安全を守るという点で考

えると、相談窓口の認知度をさらに上げていく

取組が求められる。 

 認知度が最も高い相談窓口は 24

時間いじめダイヤルで、相談窓口が

あることを知っている生徒のうち

約半数が認知している。以下、かわ

さきチャイルドライン、ダイヤル

SOS、総合教育センター相談窓口の

順となっている。また、相談窓口を

複数知っている生徒も多い。 
 今回は「知っているもの、聞いた

ことがあるもの」を聞いているた

め、実際にその窓口の番号を知って

いるか、また、番号の調べ方を知っ

ているかについては明らかにでき

ていない。 

24 

SOS

% 
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Q3 このような相談窓口を知っているのはどうしてですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q4 あなたはこれまでに悩んだり、相談したかったことはありますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

% 

ある

34% 

ない 
66% 

 生徒たちの多くは学校で配布さ

れたカードによって相談窓口の存

在を知っていることがわかる。現

在、学校では「ひとりで悩まないで」

「相談機関紹介カード」「子ども SOS

カード」等、複数の相談窓口紹介カ

ードが配布されている。子どもたち

に相談窓口の存在を知らせるには、

これらのカードが効果的であるこ

とがわかる。 

 何かに悩んだり、相談したいと思ったことがあると回答した

生徒が 34%、悩んだり、相談したいと思ったことがないと解答し

た生徒が 66%となっている。青年期をむかえた生徒たちが自分自

身のことや友人関係のことについて悩みをもつこと自体は決し

て悪いことではない。悩みごとと向き合い、自力で、もしくは

周囲の力を借りながら乗り越えていく経験は成長の過程におい

て必要なことでもある。大切なのは自分たちで解決することが

難しいような悩みを抱えてしまったときに、周りの大人に相談

できるということを知っているとともに、いざという時に相談

できる相手がいるということである。 



Ⅱ－１ 教育委員会関係（学校等） 

 

25 
 

Q5 あなたは悩み事があったら、誰に相談しますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・今回の調査において、「相談窓口の存在を知らない」と回答した生徒が 2 割強いるという現実を重

く受け止め、相談窓口の認知度をさらに高めていく取組を推進していく必要がある。そのために

は、学校で配布するカードが効果的であるということが明らかになったので、これらのカードの

活用の仕方を学校とともに工夫していくことが重要になる。例えば、配布のタイミングで生命尊

重･人権尊重教育に関わる学習に取り組んでみたり、配布する際に、このカードがもつ意味やカー

ドに込められた思いなどを話してから配布したりといった取組は、比較的取り組みやすいと思わ

れるので、そのような取組を学校と連携して進めていく。また、窓口の存在は知っていても、い

ざという時にその連絡先や連絡方法がわかっていないと効果は期待できないので、生徒たちにカ

ードの大切さを伝えるとともに、手の届くところにきちんと保管しておくという指導がしっかり

と行われるように、各学校に周知を図っていく。 

 

 

 

 

 生徒たちが相談する相手

として考えるのは、友達が最

も多く、以下、家族、学校の

教職員の順で続く。その内訳

を見ると、生徒たちにとって

身近な存在に相談しようと

考えていることがわかる。 

 また、誰にも相談しないと

回答した生徒が 166 名（約

26％）いるが、この設問は複

数回答可としているため、他

の項目と重複して回答して

いる生徒も多い。「誰にも相

談しない」の項目のみ回答し

た生徒は 627 名中 19 名  

(約 3%)であった。学校は、

たとえ少数であっても、誰に

も相談しないと回答した生

徒がいるという現実に目を

向け、日常の教育活動全体を

通して生徒一人ひとりの居

場所づくりを進め、誰かとつ

ながっていると思える関係

づくりに取り組むとともに、

教育相談等を活用して信頼

関係を構築していくことが

大切になる。 

相談窓口をあげた生徒はごく少数ではあるが、誰にも言えないような深刻な悩みを抱えてしまっ

たときに、相談できる窓口があるということはとても重要である。 
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２ 市関係部局 

急速な少子高齢化や核家族化の進行、都市化の進展、就労環境の変化等、子どもと家庭を取り巻

く環境が大きく変化する中、社会全体で子どもの成長・発達の段階に応じた「切れ目のない」支援

が必要であり、本市では、子どもが安全・安心に過ごせる環境づくりに向けて、市の組織と民間活

動団体等が連携するなどして、さまざまな事業や取組等を行っている。ここでは、そうした事業や

取組等の概要を記述するとともに、今回の事件発生に際し、区役所・児童相談所をはじめとする、

子どもに関係する事務を所管する市の関係部局（教育委員会関係を除く。）が、子どもの安全・安心

の視点で何ができたのか、また何を強化すべきかについて、再発防止に向けた検証と考察を行って

いく。 

なお、本市は政令指定都市であり、市民生活に密着した行政サービスは、地域的に事務を分掌す

る総合行政機関である区役所・支所等が主に担っている。一方、業務所管局は、区役所・支所等が

分掌する施策や業務、制度等について、枠組みや執行手法の例示等を区役所に対して的確に提示す

るなど、事業統括や総合調整を担っているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）保健・福祉領域 

ア 制度の概要 

（ア）保健領域 

区役所では、保健福祉センターにおいて母子保健法等に基づき、母子健康手帳の交付、新生

児訪問等の子育て家庭への訪問、乳幼児健康診査等の妊婦・乳幼児のいる家庭のすべてを対象

とした母子保健事業を行っている。その中で支援の必要な家庭を把握した場合は、個別に継続

した支援を実施しながら、適時に必要な専門相談支援につなげるよう努めている。 

乳幼児健康診査の未受診者に対しては、発達支援の必要な子どもや養育上の支援が必要な保

護者等を早期に把握できるよう、電話や家庭訪問により受診勧奨を行うとともに、子どもの成

長・発達や養育等の状況を把握する取組を行っている。 

また、小学校や中学校においては、養護教諭と協力して保健師や助産師が学校に出前教育を

実施している。自分が生まれたときのことや赤ちゃんの育つ様子等に触れ、『ひとりひとりが

大切な自分』であることを子どもたちに伝えている。もし『自分が大切にされていない』と感

じたら、信頼できる大人に相談することを伝え、相談場所を伝えたり電話番号を知らせるカー

ドを渡したりしている。 

 
 （イ）児童福祉 

児童福祉の分野では、区役所及び支所の福祉事務所機能として、児童福祉法を根拠とした保

育園の入所に係る利用調整や、ひとり親家庭の支援等を実施している。 
また、市町村児童家庭相談援助指針（平成 22 年 3 月 31 日雇児発 0331 第 6 号）に則り、地域

の身近な相談場所として区役所・支所において児童家庭相談を実施している。相談援助に際し

ては、必要に応じて子どもの安全を守るために地域の関係機関によるネットワークを利用した

○市関係部局における主な検証項目 
 ・保健・福祉領域、児童相談所、青少年健全育成 

（主に家庭や子どもに対する支援について） 
 ・子どもの相談機関 
  （子どもの SOS のキャッチについて） 
 ・子どもの安全・安心な環境づくりに関する取組 
  （地域の各種団体等の活動状況や子どもの居場所について） 
 ・警察との連携 
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情報の共有や連携の構築を行っている。 
 

（ウ）子どもを守る地域ネットワーク 

本市では、児童福祉法第 6 条の 3 第 5 項に規定する要支援児童等及び同第 8 号に規定する要

保護児童の早期発見やその適切な保護を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関す

る情報や考え方を共有し、適切な連携の下で対応していくことが重要であることから、同法第

25 条の 2 第 1 項に規定する子どもを守るための地域のネットワークとして、川崎市要保護児童

対策地域協議会（以下、「要対協」という。）を平成 18 年度から設置し運営している。 

要対協は、児童福祉法に基づいて構成員に個人情報の漏えいを防ぐための守秘義務が課され

ており、関係機関等に対して資料や情報の提供等必要な協力を求めることができるものである。 

協議会の仕組みとしては、川崎市代表者会議と各区実務者会議（代表者部会・連携調整部会）、

及び個別支援会議の 3 部構成で運営している。 

川崎市代表者会議は、実務者会議が円滑に機能するための環境整備等を目的に協議を行うも

ので、構成メンバーは、市の医師会等医療関係をはじめ、弁護士会や警察本部、社会福祉協議

会等市民団体も参加し、25 の外部団体と事務局にて構成している。 

各区実務者会議代表者部会は、要保護児童の支援を行っている者の知識及び経験を要保護児

童等の支援に関する施策に反映させるための協議を行うもので、構成メンバーは、小中学校長

や幼稚園・保育園長等、支援機関や、警察、民生児童委員等の市民団体に至るまで、それぞれ

の区でメンバーを決定している。連携調整部会は、個別ケースについての進行管理を行うこと

から、区役所保健福祉センター児童家庭課と児童相談所の他、区役所こども支援室学校・地域

連携担当（区・教育担当）や企画調整担当等が参加している。 

個別支援会議は、個別の要保護児童等に関する具体的な支援の内容等を検討するものであり、

会議は主に担当する機関が関係機関を招集し、子どもの養育状況等を定期的にまたは状況の変

化時にリスクアセスメントを行い、支援方針の検討や役割分担について確認する。構成メンバ

ーは、すでに支援を行っている機関、及び今後支援の介入を検討すべき機関等である。 

 
イ 検証と考察 

  ・区役所では、保健福祉センターにおいて母子保健法等に基づいた、妊婦・乳幼児のいる家

庭すべてを対象とした母子保健事業や、児童福祉法を根拠とした保育所入所や母子家庭支

援業務等を行い、その中で支援の必要な家庭を把握し個別に継続した支援を実施しながら、

適時に必要な専門相談支援につなげる役割を担っている。適切な支援につなげるためには、

母や子の様子から問題への気づきや支援を具体化するスキルの構築が必要である。 

・小学校や中学校においては、思春期教育の一環として、養護教諭と協力して保健師や助産

師が学校で出前教育を実施し、『ひとりひとりが大切な自分』であることを子どもたちに伝

えている。『自分が大切にされていない』と感じた時に、子どもがそれを発信できるための

支援の構築が必要である。 

・子どもとその家庭に対して実効的な支援を行うためには、区役所児童家庭課や学校、こど

も支援室学校・地域連携担当（区・教育担当）、児童相談所等の連携が不可欠である。特

に、支援初期段階においては、区役所児童家庭課と学校やこども支援室学校・地域連携担

当（区・教育担当）の連携が重要であり、円滑に連携できる体制についての検討が必要と

考える。 
・各区役所児童家庭課と、児童相談所、こども支援室学校・地域連携担当（区・教育担当）

や学校が参加し、地域において顔の見える関係を構築したうえで、相互の情報共有に努め

ながらケース支援を行うことを推進していくために、要対協の仕組みを活用して、連携強

化に向けた対策を進めることが必要である。 
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（２）児童相談所 

ア 制度の概要 

 （ア）設置根拠及び求められる役割 

児童相談所は、児童福祉法第 12 条に規定された「児童及び家庭に関わる相談機関」であり、

都道府県・政令指定都市及び中核市等に設置され、県内では神奈川県・横浜市・川崎市・相模

原市・横須賀市に設置されている（本市においては、市民・こども局こども本部児童家庭支援・

虐待対策室の所管）。 
児童相談所は、児童相談所運営指針において、市町村（区役所）が行う個別のケースに関す

る初期対応や支援の進捗状況の管理、行政権限発動の必要性の判断も含め、市町村（区役所）

の対応について、技術的援助や助言を行うこととされている。また、市民等からの直接の通告

や相談を受け、あるいは市町村（区役所）では対応が困難なケースの送致（通知）を受け、立

ち入り調査や臨検・捜索、一時保護、児童福祉施設への入所といった児童相談所のみに行使が

可能な手段・権限も活用しつつ、子どもやその保護者に対する専門的な支援を行う。さらに、

施設を退所した子ども等が安定した生活を継続できるよう、子どもとその保護者に対して、児

童福祉司指導などの専門的な支援を行うものとされている。 
本市では、平成 25 年度から各区役所児童家庭課に社会福祉職や心理職等の専門職を新たに配

置し、児童と家庭からのさまざまな相談ニーズに対する身近な相談機能の強化を図っている。 
 
 （イ）機能 

児童相談所は、急増する児童虐待への対応に加えて、非行・触法行為、不登校・ひきこもり

等の相談支援、児童の発達等の相談支援（育成相談）、障害等の相談支援等に対して、児童福

祉司、児童心理司、児童指導員（一時保護所）、医師・保健師等の医療職といった専門職が各々

の専門性を活かした見立てをし、かつチームでアプローチすることで、多角的で総合的・専門

【図表 2-13】区別要対協取扱件数の推移 

【図表 2-14】 区別児童人口（年度末時点：市統計情報課データから） 
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的な支援を行っており、大きく分けて次の 4 つの機能を有している。 
ａ 市町村（区役所）援助機能 

市町村（区役所）による児童家庭相談への対応について、市町村相互の連絡調整、   

市町村に対する情報の提供、その他必要な援助を行う機能（児童福祉法第 12 条第 2 項） 
ｂ 相談機能 

子どもに関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするも

のについて、必要に応じて子どもの家庭、地域状況、生活歴や発達、性格、行動等につ

いて専門的な角度から総合的に調査、診断、判定（総合診断）し、それに基づいて援助

方針を定め、自らまたは関係機関等を活用し一貫した子どもの援助を行う機能（児童福

祉法第 12 条第 2 項）。 
ｃ 一時保護機能 

必要に応じて子どもを家庭から離して、一時保護する機能（児童福祉法第 12 条第 2

項、第 12 条の 4、第 33 条） 
ｄ 措置機能 

子ども又はその保護者を児童福祉司、児童委員、児童家庭支援センター等に指導させ、

又は子どもを児童福祉施設若しくは指定医療機関に入所若しくは委託させ、または小規

模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託する等の機能（児童福祉法第 26 条、

第 27 条） 
 

（ウ）児童相談所における業務の流れ 

     ａ 相談・通告の受理：緊急受理会議を開催し、迅速な初期調査に向けて対応する。 
ｂ 初期対応：被虐待として受理したケースは 48 時間以内に児童の安全確認を行う。 

            児童及び家庭の調査を実施する。 
ｃ 一時保護：児童の安全が家庭で確保されない場合、一時的に子どもを保護し、保護し

ている間に家庭状況の調査、環境調整を行う。 
ｄ 各種専門職による診断：児童相談所・各専門職による評価・診断を行う。 
ｅ 総合評価（判定）：各専門職の診断を持ち寄り、総合的に評価（判定）を行う。 
ｆ 援助方針の決定：援助方針会議（所内会議）にて組織としての援助方針を決定する。 
ｇ 支援の実施：援助方針の決定を受けて、支援を実施する。 

 
 

 

【図表 2-15】児童相談所における業務の流れ   
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イ 川崎市の児童相談所の体制と相談援助の現状 

（ア）児童相談所の体制 
本市では、平成 23 年度から次のとおり、市内 3 か所に児童相談所を設置し専門的な相談援助

活動を実施している。 
ａ こども家庭センター（中央児童相談所） （H23.4 開設） 

① 所在地  ：幸区鹿島田 1－21－9 

② 管轄区域 ：川崎区・幸区・中原区 

③ 一時保護所：定員 40 名 

     ｂ 中部児童相談所  （H23.4 中央児童相談所を改組） 

① 所在地  ：高津区末長 1－3－9 

② 管轄区域 ：高津区・宮前区 

③ 一時保護所：定員 20 名 

ｃ 北部児童相談所  （H23.4 開設） 

① 所在地  ：多摩区生田 7－16－2 

② 管轄区域 ：多摩区・麻生区 

 

（イ）相談援助の現状 

児童相談所においては次の図表 2-16 のとおり、児童虐待の相談・通告件数が著しく増加して

おり、児童虐待対応が児童相談所の中心的な業務となっている。 
平成 22 年度から 1,000 件を超える相談・通告が寄せられ、平成 21 年度と比較して、平成 26

年度は 2.4 倍に達する増加となっている。 
図表 2-17 は、児童虐待相談・通告件数について、区別に示したものであり、このグラフから

も分かるように、川崎区における件数が他区に比してかなり多くなっている現状が認められる。 
 

        【図表 2-16】児童相談所における児童虐待相談・通告件数の推移 
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【図表 2-17】区別児童虐待相談・通告受理件数の推移

 

近年、児童相談所に寄せられる非行の相談件数は、次の図表 2-18 のとおり、年間 100 件前後

である。 
地域的には、こども家庭センターが担当する南部地域においては増加傾向にあり、中部・北

部地域では減少傾向となっている。 
 
【図表 2-18】児童相談所における非行相談受付件数 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

非行相談の年齢は、13 歳が最も多く、前後の 12 歳、14 歳も多いが、小学生の件数も多い状

況となっている。 
 

【図表 2-19】平成 25 年度 年齢別非行相談受付件数 

年齢 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 計

ぐ犯  2 2 1 3 3 11 4 1 2 6 35

触法 1 1 1 4 4 16 47 14  1  89

計 1 3 3 5 7 19 58 18 1 3 6 124
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ウ 検証と考察 

本市児童相談所が支援を必要とする世帯に関わるためには、日常生活をとおして異変に気付

いた関係者からの次のいずれかが必要となる。 
・区役所・支所からの連絡・通知 
・市民等からの虐待通告・相談 
・家族等からの任意相談 

 
○児童相談所の対応策について 

・児童相談所が関与する契機について 

保護者や関係機関の職員に対して、児童相談所の役割や相談支援の仕組み、想定される効

果等について、これまで以上に理解を得る働きかけが必要と考える。 
市民に対しては、早期発見と早期対応の必要性や守秘義務の確保等について丁寧で分かり

やすい対応が必要となる。また、関係機関に対しては、児童相談所の持つ専門性に加え、情

報の共有の必要性とそれぞれの役割・強みを生かした支援連携の必要性について、周知を図

っていくことが必要となる。 
・非行事例への取組 

中学期は、いわゆる「中 1 ギャップ」による影響も含め人間関係が複雑化する学校生活に

おいて、非行傾向が進んでいる集団を準拠集団としたり、非行傾向が進んでいる同輩、先輩

を理想化することで生徒自身の非行傾向が進むことも考えられる。対策としては小学校と中

学校の適切な連携により情報交換を行うこと、複数の学年から構成されている非行集団は集

団内の内情(主な構成メンバー、ぐ犯・非行行為の内容、ヒエラルキー等の人間関係等)を学

校、警察、地域とともに児童相談所においてもできる限り把握に努め、関係機関と連携した

対応が必要である。 

非行の対応においては、非行という現象だけに目を向けるのではなく、その背景となって

いる家族関係の課題や発達障害等の個人特性等を十分に評価したうえで支援方針を策定しな

くてはならない。そのためには、専門的な知識の獲得と実践経験の積み重ねが必要であるこ

とから、スーパーバイザーの配置も必要となる。 

しかし、児童相談所が相談援助を行っている非行事例は多くはなく、専門的な知識と実践

が蓄積されているとは言い難い状況にあるため、組織・職員体制の検討も必要と考える。 

・区役所・支所児童家庭担当への後方支援の充実 

児童相談所の役割は専門的な知識及び技術を必要とする事例への対応や、市町村の後方 

支援に重点化されている。そこで、本市の各児童相談所では、それぞれで実施している所内

会議（受理会議・判定会議・援助方針会議等）の場面に、区役所児童家庭課や支所児童家庭

係の職員の参加を促したり、ケース会議等に参加する取組を通して、区役所等の職員が適切

に判断できるよう支援に努めている。一方、専門的な関与を求められる事例数に対し十分な

対応が図られていない状況も認められる。 

平成 27 年度から児童相談所では、児童相談所 OB 職員を新たに配置し、専門的な対応の向

上と職員の資質向上を図っている。 

専門的な知識や経験を有する児童相談所職員が行う区役所・支所の児童家庭担当職員に対

する後方支援のあり方や、児童相談所 OB 職員の活用等を想定した充実策について検討が必要

と考える。 

 

（３）青少年健全育成事業 

本市では、次代を担う青少年が未来に希望を持ち、自由な精神や豊かな想像力を自ら養い、社

会的に自立した人間として健やかに成長するための社会を目指して、平成21年3月に策定した「川
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崎市青少年プラン（改訂版）」に基づき、事業を推進してきた。また、今年度は、本年 4 月からス

タートした「子ども・子育て支援新制度」に伴い、本年 3 月に策定した「川崎市子ども・子育て

支援事業計画 子どもの未来応援プラン」との連携を図りながら進めている。 

 

ア 事業の概要 

（ア）こども文化センター 

児童福祉法第 40 条に基づく児童厚生施設として昭和 48 年から設置を開始し、平成 8 年に概

ね中学校区ごとに「こども文化センター」を設置（計 59 館、うち民設民営 1 館）し、地域の

子どもの遊びを中心とした活動拠点として子どもの健全育成を図ってきた。平成 15 年からは、

開館日を週 6 日から毎日（年末年始を除く。）に変更し、閉館時間についても午後 6 時までで

あったものを、午後 9 時まで（日曜・祝日は午後 6 時まで）と延長したことで、中学生以上は

午後 6 時以降も利用できるようになり、中学生・高校生の夜間利用者数は、平成 18 年度にお

いて全市で 38,639 人であったものが、平成 25 年度では 75,795 人となっている。 

 

     ・規 模  330 ㎡ 集会室、遊戯室、学習室、図書室、クラブ室 

     ・開館日  年末年始を除く毎日 

     ・時 間  月曜日から土曜日：9：30～21：00 

           日曜日、祝日  ：9：30～18：00 

     ・対 象  乳幼児、小学生、中学生、高校生等（0 歳～18 歳未満）の児童 

           青少年の健全育成や市民活動に携わる地域の方々 

     ・事業内容 小学生、中学生、高校生等の居場所づくり 

           児童を対象とした行事の開催 

           児童を対象とした遊びの支援 

           乳幼児サークル等への支援 

           青少年育成団体・市民活動団体への支援 

     ・運 営  平成 18 年 4 月から指定管理者に管理運営を委託（平成 23 年 4 月から 5 年間

2 期目の指定管理実施） 

     

（イ）わくわくプラザ事業 

・国が推進する「放課後子ども総合プラン」に基づく「放課後児童健全育成事業」と「放課後

子ども教室」を学校敷地内で一体的に行う事業として、先駆的に行っているもので、平成 15

年度からすべての市立小学校（113 校）において、保護者の就労の如何に関わらず、すべて

の小学生（1～6 年）を対象に実施し、放課後から午後 6 時までの子どもの安全な居場所の提

供と仲間づくりを促進している。 

・午後 6 時までに子どもの迎えが難しい保護者への支援として、平成 20 年度から「子育て支 

援・わくわくプラザ事業」を午後 7 時まで実施している。 

・「わくわくプラザ事業」は「放課後児童健全育成事業」と「放課後子ども教室」を連携又は

一体的に行う国の「放課後子ども総合プラン」に位置づけて実施している。 

    

（ウ）課題を抱える子ども・若者への支援 

・課題を抱える子ども・若者への支援を進めるため、庁内関係部署による「子ども・若者育成

支援連絡会議」を設置し、子ども・若者への支援策に関する情報共有や連携を図っている。

また、さまざまな相談機関の情報を一元化した「川崎市子ども・若者支援機関のご案内」を

作成し、関係機関等を通じて配布するとともに、市ホームページでの広報を行っている。 

・地域の支援団体の力を活かし、ひきこもり・不登校の児童に対して同世代の若者による家庭
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訪問等のボランティアによる支援を行う「ひきこもり等児童福祉対策事業」を平成 26 年度か

らモデル実施し、学習支援や交流、レクリエーションなど、課題を抱えた子ども・若者への

個々の支援に向けた取組を進めている。 

        

（エ）非行防止や犯罪から守る活動 

ａ 青少年の健全な育成環境推進協議会による非行防止等の取組の推進（P.41 参照） 

ｂ こども 110 番事業 

・子どもたちが被害者となる事件や事故を未然に防ぎ、地域の大人が子どもたちを見守

り育てていくための地域環境づくりを目的として平成 10 年に開始し、各学校の PTA

や地域の方々が実施主体となって推進している。現在、市内の協力施設は約 10,000

施設あり、ドラえもんのデザインの「こども 110 番」のステッカーを掲示している。 

ｃ 社会環境実態調査 

・神奈川県と連携し、青少年指導員等の協力を得てカラオケボックス、インターネット

カフェ・まんが喫茶・書店の実態調査を実施し、神奈川県青少年保護育成条例に基づ

く深夜における青少年の立ち入り禁止表示や有害図書類区分陳列の立ち入り調査等を

行っている。 

ｄ 子どもが安全にインターネットを利用できる環境づくり 

・保護者の知らないところで子どもがインターネットを利用して青少年の有害情報にア

クセスすることを通じて、いじめや犯罪に巻き込まれることを防ぐため、携帯電話・

スマートフォンのフィルタリングの必要性等、インターネットの使用についての注意

喚起を促すポスターを九都県市共同で作成し、啓発・広報している。 

・内閣府が主唱する 7 月の青少年の非行・被害防止全国強調月間や、11 月の子ども・若

者支援強調月間において街頭キャンペーン等の啓発活動を実施している。 

・平成 26 年度に県及び県下 3 政令市と共同で、「子どもたちのネット利用に係る実態調

査」を実施した。 

     

（オ）青少年施策の樹立に向けた調査審議 

青少年問題協議会の開催（P.42 参照） 

     

（カ）青少年関係団体への支援 

ａ 青少年指導員活動への支援 

・地域における青少年の健全育成の推進を担うことを目的として設置している青少年指

導員に対し、区青少年指導員連絡協議会の活動に対する支援や、青少年指導員の資質

向上のための研修会を開催するなど、青少年に望ましい育成環境づくりを推進してい

る。 

ｂ 青少年育成連盟への支援 

・子ども会連盟、ボーイスカウト、ガールスカウト、海洋少年団で構成されている川崎

市青少年育成連盟の活動を支援している。構成団体が実施する各種行事等への協力や、

ジュニアリーダー等の養成等を通じて、青少年が地域の中でさまざまな大人に見守ら

れながら健やかに成長していけるための地域づくりを進めている。 

 

（キ）青少年の社会参加の促進 

平成 13 年に施行した「川崎市子どもの権利に関する条例（以下、「子どもの権利条例」とい

う。）」では、第 15 条において子どもの参加する権利について触れ、さらに第 29 条において、

子どもの参加する機会を保障することの大切さをうたっている。青少年の社会参加には、地域
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団体・行政・企業等の地域活動に参加する「受動的な参加」から、次の段階であるそれらの活

動にスタッフとして参加することや、さらに企画・運営に参画する「能動的な参加」までがあ

るが、本市で行っているものの一例としては、次のような事業がある。 

ａ 成人の日を祝うつどい 

・若者の意見を反映した式典となるよう成人式サポーターを公募及び青少年団体推薦に

より募り、サポーターが企画に参画することで式典の充実を図っている。 

ｂ 青少年フェスティバル 

・ 青少年が主体的に社会参加できる場として、実行委員及び運営ボランティアを公募し、

青少年の企画・運営による市内の幼児から高校生を主な対象としたイベントを開催し

ている。 

 

イ 検証と考察 

（ア）こども文化センター 

・現在、中学生・高校生の主な利用目的は、ホールでの卓球、バトミントン、ボール遊びや、

学習室や図書室での友人との雑談、勉強、読書、ゲームなどが多いが、館長や職員とのおし

ゃべりを目的に来館する子もいる。一方で利用にあたって、一部、喫煙や暴言を吐く、遊具・

備品を乱暴に扱うなど行動や態度に注意を要するケースも見られる。 

・職員のスキルアップに向けた研修会は、川崎市放課後子ども総合プラン推進会議の意     

見や、現場のこども文化センター・わくわくプラザ職員の声を聴きながら、年間を通じて行

っている。 

・自由に来館して利用できる施設であるため、利用頻度の高い児童や、館内の利用ルールに反

する行動や問題行動等のあった児童については、職員が、顔が分かる関係となる可能性が高

いが、中高生の場合、単発的な利用や、事務室に顔を出さず、直接各部屋を利用する者も多

い。したがって、こども文化センター職員が、自由来館者の一人ひとりの状況をすべて把握

することは困難であるが、さまざまな来館者に適切に対応するためのスキルを身につけてお

かなければならない。 

     

（イ）その他の青少年健全育成事業 
・「わくわくプラザ事業」は、すべての小学生を対象としており、待機児童が生ずることがな  

い。実際の登録者は低学年が主であるが、学校敷地内で実施していることから、校外に移動

せずに安全に過ごせる場所となっている。今後は、スタッフのスキルアップや、地域の人々

との関わりをより深めることによって事業の充実を図ることが必要である。 

・「こども 110 番事業」は、各小学校等の PTA の方々が主体となって地域の方々の協力を得て  

進めており、平成 21 年度～平成 26 年度において保護件数は 4 件であるが、犯罪の抑止効果

として有効なことから、全国的に子どもが巻き込まれる犯罪が多発している中、更なる協力

施設の拡充と児童への周知の徹底が必要である。 
・スマートフォンやゲーム機等インターネットに接続できる機器を所持する子どもが増え、有

害サイトへのアクセスにより犯罪やいじめに巻き込まれたり、保護者の見えないところで子

どもの交友関係が広がっていたりということが生じている。子どものネット利用の危険性を

認識し、家族でのルール作りが必要であることを徹底しなければならない。さらに街頭やイ

ンターネット等で危険ドラッグが手に入るような環境にあり、その使用による健康被害等が

起きていることから、薬物乱用の危険性についても一層の啓発が必要である。 
・不登校やひきこもりが長期化することで、子ども・若者が抱える問題がより複雑化・複合化

し、支援が一層困難になっており、困難を抱える子ども・若者の実態を早期に把握すること

や、支援につながっていない子ども・若者をどのように相談・支援につなげていくかが課題
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である。子ども・若者がその成長段階に応じた適切な支援を受けられるよう切れ目のない支

援を行うことが必要である。 
・子どもの権利条例前文でうたわれているとおり、子どもが自分を自分として実現し、自分ら

しく生きていくためには、権利保障が不可欠である。青少年が社会との関わりを自覚しつつ、

自尊感情や自己肯定感を育みながら自己を確立し成長できるよう、地域の中で社会参加でき

る場や機会を作り、地域全体で支援する体制を整えて、参加する権利の保障をより進めるた

めに更なる積極的な参画を呼びかけ、青少年の社会参加は彼ら自身のものであるという意識

の浸透を図ることが必要である。 

・そのためには、青少年関係団体等の活動や地域住民相互の支え合いなど、多様な主体による

取組を推進することにより、地域の互助の力を強め、地域全体で青少年を見守り、支える仕

組みが求められており、その中核となる地域人材の把握と育成が必要である。 

 
（４）子どもの相談機関 

ア 各相談機関の概要 

子どもの権利条例では、第 12 条において、子どもはあらゆる権利侵害から逃れることができ、

状況に応じて適切に相談する機会と相談にふさわしい場が確保されることとしている。 
市は、その取組の一環として、権利侵害に関する相談・救済機関「人権オンブズパーソン」を

設置し、市内全学校を通じて相談カードを配布するなどの広報活動のほか、学校等を訪問して制

度について紹介する「人権オンブズパーソン子ども教室」の実施などにより、制度の周知と利用

促進を図っている。また、対象となる子どもやその権利侵害の特性の違いに応じて、他にもさま

ざまな子どものための相談機関を開設しており（図表 2-20｢川崎市子どもの相談機関一覧｣）、子

どもの権利保障を進めるとともに、その広報・周知に努めてきたところである。 
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名称 内容 相談方法 対象 相談員 

年間相談件数 

(平成 25 年度） 
相談日時 所管等 

1 
総合教育センター 
教育相談 

学校の悩み全
般について 

電話相談 
来所相談 

訪問相談 

小学校就学～高
校卒業までの子

どもと保護者 

教育に関する

知識を有する
非常勤職員・臨
床心理士 

708 件 
年末年始を除く毎
日 午前 9:00～午

後 6:00 

川崎市教育

委員会 
（総合教育 
センター） 

2 
総合教育センター  
特別支援 
教育相談 

学校における
学習面・行動

面・対人関係
面について 

来所相談 
特別な支援が必
要な子どもとその
保護者 

職員 

臨床心理士等
682 件 

年末年始を除く平
日 午前 9：00～

12：00、午後 1：00
～5：00 

3 
インターネット問題
相談窓口 

ネットいじめや

携帯でのトラブ
ルについて 

電話相談 
メール相談

児童生徒保護者
（対象年齢は特
になし）と市立学

校 

専門相談員 142 件 

月～金 午前 9:30
～午後 12:00、午
後 12:45～午後

6:00、午後 6:45～
午後 8:15 ※祝
日・年末年始を除

く 

4 
24 時間 
いじめ電話相談 

いじめについ
て 

電話相談 

小学校就学～高

校卒業までの子
どもと保護者 

職員 471 件 24 時間いつでも 

5 ダイヤルＳＯＳ 
学校の悩み全
般について 

電話相談 
来所相談 

小学生から高校

生までの方、保
護者・家族 

職員 

438 件 

月～金 午前 9:30
～午後 5:00  
※祝日・年末年始

を除く 
川崎市教育

委員会 
（指導課） 

6 
電話相談 
ホットライン 

体罰や先生と
の関係の悩み

について 

電話相談 
来所相談 

小学生から高校
生までの方、保

護者・家族 

職員 

月～金 午前 9:30

～午後 5:00  
※祝日・年末年始
を除く 

7 
スクール 
カウンセラー 

学校の悩み全
般について 

対面相談 
市立中学校の生
徒と保護者 

臨床心理士等 
延べ

18,667人 
週 1 回/校 川崎市教育

委員会 
（総合教育セ

ンター） 
8 

学校巡回 

カウンセラー 

学校の悩み全

般について 
対面相談 

市立小学校児童
と保護者・市立高
校生徒と保護者 

臨床心理士等
延べ

1,410 人

学校の要請により

派遣 

9 
スクール 
ソーシャル 

ワーカー 

いじめ、不登
校、虐待等、
学校だけでは

困難な事例に
ついて 

対面相談 
市立小・中・高校
生と保護者 

社会福祉士、
精神保健福祉

士等 

98 校 395

人 
延べ

1,377 回

学校の要請により
派遣 

川崎市教育

委員会 
（教育改革推
進担当） 

10 
こども家庭センター 
(南部児童相談所） 

18 歳未満の児
童に関するさ
まざまな問題

について 

電話相談 
来所相談 

子ども～ 

おとな 

児童福祉司 
児童心理司等

1,518 件 月～金 午前 8:30
～午後 5:00 
※祝日・年末年始

を除く 

川崎市(こども

本部） 

11 中部児童相談所 1,041 件

12 北部児童相談所 741 件 

13 
児童青少年 

電話相談 

概ね 24 歳まで

の児童・青少
年の悩み事や
困り事等につ

いて 

電話相談 

電話相談員 

201 件 

月～金 午前 9:00
～午後 8:00 

※祝日・年末年始
を除く 

14 
児童虐待 
防止センター 

子どもの虐待

の通報や子育
て不安に関す
る相談 

電話相談 2,582 件 24 時間いつでも 

15 思春期保健相談 

思春期の身体
や性について
の不安や悩み

について 

電話相談 
来所相談 

思春期の男女及
びその保護者 

医師・保健師 
助産師 

191 件 

月～金 午前 8:30
～午後 5:15  
※祝日・年末年始

を除く 

川崎市（こども

本部こども家
庭課） 

16 
思春期精神保健
相談 

思春期の精神
保健について

電話相談 
来所相談 

おおむね高校生
以上の方と保護

者 

臨床心理士 
精神保健福祉

士 

92 件 

月～金 午前 8:30

～午後 5:15  
※祝日・年末年始
を除く 

川崎市（健康

福祉局 精神
保健センタ
ー） 

17 

人権オンブズパー

ソン 
（子どもあんしん 
ダイヤル） 

子どもの権利
の 

侵害について   

電話相談 
フォームメー

ル 

子ども 

専門調査員 

(社会福祉士、
精神保健福祉
士等） 

161 件 

(新規相
談受付
件数) 

月・水・金 午後
1:00～午後 7:00 
土 午前 9:00～午

後3:00 ※祝日・年
末年始を除く 

川崎市（市民
オンブズマン

事務局) 

【図表 2-20】川崎市子どもの相談機関一覧 
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イ 検証と考察 

（ア）子どもの困りごと、悩みごとの相談先 

本市では、子どもの権利条例施行後、3 年ごとに「川崎市子どもの権利に関する実態・意識

調査」を実施しているが、平成 26 年 3 月に実施した第 5 回調査のアンケート結果（調査対象：

住民基本台帳から無作為抽出された市内に居住する満 11～17 歳の子ども）によると、「困った

り悩んだりしたとき、（相談機関 16 か所のうち）どこに相談しますか。」という設問に対して

は、「児童相談所」4.9％、「かわさきチャイルドライン」2.9％ 、「児童・青少年電話相談」「子

どもの人権 110 番」2.5％、「いじめ相談ダイヤル」1.8％等と続き、「どこにも相談しない」子

どもは 66.8％であった（図表 2-21）。 
 

 

 

 
また、｢困ったり悩んだりしたとき、だれに相談しますか。」という設問に対しては、｢親」71.8%、

「友だち」64.0%、「担任の先生」19.6%「兄弟姉妹」16.9%と続き、「誰にも相談しない」子ど

もは 6.6%であった（図表 2-22） 
子どもが相談機関を利用しない理由について、同調査の自由記述やヒアリング調査では、「子

どもにとって相談機関へ相談することは緊張する」、「相談していることを周囲に知られるので

はないかという心配がある」、「電話で相談するよりも、身近な大人や友人に相談しやすい環境

があればよい」などの意見があった。 
 

【図表 2-21】困ったり悩んだりしたとき、どこに相談しますか。（複数回答可） 

％ 
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（イ）各相談機関の状況に対する検証 

本事案の発生を受けて、子どもの相談機関に対する調査を実施し、これらの機関がどのよう

に子どもの安全・安心を守るために機能しているのかを検証した。各相談機関の概要は図表2-18
のとおりである。 

 
＜調査時期＞ 平成 27 年 3 月 
＜調査対象＞ 市が所管する 17 の相談機関・窓口 

（教育委員会事務局、こども本部、健康福祉局、市民オンブズマン事務局） 
＜調査方法＞ 書面及び聞き取り 

 
ａ 相談方法について 

いずれの相談機関も、事前予約が必要な場合を除き、匿名での相談を原則としている。

ただし、継続して対応を採る必要がある場合や、他機関との連携・情報共有の必要性が

ある場合は、相談者の了解を得て、氏名等を聞き取っている。 
なお、本事案に関わると思われる相談はいずれの相談機関でも受けていなかった。 

ｂ 関係機関の連携について 

相談を受けて対応が必要と認められる場合は、個別の事案に応じて他の関係機関との

連携が行われている。 
また、多くの相談機関が協議会や連絡会という形で、他の関係機関との連絡協議の場

を有しており、関係機関同士が面識を持つことで、個別の事案における連携をしやすく

する側面があるが、通常その場で個別事案の検討が行われるものではない。 
ｃ 重大性、緊急性の高い相談への対応について 

重大性、緊急性の高い相談があったときには、学校や福祉部門などの担当部署が事案

を引き継ぎ、各部署の権限に応じて、関係部署・機関等と連携をとって対応する。 
     ｄ その他 

市以外の運営主体による相談機関も存在するが、川崎市の子どもに身近な相談機関の

【図表 2-22】困ったり悩んだりしたとき、だれに相談しますか。（複数回答可） 

％ 
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代表的なものとして、かわさきチャイルドラインが挙げられる。NPO 法人による運営で、

週 1日午後 4 時から 9 時までの 18歳までの子ども専用電話であり、平成 25 年度は 1,267

件の相談を受け付けている。 
ｅ 考察 

対象となる子どもや権利侵害の特性に応じて多様な相談窓口が存在するが、子どもが

なかなか相談機関にアクセスしないという状況を考慮すると、チャンネルは多い方がい

い場合もあると考える。各相談機関では可能な範囲で広く相談を受けており、適宜、適

切な相談機関を紹介するなど行っている。また、相談者の当初の主訴を聴き進めるうち

に、別の課題が浮かび上がってくる場合もある。 
       まずはアクセスしやすい環境づくりが重要と考える。 
 
３ 子どもの安全・安心な環境づくりに関する取組 

子どもの安全・安心な環境づくりに向けては、前述の市関係部局による取組に加えて、行政から

委嘱を受けた地域における活動主体や、地域の関係者などで構成される各種団体等により、次のよ

うな取組が行われている。また、市では、地域の安全・安心まちづくりとして、ハード面からも環

境整備や設置主体への支援、子どもの安全・安心な居場所の確保等を行っているところである。 

なお、各種団体における現状認識や課題意識を把握するとともに、関係団体や関係機関との連携

方策等を検討するための基礎資料とすることを目的に、各区において子どもの安全・安心に関わる

活動を実施している各種団体の構成員等を対象として「子どもの安全・安心な環境づくりに向けた

アンケート」（以下「各種団体等アンケート」という。）調査を実施した。 

 

＜調査時期＞ 平成 27 年 4 月～5 月 
＜調査対象＞ 7 区の各種団体等の構成員のうち計 628 名 
＜回答数＞  497 名（有効回答率 79.1％） 
＜調査方法＞ 調査票への自記式 

   

  また、アンケートに協力していただいた各種団体等とは、本報告書の中間取りまとめの公表後に、

アンケート結果と併せて説明を行い、意見交換等を行った。 

 

（１）地域における活動主体及び各種団体等との連携 

ア 活動主体や各種団体等の状況 

 （ア）民生委員児童委員・主任児童委員 

民生委員は、社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ、及び必要な援

助を行い、もって社会福祉の増進に努めることを任務とするとともに、児童福祉法により、子

どもに関わる相談支援活動を行う児童委員を兼ねている。このため、民生委員児童委員と呼ば

れ、民生委員法に基づき厚生労働大臣より委嘱を受けた非常勤の特別職の公務員という位置づ

けである。ボランティアとして、地域住民の立場に立って、子育てに関すること、家族の介護

に関すること、健康・医療に関することなど、生活の中での心配事の地域の身近な相談相手の

役割であり、必要に応じ、行政や社会福祉協議会、地域包括支援センター等の関係機関とのパ

イプ役を務めている。 
また、民生委員児童委員は、民生委員法第 15 条により守秘義務、差別の禁止が定められてい

る。 
    児童福祉に関する事項を専門的に担当する主任児童委員については、地域の民生委員児童委

員と児童福祉関係機関との連絡調整などを行っている。また、情報提供・情報共有を行う関係

機関である、区役所保健福祉センター等や児童相談所に相談するなど日頃から関係性を持ちな
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がら、見守りが必要とされる情報を把握した際等は、協力して対応に努めている。 
なお、本市では、就学奨励委員会等で主任児童委員や児童委員との連携を図っている学校も

あるが、より一層の連携や情報提供が求められる。 
 

（イ）青少年指導員 

本市の青少年指導員は、地域社会で青少年の健全な育成活動を積極的に推進するため町内

会・自治会等地域の自治組織、子ども会などの青少年関係団体、青少年関係機関、スポーツ推

進委員、民生委員児童委員など、地域の青少年指導者と連携をとりながら、地域ぐるみで青少

年を育成するための推進役として、市長及び県知事が委嘱している。 
原則として 65 歳（再任の場合は 70 歳）未満の成人で、青少年に対し深い理解と愛情をもっ

て健全な育成に努力されている方が、町内会（自治会）からの推薦により委嘱されている。（平

成 27 年 6 月 1 日現在で 514 名／定数 559 名） 
青少年指導員は、個々の活動として推薦母体である町内会・自治会等を中心に、地域の青少

年の健全育成に向けた活動を行うとともに、市及び各区に協議会が組織され、関係機関・団体

との連携を図りながら、青少年に望ましい地域づくりのための巡回パトロールをはじめ、文

化・レクリエーション活動などを行っている。 
特に巡回パトロールは、各区とも活動の中心として力を入れて取り組んでおり、地区ごとに

分かれて公園やコンビニエンスストア、不審者の発生しやすい場所等を中心に 21 時ごろまで

（一部の地区では 22 時まで）行っているが、ボランティア活動であることから時間的な制約

があり、青少年の深夜外出にまで関わることは現実的に難しい状況がある。 
   

（ウ）川崎市青少年の健全な育成環境推進協議会 

川崎市青少年の健全な育成環境推進協議会は、市民と行政の連携により、青少年の健やかな

成長にふさわしい育成環境の実現に向け、市民意識の醸成を図ることを目的として、青少年健

全育成関係団体をはじめ、その他関係団体、関係業界、報道機関、学校教育関係、警察・行政

の 6 分野から図表 2-23 の 36 団体、委員 49 名で構成されている。 
青少年に有害な酒類やたばこ等を販売しないことについても徹底を図るため、県青少年の環

境に関係する業界協議会をはじめ、川崎小売酒販組合、川崎たばこ商業協同組合、また、コン

ビニエンスストア等が加盟している日本フランチャイズチェーン協会等の関係業界の団体も

構成員としているのが特徴である。 
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平成 26 年度は、年間 2 回協議会を開催し、構成団体の中から、日本フランチャイズチェーン

協会と青少年指導員連絡協議会が、青少年の健全育成環境に関する取組状況等を発表し、それ

ぞれの取組について意見交換を行った。 
また、こども 110 番事業の推進に向け、各区での情報交換会の開催（各区 1 回）や、啓発用

チラシの配布（新入学 1 年生～3 年生全員へ配布）、ステッカー、プレート及び手引きの交付を

行うとともに、神奈川県青少年保護育成条例の遵守状況や、青少年を取り巻く地域環境を把握

するため、県下一斉で行うカラオケボックス、インターネットカフェ・まんが喫茶、書店の市

域内の実態調査や、社会環境健全化推進街頭キャンペーンなどの啓発活動も実施している。 
 

（エ）川崎市青少年問題協議会 

川崎市青少年問題協議会は、地方青少年問題協議会法及び川崎市青少年問題協議会条例に基

づく附属機関として昭和 35 年に設置され、青少年の指導、育成等に関する総合的施策の樹立

につき必要な重要事項の調査審議や必要な関係行政機関相互の連絡調整を図ることを所掌事

務としている。また、所掌事務に関する事項について市長及び関係行政機関に意見を述べるこ

とができる。 
委員は、市議会の議員、教育委員会の委員、関係行政機関の職員、関係団体の役職員、学識

経験者、本市職員のうちから市長が任命し、会長及び委員 35 名以内で組織する。任期は 2 年

で、現在は第 28 期（平成 26 年 9 月 1 日～平成 28 年 8 月 31 日）として、28 名の委員により、

1 青少年健全育成関係団体 
 

青少年育成連盟(1) PTA 連絡協議会(1) 
青少年指導員連絡協議会(1) 少年補導員連絡協議会(1) 
各区地域教育会議(7) 

2 その他関係団体等 全町内会連合会(1) 防犯協会連合会(1) 
保護司会協議会(1) 民生委員・児童委員協議会（主任児

童委員）(7) 
社会を明るくする運動推進委員会(1) 
川崎市商店街連合会(1) 郵便局株式会社(1) 
川崎いのちの電話(1) （公財）かわさき市民活動センタ

ー(1) 
3 関係業界 県青少年の環境に関係する業界協議会(1) 

川崎小売酒販組合(1) 
川崎たばこ商業協同組合(1) 
日本フランチャイズチェーン協会(1) 
日本塗料商業組合(1)  
生活協同組合ユーコープ(1) 
東日本電信電話株式会社(1)  

4 報道機関 テレビ神奈川(1) ラジオ日本(1) 神奈川新聞社(1) 
かわさき市民放送(1) 

5 学校教育関係 小学校長会(1) 中学校長会(1) 高等学校長会(1)  
特別支援学校長会(1) 教職員組合(1) 

6 警察・行政 川崎市警察部(1) 市民・こども局(2) 健康福祉局(1) 
建設緑政局(1) 区役所(1) 教育委員会(1) 

【図表 2-23】川崎市青少年の健全な育成環境推進協議会の構成   ※（ ）内は委員数 
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「地域の力を『つなぐ』青少年育成活動の取組み ～地域コーディネーターを活かすこども文

化センターのあり方～」について協議している。 
これまで、協議会から具申された内容を具現化したものとして、「わくわくプラザ事業の実施」

「こども文化センターの開館時間の延長」「青少年プランの見直し」などがある。 
 

（オ）川崎市・区安全・安心まちづくり推進協議会 

川崎市安全・安心まちづくり推進協議会は、市民、事業者、関係団体、市、及び警察が一体

となって地域の防犯体制を構築するために、平成 17 年 10 月に設立された組織であり、毎年取

組の基本方針を策定し、これに基づいて各々の構成団体において防犯意識の高揚・啓発、地域

自主防犯活動の推進、参加団体相互の連携強化等に取り組んでいる。 
また、地域ごとに連携強化を図るため、平成 17 年度中に各区に協議会が設立されている。 
 

（カ）川崎市・区社会福祉協議会 

社会福祉協議会（社協）とは、社会福祉法に規定された「地域福祉の推進を図ることを目的

とする団体で、地域における住民組織と公私の社会福祉事業関係者により構成されている。 
住民主体の理念に基づき、地域の福祉課題の解決に取り組み、誰もが安心して暮らすことの

できる地域福祉の実現を目指し、住民の福祉活動の組織化、社会福祉を目的とする事業の連絡

調整及び事業の企画・実施などを行う、市区町村、都道府県、指定都市、全国を結ぶ公共性と

自主性を有する民間組織である。市内には、7 の区社協と 40 の地区社協があり、それぞれの地

域性や住民ニーズに応じた活動を行っているが、市内に共通した課題については、市、区、地

区が連携・協働して取り組んでいる。 
 

（キ）川崎市・区保護司会 

保護司は、社会奉仕の精神をもって、犯罪をした者の改善及び更生を助けるとともに、犯罪

の予防のため世論の啓発に努め、もって地域社会の浄化を図り、個人及び公共の福祉に寄与す

ることをその使命とする。 
犯罪や非行をした人たちと定期的に面接を行い、更生を図るための遵守事項を守るよう指導

するとともに、生活上の助言や就労の手助け等を行うほか、少年院や刑務所に収容されている

人が、釈放後にスムーズに社会復帰できるよう、釈放後の帰住予定地の調査、引受人との話合

い等を行い、必要な受け入れ態勢を整える。身分としては、保護司法及び更生保護法に基づき

法務大臣から委嘱を受けた非常勤の一般職国家公務員であり、任免等の所管は保護観察所が行

う（本市の場合は、横浜保護観察所が所管）。法務省で定める保護区ごとに保護司会を組織し

て活動しており、本市の場合は各区に保護司会を組織している。 
本市においては、各区・地区における「社会を明るくする運動」の中心的な役割を担うなど、

地域との連携による、犯罪や非行のない地域社会づくりに向けた地域活動にも積極的に取り組

んでいる。 
なお、市の関わりとしては、保護司法及び更生保護事業法の規定に基づき、自治体は、地域

において行われる保護司活動をはじめとする更生保護事業へ必要な協力を行うこととされて

いる。具体的には、市保護司会協議会への更生保護事業の委託や各区保護司会の事務局業務の

ほか、更生保護大会、社会を明るくする運動の実施等を行っている。 
 

（ク）川崎市・区 PTA 協議会 

PTA とは、児童生徒の健全な成長を図ることを目的として、保護者と教職員が協力し、学校

及び家庭における教育に関し理解を深め、その教育の振興に努め、さらに、児童生徒の校外に

おける生活の指導、地域における教育環境の改善・充実を図るため、会員相互の学習その他必
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要な活動を行う団体である。 
本市ではそれぞれの市立学校に PTA があり、各行政区に、区内小・中・特別支援学校 PTA 相

互の連携を促進し、各校PTAの健全発展のために支援と意見集約を行うことを目的に行政区PTA

協議会が組織され、高等学校については高等学校区 PTA 協議会が組織されている。さらに、そ

れぞれの区PTA協議会により川崎市PTA連絡協議会が組織され、区PTA協議会の意見を集約し、

各種研修会を実施するなど、よりよい教育環境をつくるために、全市的・広域的な活動を行っ

ている。 
 

（ケ）行政区・中学校区地域教育会議 

 地域教育会議は、1980 年代、荒れていた学校や子どもの起こした事件が市民の関心を高めて

いた頃、1984 年から 2 年間にわたって全小学校を会場として開催された「川崎の教育を考える

市民会議」を背景として、全国で初めて市民からのボトムアップ方式の住民自治の教育参加組

織として設置された組織である。 

51 中学校区と 7 行政区にそれぞれ約 40 名の委員がおり、住民自らが自分たちの地域の教育

を考え、教育力の向上を図る組織として、各地区で「教育を語るつどい」や「子ども会議」な

ど、子ども支援や学校支援、生涯学習の推進、住民同士の顔の見える関係づくりなどを目指し

た取組を推進している。 

 
イ 検証と考察（※各種団体等アンケート結果から見えてくること） 

（ア）非行行為を見かけたときの対応等の現状 

各種団体等アンケートにおいて、「子どもの非行を見かけたとき、どのような対応をしていま

すか。」（問 2-2）という問いに対して、最も多い回答は「所属する団体や地域において情報を

共有する」の 232 件、次いで②「見守りや声掛けなどを行っている」224 件、③「警察や学校

に通報する」141 件であった。その中で「特に対応していない」という回答も 58 件であった。

まずは身近なところで情報を共有して見守ろうという姿勢がうかがわれるが、何らかの理由で

対応をしていない場合が 9 つの選択肢中 5 番目と、少なからぬ数値を示している。 
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そこで、「子どもの非行行為を見かけたとき、警察や学校等に通報することに迷ったことがあ

る場合、その理由は何ですか。（複数回答）」（問 2-3）という問いに対しては、最も多い回答は

「どの程度の行為であれば通報すべきかわからないから」の 168 件、次いで「きちんと対応し

てもらえるか分からないから」が 90 件となっている。警察や学校等の関係機関のそれぞれの

役割や実際の対応について、日常的な情報交換によって共通理解がされていれば、早い段階で

適切な関係機関への連絡につながる可能性がある。そのことは、子どもの非行行為等に対する

早期対応の観点から重要であると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、自由意見では、「不登校・深夜徘徊等への親の無関心や、共働きなどによる子どもと向

き合う時間の不足」といった家庭の問題、「子どもがどの家庭にいるかわからない」「SNS の発

達等により外からは子どもの様子が見えづらい」「パトロールの人員が集まらない」といった

地域の課題などが現状として挙げられている。 
 

（イ）情報の共有状況 

各種団体等アンケートにおいて、「団体等の活動の中で、子どもの非行情報を警察や学校等の

関係機関や他の団体等と共有していますか。」（問 3-1）という問いに対して、6 割以上が「共

有している」「ある程度共有している」と回答している。 
自由意見では「情報交換の機会を持つのですが、個人情報の保護の為か、学校からはなかな

か具体的な非行の事例が出て来ません。もっと小さな事でも報告してほしい。それをパトロー

ル等に対応、活用したい。」「必要関係機関にはすべて情報を公開すべきである。」などの、個

人情報の取扱いについてのもどかしさを感じる意見が散見される。 
また、「子どもの非行情報について、関係機関や他の団体等との共有の状況（どのように共有

し、どう活用しているか）について。（自由記入）」（問 3-3）からは、少年グループの状況、非

行・不登校等の問題行動のある児童生徒、パトロール等の状況といった情報について、パトロ

ールや登下校時の見守り等の団体の活動や、警察への相談などに活用していることがわかる。 
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（ウ）連携している関係先 

「子どもの非行情報をめぐって、関係機関や他の団体先の顔と名前を知り、必要に応じてい

つでも連絡が取り合える関係先のあるところはありますか。（複数回答）」（問 3-2）という問い

に対して、最も多い回答は①学校が 293 件、次いで②警察関係 168 件、③青少年指導員 164 件、

④民生委員児童委員・主任児童委員 162 件となっている。また、調査後に集約した意見からは、

選択肢にはあげられていないがパトロールの時にこども文化センターへも立ち寄るといった

活動も見られる。 
所属団体によっては挙げている関係先に差異が見られ、区安全・安心まちづくり協議会や区

防犯協会では学校より警察の方が多くなる。 
また、「非行情報」という特性上、どの団体も学校・警察との関係性を挙げる割合が大きく、

区役所、児童相談所、総合教育センターといった市の機関との連携は薄い。しかし、子どもの

情報の内容によっては、専門的な関係機関につなぐ方が有効な場合もあると思われ、ケースに

応じた対処方法についての情報共有が必要であると思われる。 
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（エ）情報共有を図れる機会 

「非行情報に限らず、関係機関や他の団体と会議等において情報交換等を行う機会は、年間

どの程度ありますか。」（問 3-4）という問いに対し、「日常的にある」という回答は 2 割弱であ

る。 
一方、「ない」「年 1～2 回程度」という回答は全体で 6 割近くに上り、情報交換の機会として

は、さまざまな会議等が十分に機能していない可能性を否定できない。 
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（オ）情報共有の必要性 

ここまでの検証で、活動に必要な情報が共有できない状況や、非行情報についての市の相談

機関との連携の薄さ、既存の会議等が情報交換の場としては十分に機能していない状況が課題

として浮かび上がっている。「団体等の活動の中で、非行情報について、関係機関や他の団体

等との共有の必要性を感じていますか。」（問 3-5）という問いに対しては、「感じている」「あ

る程度感じている」を合わせる回答が 9 割以上に上ることを踏まえ、今後、具体的な情報共有

の充実強化策を検討する。 
団体によっては活動の対象が子どもに限らない団体もあるため、子ども支援のあり方などの

共通理解を深めるために、地域の大人に対する啓発活動も必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）地域の安全・安心まちづくり 

地域で起こる犯罪を防止するためには、警察の活動とともに、市民一人ひとりが自ら犯罪を防止

する意識を持って、地域に目を注ぎ、地域のつながりを強めることにより、犯罪の「機会」を減少

させ、「犯罪の起きにくい地域環境づくり」を進めることが重要である。 

また、防犯対策を推進していくうえでは、市民が防犯意識をもって自主的な取組を行うこと、地

域において効果的に防犯活動を行うこと、地域のさまざまな活動の中に防犯の視点を組み入れ、日

常的な活動を防犯活動に結び付けること、地域社会が一体となって子どもの安全を守っていくこと、

地域に対して犯罪状況、地域で行われている防犯活動、防犯に係る必要な情報等を適宜提供するこ

とが必要となる。 

 

ア 防犯灯 

防犯灯については、地域における重要な防犯対策の一つとして、安全で安心なまちづくりを推
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進していくうえで、地域の状況や課題を把握している町内会・自治会等が主体的に設置し、維持

管理を行ってきたところである。市は、設置及び電気料・補修費補助を行い、地域の取組を支援

してきた。 
LED 防犯灯が一般化してきたことに伴い、省電力化による環境負荷の軽減や、メンテナンス等

の負担軽減につながることから、これまで、LED 防犯灯に対する設置補助割合の拡充などを図っ

てきたが、平成 29 年度から「ESCO 事業方式」を採りいれ、約 77,000 灯の防犯灯の大半を一括し

て LED 化することとした。 
ESCO 事業によって市内防犯灯の LED 化が一気に促進されるとともに、地域の要望を基に、今後

は市が新規設置を行うことで、市内全域に LED 防犯灯の効果が浸透することが期待できる。 
 

イ 防犯カメラ 

防犯カメラの設置については、プライバシーへの十分な配慮が求められているところであるが、

各種団体等アンケートでは、防犯カメラの設置を「推進すべき」とする回答は、もっとも多く 256

件、次に多いのは「どちらかといえば推進すべき」という回答で 192 件、両方の回答をあわせる

と 91.8％になる。その理由としてあげられているのは「犯罪の抑止につながる」が圧倒的に多く、

「犯罪を未然に防ぐ」「問題解決に役立つ」などが比較的多い。ほかに、「地域において夜間等の

見回りやパトロールができないため」など、人の力に代わるものとしてカメラの設置が有効だと

する意見も目立った。「あまり推進すべきでない」は 37 件、「推進すべきでない」は 3 件で、理由

としては、「カメラが設置されていない場所で犯罪が起こるようになる」「カメラに頼らない方策

が大事」「監視より見守りが重要」との意見が主なものである。一方で、設置の目的や基準を明確

にする必要性を訴える意見もある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本市においては、各施設管理者が施設の管理を目的として、多くのカメラを設置するほか、平

成 18 年 9 月に宮前区の梶ヶ谷トンネルで発生した殺人事件を受けて、トンネル内に合計 4 基の防



Ⅱ－３ 子どもの安全・安心な環境づくりに関する取組 

50 
 

犯カメラを設置している。 
また、商店街区内の防犯カメラについては、商店街の防犯対策として商店街が防犯カメラを整

備する際に、設置費用に対して補助を行ってきたところである。 
一方、町内会・自治会等が防犯カメラを設置する場合については、神奈川県の補助メニュー  

（1 団体 1 台 8 万円を上限として計 3 台まで）があるが、商店街等の繁華街での設置と比較する

と、いわゆる生活道路における設置については、個人情報の特定につながりやすいことから、不

安を感じる人もいるなど、より慎重な配慮が課題であると考えている。 
なお、公園については、地元町内会などが防犯カメラを公園内に占用許可を受け設置している

事例がある。(図表 2-24) 
 

【図表 2-24】防犯カメラの設置事例（占用許可） 

管理者 設置箇所 設置目的 

健康福祉局生活保護・自立支援室 上並木公園 地域の安全・安心を保つため 

新百合山手街管理組合 万福寺さとやま公園他３公園 地域の安全・安心を保つため（区画整理事業の組合が設置）

菅町会 西菅公園 地域の安全・安心を保つため 

鷺沼町会 鷺沼公園 地域の安全・安心を保つため（通学路） 

 

（３）子どもの居場所づくり 

子どもの権利条例第 27 条では、｢子どもの居場所｣を「ありのままの自分でいること、休息して

自分を取り戻すこと、自由に遊び、若しくは活動すること又は安心して人間関係をつくり合うこ

とができる場所」と定義し、子どもにとって居場所が大切なものであるとしている。 

各種団体等アンケートでは、「子どもが安心して集まれる地域の居場所として望まれるのは、ど

のような場所だと思いますか。（3 つまで）」（問 4-2）という問いで最も多かった回答は、①「話

しを聞いてくれる大人がいる」の 341 件、次いで②「世代間交流ができる」216 件、③｢専門的な

相談を受けられる｣206 件、④「活動できる設備がある」190 件であった。 

一方で、「子どもの集まる場所のうち、非行につながることなどが危惧される場所は特にどこだ

と思いますか。（3 つまで）」（問 4-1）という問いに対し、最も多かった回答は①「保護者の不在

等で管理が至らない個人宅」の 281 件、次いで②「ゲームセンター」275 件、③「公園」199 件で

あった。このことは、家庭が適切な居場所になっていなかったり、大人の目が届きにくいところ

に集まりやすいという、思春期から青年期の子どもの特性ではあるのだが、居場所としては不適

切な場所に集まらざるを得ない現状を意味していると考える。 

 

ア こども文化センター等 

   こども文化センターは、自由来館施設であるが、開館時間が午後 9 時まで（日曜・祝日は午後 

  6 時まで）であることから、中学生以上は午後 6 時以降も利用することができ、中学生・高校生

の居場所としての機能も有している。 

   一方、わくわくプラザ事業は、登録制となっているが、放課後、ランドセルを背負ったまま、 

  学校敷地内にあるわくわくプラザ室に行き、わくわくプラザ室で過ごすほか、校庭や体育館など、

日ごとに学校と相談して決められた場所においてスタッフが付き、安全に楽しく過ごすことがで

きるよう支援している。 

 

イ 子ども夢パーク 

子ども夢パークは、「子どもの、子どもによる、子どものための施設」として、平成 15 年に子

どもの権利条例の理念に基づき開設したもので、子どもが遊び、夢を育む場や、子どもの活動の
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拠点、居場所を提供するとともに、子どもの自主的、自発的活動を支援することにより、それぞ

れの子どもに応じた成長や子どもの地域等における活動への参加の促進を図っている。高津区下

作延にあり、開館時間は午前 9 時から午後 9 時までとなっている。 

「遊ぶ」⇒「考える」⇒「つくる」⇒「遊ぶ」の循環型で整備していく施設で、子どもたちが

安全に使用できる基本的なものだけが整備されており、子どもたちが施設を使いながら自分たち

で創っていくことができる。 

自分の責任で、自由に遊び、ありのままの自分でいることができる場所として、屋外には、た

き火や水遊びなどができるプレーパーク（冒険遊び場）や広場、サイクリングロードなどが、屋

内には照明付きの全天候広場や、バンド等の練習ができるスタジオ、交流スペースなどがあり、

多くの子どもたちに利用されている。 

 

ウ 公園等 

本市の公園は、平成 25 年度末現在、全市に 1,222 か所あり、市民が利用できるさまざまな公園

を整備しているが、このうち、特に学齢以上の子どもたちの安全・安心な居場所となりうる、住

宅から徒歩圏に設置している街区公園等の身近な公園は、958 か所となっている。 

身近な公園については、各区役所道路公園センターが、周辺からの見通しに配慮した樹木の剪

定や夜間の公園内照度が確保できるように公園灯周りの樹木の剪定を適切に行い、地域の目が公

園に届くようにしている。管理運営協議会や公園緑地愛護会制度に基づき、市民ボランティアに

日常的な公園清掃や施設の点検などに協力をいただいているところもあり、地域コミュニティー

の核としても期待できる。 

また、身近な公園では、地域の市民グループなどとの協働で子どもの自由な発想で遊びを創り

出し、自由に遊ぶことができる冒険遊び場（プレーパーク）が実施されるところもある。 

 

エ 考察 

子どもにとって家庭や学校が居心地のいい居場所たりうることはもちろん重要だが、さまざま

な事情でそこが居場所となりえない場合に、それ以外に安心して過ごせる場所として、遊びの場

だけでなく学習支援や食事提供など、さまざまな形で提供できるまちづくりが望まれる。 

また、居場所とは単に空間的な場所を指すだけでなく、場において安心して結べる人間関係を

も指している。アンケート回答で上位にあげられた「話しをきいてくれる大人がいる」や「世代

間交流ができる」などは、まさに良好に人間関係を結べる場がイメージされるものである。子ど

もの居場所にいる大人が子どもの居場所について正しく理解し、子どもと向き合える意識を高め

ることが必要である。 

 

４ 警察との連携  

現在、市内 8 地区単位で学校警察連絡協議会（以下、「学警連」という。）が構成されており、児

童相談所・こども文化センター等も構成員として、学校の状況や地域の状況等について、学校と警

察及び児童相談所等とで情報の共有を行っている。 

学校・教育委員会と警察との連携においては、児童生徒の安全な生活と健全な成長のために、実

効的に連携を進めていくことを目指し、「川崎市教育委員会と神奈川県警察本部との相互連携に係る

協定書」締結に向けた具体的動きを進めており、効果的で実効性のある情報連携が可能になるよう

な運用に努めていく。 
児童相談所と警察との関係については、児童福祉法第 25 条に基づく警察からの「虐待」通告に伴

う「児童通告書」の受理件数の増加や、平成 26 年度の居所不明児童調査における双方の協力体制の

整備等により、各警察署との連携が進んでおり、児童通告には至らないものの「なんとなく気にな

る児童（世帯）」といった情報提供・情報交換をする関係も形成している。
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学校・教育委員会と児童相談所、警察の 3 者が一体となって一層連携を深め、効果的な対応を図

る必要性がある。学校・教育委員会と警察、及び児童相談所と警察それぞれが連携する仕組みをも

っており、これまでも子どもの安全・安心に関わる情報の共有が図られてきたが、平成 27 年度から、

児童相談所が学警連の役員として参画する体制を整えたところである。さらに学警連の組織を有効

に活用していくことが必要である。 

支援を必要とする児童や家庭の相談ニーズは複雑かつ多様化しており、必要に応じて適切かつ迅

速な対応を図る上では、各警察署や県警少年相談・保護センターと児童相談所・学校・区役所児童

家庭課等との連携強化に向けたさらなる取組が必要と考えられる。 
前述したとおり、各種団体等アンケートにおいて、「子どもの非行行為を見かけたとき、警察や学

校等に通報することに迷ったことがある場合、その理由は何ですか。（複数回答）」（問 2-3）という

問いに対し、最も多い回答は「どの程度の行為であれば通報すべきかわからないから」の 168 件、

次いで「きちんと対応してもらえるか分からないから」が 90 件となっている。警察や学校等の関係

機関のそれぞれの役割や実際の対応について、日常的な情報交換によって共通理解がされていれば、

早い段階で適切な関係機関への連絡につながる可能性がある。そのことは、子どもの非行行為等に

対する早期対応の観点から重要であると考える。 
 
５ 検証と考察のまとめ 

（１）教育委員会関係 

学校の取組における最大の課題は、学校がＡさんの状況を十分に把握できなかったことにある。

12 月までは登校していたＡさんが、1 月以降突然続けて登校しなくなった時点で学校は危機感を

高め、組織的な支援体制をとり、登校できない原因や背景を探るべく何よりも本人・保護者と直

接会って話を聞き、Ａさんがおかれていた心理的な状況を汲み取る働きかけを最優先に対応する

べきであった。以下、検証の視点を中心に考察をまとめる。 

＜生徒理解＞ 

・青年期の生徒の問題行動は原因も状態像も複雑化・多様化しており、その対応も多岐にわたり、

困難なケースも少なくない。今回の検証においても、学校は校内での情報の共有を心がけ、仲

のよい生徒や近隣校からの情報収集に努め、保護者と連携を図りながら対応していたことは確

認できた。しかし、Ａさんの危機的状況に関する情報が手に入らなかったということや、まさ

かＡさんが殺人事件に巻き込まれるとは思っていなかったという背景要因があったとはいえ、

Ａさんの内面に寄り添い、受容的な姿勢で積極的に関わっていくことが必要だった。また、そ

のような働きかけを通して教職員が本心から心配しているということがＡさんやＡさんの保護

者、また、周りの生徒たちにもっとうまく伝わっていれば、Ａさんの危機的状況に関する情報

は、より入りやすくなったであろうと思われる。本事案において学校及び周りの大人がＡさん

が危機的状況にあるという情報を手に入れることができなかったということを重く受け止め、

教育委員会を含め、学校の教職員等、本市の教育に携わるすべての者が「生徒理解」という言

葉の意味をもう一度見つめ直すことが求められる。 

  ・「一人ひとりの内面に寄り添い、多角的、多面的に理解する。」言葉にするのは簡単であるが、

この生徒理解の基本姿勢を日常的に、あらゆる生徒に対して、すべての場面で実現することは

簡単なことではない。特に心身の発達・変化が大きい青年期の指導には困難を伴うケースも少

なくなく、確かな生徒理解に基づいた生徒指導を実現することは、本市立中学校・高等学校の

共通の課題である。 

＜校内体制＞ 

・当該校の生徒指導体制は学年での対応を基本としながら、教職員間の情報の共有及び連携が図

られていた。しかしながら、本事案においては、Ａさんと直接連絡がつかない、直接会って状

況を把握することができないという状態が長く続いてしまった。その背景には、校内の体制と
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して、連絡･相談･情報共有は図られていたが、問題の背景の把握や指導方針・効果の共有及び

それらを振り返り、修正を図るためのサイクル等が十分に機能していなかったということが影

響しているものと考えられる。 

・問題の早期発見と適切な対応のためには、明らかな問題行動ではなくても、以前と比較して行

動などに変化が見られたときに、それを予兆ととらえ、学校として対応していく体制を取って

いくことが求められる。そのような予兆が見られた場合には、複数の関係教員でチームを作り、

把握した事実の共有だけでなく、指導の方針や過程及び取組状況を共有するという視点で話し

合い、生徒や保護者と関わりがもてる教員が役割を分担して関わり、担任だけで問題を抱えな

いようにすることが重要である。 
・学校は収集し得る情報を多面的・多角的に検討し、つなぎ合わせることで、変化の背景を解釈

し、本人の立場になりきって共感的に理解していくことが基本となる。そのような作業から得

た当該生徒像を思い描きながら、その子への関わり方や、その関わりが「本人が望んでいる支

援策になっているか」を振り返ることも必要である。このような作業を、チームとして協働で

行うことができるような校内体制を作っていくことが求められる。 
・本市においては、近年、新規採用教員が増え、各学校に経験の浅い教員が増える傾向にある。

経験豊かな教員がその経験を生かし、経験の浅い教員はより生徒に近い目線で内面に迫るとい

ったお互いの相乗効果を促す意味でも、各々が課題の解決に組織的に参画しながら校内の体制

づくりに取り組んでいるという自覚を促すことも重要な課題であると考える。 

 ＜緊急支援体制＞ 

・今回、当該校は緊急支援体制をとるという判断にはいたらなかった。その要因として、Ａさん

の保護者との電話連絡の内容から、もうすぐ戻ってくるだろうと期待をもって考えていた心理

的な側面とともに、どのような場合に緊急支援体制をとるのかといった事案の整理が十分でな

かったということが影響しているものと考えられる。管理職は、生徒指導担当等とともに、日

頃からどのような場合に緊急支援体制をとるのかを整理し、必要性を感じたときには躊躇なく

判断が下せるように準備しておくことが求められる。また、生徒指導担当教諭や学年主任は緊

急支援の必要性が生じたときに、速やかに、しかるべき体制が取れるように、管理職に判断を

仰いだり、要請したりという働きかけも必要になってくる。問題が発生した際に、その解決に

向けて柔軟な動きが取れるような体制をつくっておくことが大切になる。 

  ・緊急支援体制をとる際には、チームを構成する教職員が持っている情報を出し合い、的確な状

況把握に努めるとともに、お互いの役割をある程度明確にし、各自が状況判断しながら、問題

解決に向けてそれぞれが連動して取り組んでいく、いわゆる“サッカー型のチーム”として機

能することが求められる。また、そのような有機的なつながりをもったチームを機能させるに

は、全体を俯瞰して状況を把握し、指導方針や具体的な手立ての適否を判断し、修正を図ると

いったマネジメント能力が求められる。管理職をはじめ、生徒指導担当、特別支援教育コーデ

ィネーター、児童支援コーディネーター等への研修を通して、更なる資質向上を図っていく必

要がある。 

＜関係機関との連携＞ 

・都市化や少子化、情報化などが急速に進展するなかで、社会全体でさまざまな課題が生じてき

ており、児童生徒指導においても解決が困難な事案を一部の教職員が抱え込んでしまったり、

学校だけで解決を図ろうとして停滞してしまっている事案があることを教育委員会としても

重く受け止め、再発防止に努めなくてはならない。 

・本市ではこれまで、児童生徒指導に関する学校支援を担当する部署として区･教育担当を配置し

ていたが、Ａさんの状況については学校から区･教育担当への具体的な相談がなく、把握する

ことができなかった。そのため、SSW の活用を含めた関係機関との連携を円滑に図れるように

学校へアドバイスすることができなかった。
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・今後は、長期欠席傾向のある児童生徒の状況を学校と区･教育担当が共有できる仕組みを整え、

教育委員会がより積極的に学校の状況を把握し、その状況に応じて実効性のある指導･助言が

行えるような体制の見直しが必要である。 

・また、関係局区においては、情報を学校や教育委員会とどの程度、どのように共有する必要が

あるかの見極めを、より積極的かつ慎重に行い、また、学校においても、市役所のどの部署が

どのように子どもや家庭の状況把握に関わっているのかを、管理職や生徒指導担当者等に周知

徹底していくことが必要である。 
・さらに、児童生徒の安全な生活と健全な成長のために、学校・教育委員会と警察との連携を実

効的に進めていくことを目指し、「川崎市教育委員会と神奈川県警察本部との相互連携に係る協

定書」（案）が教育委員会にて承認されたことを受け、今後、川崎市情報公開運営審議会への諮

問を経て、協定締結に向けた具体的な動きを進めていく予定である。 

＜地域との連携＞ 

・当該校の周辺地域は、近年大型集合住宅の建設が進み、新しい住民が増加し、地域での意思疎

通や情報共有が図りづらくなってきているという実態が浮かび上がってきた。このような状況

は、人口の増加傾向にある本市においてはどの地域でも起こりうる課題である。保護者も、親

同士が知り合う機会が少なく、また、SNS の発達等もあり、子どもは一緒に遊んでいても、親

はその相手の顔や名前が分からず、親同士の面識もないことが珍しくなくなってきている。こ

うした変化に合わせた新しい枠組みづくりが必要になってきているとも考えられる。教育委員

会としても、関係局区との連携を図りながら子どもたちを守り、支える地域社会のあり方につ

いて具体的な検討を進め、学校と地域社会が一体となって開かれた学校づくりを進めるための

支援を図っていく。 

＜生命尊重･人権尊重教育＞ 

 ・本事案において、Ａさんが危機的状況にあるという情報を学校を含め、周りの大人が手に入れ

ることができなかったという点を重く受け止めなければならない。各学校においては、生命尊

重・人権尊重教育をより一層推進していくことはもちろんだが、日頃から培う信頼関係を基礎

に、自身や友人に被害のおそれがあるとき等は教職員をはじめとする身近な大人によく相談す

るということを繰り返し指導していくことが必要である。また、この取組を保護者、地域と連

携を図り、工夫して進めていくことが求められる。 

  

（２）市関係部局 

市関係部局におけるさまざまな事業や取組等について、子どもの安心・安全の視点で何ができ

たのか、また何を強化すべきかという観点から、検証及び考察を行った結果は次のとおりである。 

 ＜保健・福祉領域＞ 

・本市では、子どもに関する相談の窓口を区役所の児童家庭課や支所の児童家庭係に「一元化」

している。これにより、母子健康手帳交付や乳幼児健診等の保健の窓口と、保育所入所や児童

扶養手当等の申請受付窓口が、多職種連携による要保護・要支援家庭への支援の担当と同じ課

に所属していることから、情報の共有や困難事例の発見にスピード感を持って対応するなどが

可能となっている。 

・保健領域では、子どもや子どものいる家庭に対して、乳幼児健診や育児相談・健康教育等、健

康という切り口から、所管する地域のすべての子育て家庭を対象とした支援を行っている。そ

の特性を活かし、家庭訪問等により生活場面へ入り込み個別ニーズに沿った支援ができる強み

がある。 

・母子健康手帳交付や妊婦・乳幼児健康診査、乳児家庭全戸訪問事業等により妊娠期から乳幼児

期にわたってすべての子育て家庭との接点をもっている強みを生かし、より早期に支援の必要

な家庭の把握と支援が行えるよう、母子保健情報の一元管理のための情報管理システムの導入
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が必要となっている。 

・区役所支所での保健や福祉の申請受理業務においては、家庭内の生活の問題や育児の心配等を

把握する大きな契機であることから、専門職だけでなく窓口業務を行うすべての職員がアンテ

ナを高くし、一人ひとりのニーズに寄り添う意識が必要であり、そのことにより、支援の必要

な家庭を把握し、タイミングを逃すことなく、専門職や他部署にきちんとつなぐ役割を担うこ

とができる。 

・保健・福祉領域におけるさまざまな業務の中で、支援の必要な家庭を早期に把握し個別に継続

した支援を実施しながら、適時適切に児童相談所等による必要な専門相談支援につなげるため

には、相談のあるなしに関わらず、家庭の状況から子どもの育ちや生活における困難さに気づ

き、親へのアプローチや適切な機関につなげるなどの支援の方法について、組織としてのスキ

ルの蓄積が必要である。 

・子どもとその家庭に対して実効的な支援を行うためには、区役所児童家庭課や学校、こども支

援室学校・地域連携担当（区・教育担当）、児童相談所等の連携が不可欠である。これらの機関

が参加し、地域において顔の見える関係を構築したうえで相互の情報共有に努め、ケース支援

を行うことを推進していくためには、要対協の仕組みを活用するとともに、その機能の充実強

化を図ることが必要である。 

・健診は健やかな成長を確認しあう場、疾病・異常の早期発見の場として、すべての家庭を対象

としており、未受診者への受診勧奨ができることから、勧奨をきっかけとして、母子の状況を

把握することができたとも考えられる。そのことから改めて家庭訪問や、保育所に入所後の状

況確認をする等の対応の重要性を確認した。 

 ＜児童相談所＞ 

・児童相談所は、児童相談所運営指針に基づいて、子どもに関する相談のうち、専門的な知識及

び技術を必要とするものに応じ、必要な調査・判定を行うこと、調査・判定に基づいて必要な

指導を行うこと、子どもの一時保護を行うこと、そして、市町村相互間の連絡調整・情報の提

供、職員の研修その他必要な援助を行うこととされている。 

  ・そこで、区役所児童家庭課は、専門的な知識及び技術を必要とするものについては児童相談所

の技術的援助及び助言を求め、一方、児童相談所は、ケース受理後も引き続き区役所等が実施

している保健サービスや一般の子育てサービス等が必要である場合などに情報の共有・連携を

図り、協働した支援の充実に努めていくことが重要である。 

・また、学校（幼稚園、小・中・高等学校等）との関係においては、日頃から学校との連携を密

にし、相談・通告が早期に図られるよう体制を整えておくとともに、連携に際しては、児童相

談所の機能や業務の流れ等について十分説明を行うとともに、児童相談所、学校それぞれの役

割分担を明確にすることが必要である。 

  ・児童虐待や非行事例など児童相談所の持つ専門機能を最大限活用し、支援を必要とされる児童

とその家庭に対して、早期にかつ適切な支援が実施できるよう、関係機関に対する丁寧な説明

と顔の見える関係の構築に向けて具体的な対応が求められる。 

  ・非行事例については、各警察署や県警少年相談・保護センター等との連携による対応を進める

とともに、必要に応じて少年法に規定される施設・機関の利用を想定した取組が求められる。 

 ＜青少年健全育成事業＞ 

・こども文化センターについて、不登校等に関する学校や関係機関等からの情報提供をもとに、

職員間で情報を共有することにより、対象者が来館した場合に、適切な対応につなげていくた

めには、日常から関係者間における連携と意思疎通を図ることが非常に重要であるが、一方で

職員が、館内でのルール違反の行為等に対して厳しく注意をしたり、学校に連絡したりするこ

とによって、居場所としての魅力を感じなくなり、来館しなくなってしまうこともあるので、

慎重な対応が必要である。 
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・子ども・若者が抱える問題がより複雑化・複合化し、支援が一層困難になっており、困難を抱

える子ども・若者の実態を早期に把握することや、支援につながっていない子ども・若者をど

のように相談・支援につなげていくかが課題であり、成長段階に応じた切れ目のない支援を行

うことが必要である。 

 ＜子どもの相談機関＞ 

  ・子どもの相談機関については、子ども及びその権利侵害の特性の違いに応じて数多くの窓口が

設置されているが、各種団体等アンケートでは「各関係機関が実施する子どもに係る被害防止

対策や電話相談等の窓口の周知等については、十分であると感じていますか」（問 5-2）に対し、

「感じていない」「ほとんど感じていない」という回答が半数以上を占め、十分に活用されて

いない実態がある。 

・一方、「困ったり悩んだりしたとき、どこに相談しますか」（第 5 回子どもの権利に関する実態・

意識調査より）という問いに 6 割以上の子どもが「どこにも相談しない」と答えている。 

・これらのことから、子どもに対しては、相談内容の秘密は守られることを伝えたり、夜間に受

け付ける窓口の増設やメール・SNS 等での受付等、アクセスしやすい相談体制を整えたりする

ことが必要である。さらに、子どもの困っている状況をすくい取る網（ネット）を少しでも広

げるためには、子どもの周囲にいる大人に対しても相談窓口の効果的な周知や利用勧奨を進め

ることが、非常に重要だと考えられる。 

 

（３）子どもの安全・安心な環境づくりに関する取組 

 ＜地域における活動主体及び各種団体等との連携＞ 

・支援が必要な子どもや親を地域が発見し、孤立させないためには、個人や個々の機関だけで対

応するには限界があり、少しでも多くの眼差しが子どもや親に向けられることが必要である。 

・また、各種団体等の関係者と、学校・警察以外の「区役所」「児童相談所」「総合教育センター」

といった市の機関との連携が薄いことや、既存の会議等は開催頻度が少ないなど、情報交換の

場としては十分に機能していないことが課題として浮かび上がっている。 

・既存の情報共有の場が効果的なものとなるように、それぞれの具体的な活動内容の他、問題解

決に向けた手法を一般化した内容など、気軽に意見を言い合える懇談の場となるような工夫を

する必要があると考える。 

 ＜地域の安全・安心まちづくり＞ 

・防犯灯については、地域における重要な防犯対策の一つとして、安全で安心なまちづくりを推

進していくうえで、より効果的かつ効率的な整備に取り組んでいく必要がある。 

・防犯カメラについては、安全・安心まちづくりの推進に当たり、犯罪の抑止や犯人の逮捕に役

立つという点で効果が認められている一方で、プライバシーへの十分な配慮が求められている

ところである。 

＜子どもの居場所づくり＞ 

 ・子どもにとって、安心して過ごせる場所をさまざまな形で提供できるまちづくりが望まれる。 

・居場所とは単に空間的な場所を指すだけでなく、場において安心して結べる人間関係をも指し

ている。子どもの居場所にいる大人が子どもの居場所について正しく理解し、子どもと向き合

える意識を高めることが必要である。 

 

（４）警察との連携 

・ 「川崎市教育委員会と神奈川県警察本部との相互連携に係る協定書」締結に向けた具体的動き

を進め、効果的で実効性のある情報連携が可能になるような運用に努めていく。 

・ 各警察署や県警少年相談・保護センターと児童相談所・学校・区役所児童家庭課等との連携強

化に向けたさらなる取組が必要である。 
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・適切な通報につなげるために、さまざまな機会を捉えて各種団体等の構成員等に周知を図って

いく。 

 

（５）総括 

子どもの安全・安心に関わる本市の施策や事業は、学校教育・社会教育、保健・福祉、地域安

全推進（防犯）、青少年健全育成、子どもの権利保障等、各分野において非常に多岐にわたってお

り、子どもやその家庭と直接的に接する区役所及び学校をはじめ、各業務所管局や教育委員会事

務局など、所管部署も異なっている（図 2-25 参照）。 

子どもの権利条例では、子どもはその置かれた状況に応じ、必要な支援を受けることができる

としており、子ども又はその家族の国籍、性別、出身、財産、障害などによって子どもが不利益

を受けないように保障されなければならないが、多様化・複雑化する子どもの家庭状況に対して、

各分野がそれぞれ個別に機能しても自ずと限界がある。 

問題を抱えていても、子ども自身が声を上げることは容易ではないため、子どもに接する機会

がある職員は一人ひとりがそのことを十分に認識して意識を高め、行動や様子の変化等から SOS

を受信する感度を上げるよう努めなければならない。 

さらに、各関係機関等でキャッチした子どもやその家庭に関する SOS が微弱であったとしても、

情報を重ね合わせることで、危機的な状況を正確に捉えられる可能性があり、連携をより一層強

化することが急務である。 

各種団体等アンケートの自由意見において「個々の組織を総合化して、広く大きな組織と活動

力を強める必要がある」「教育行政と市長部局及び各区役所の相互関係性を密にする事が必要」と

いった意見があるが、今回の事案では、少なくともＡさんが危機的な状況に陥っていく過程で、

関係部署が一歩ずつでも踏み込んで支援するなど、相互に連携した十分な対応が図れなかったこ

とは、真摯に反省するところである。 

また、未然防止の観点から、被害者のみならず加害者も出さないために、子どもに問題行動が

あったとしても排除することなく、地域での見守りの中で子ども一人ひとりが尊重され自分らし

く生きていくことができる、子どもにやさしいまちづくりを、地域とともに推進していく必要が

ある。特に、先にも述べたようなさまざまな状況に置かれている子どもや家庭に対する支援を厚

くし、子どもが安心して過ごせる居場所をさまざまな形で提供できるまちづくりを進めていくこ

とが非常に重要である。 

今後、各々の専門性等から各部署において取組を推進しつつ連携を強化することが必要である

が、全市でより効果的な施策・事業を展開するために、部局横断的な取組を推進しなければなら

ない。 
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【図表 2-25】子どもの安全・安心に関わる本市の主な部局等の相関図 
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Ⅲ 再発防止策に関して  

 Ⅱ章の「検証と考察のまとめ」において総括したとおり、子どもの安全・安心に関わる本市の施策

や事業は、多岐にわたっており、所管部署も異なっている。 
 子どもの権利条例では、子どもに関する施策の推進において市が配慮すべき事項として、子どもの

最善の利益を確保し、教育・福祉・保健等との連携・調整を図り、市民や子どもに関わる施設関係者

等との連携をとおして一人ひとりの子どもを支援することを挙げている。 
今後、これまでの各々の取組に対する検証結果を十分に踏まえ、このような事件が繰り返されるこ

とのないよう、それぞれの部署の職員一人ひとりが次代を担う子どもの安全・安心を守るという意識

を高め、子どもにとって何が最善なのかを念頭において、これまで以上の連携を図りながら、市を挙

げた総合的な取組を行っていくこととする。 
 このたび取りまとめた方向性を基本として、さらなる実効性のある取組とするために、今後も引き

続き検討を行い、取組の強化を進めていく。 
 
１ 緊急対策として実施したもの 

（１）相談対応の充実 

・「ダイヤル SOS」開設 

  子どもの SOS を受け止めるための窓口を充実させるために、教育委員会事務局にダイヤル

SOS を開設した。 

・相談先の周知と利用推奨 

教育委員会事務局での｢ダイヤル SOS」開設に伴い、全市立学校の児童生徒にリーフレット

を配布するとともに、主に大人に向けて別途作成した相談機関の利用勧奨チラシ 2,000 枚を、

3 月中に学校以外の市内公共機関などへ配架し、市ホームページの「かわさきしこどもペー

ジ」へ掲載した。 

  

 （２）市独自の長期欠席者に関する調査の結果に基づいた学校支援策 

・各学校の児童生徒の欠席状況と不登校児童生徒の個々の状況について、校務支援システムを

活用して簡易に調査・集計できるようにし、その結果を区・教育担当と共有することにより、

学校の実態に応じた支援を実施できるようにした。 

   ・教育委員会（区・教育担当）が、各学校の長期欠席傾向にある児童生徒の状況を把握し、実

情に合わせて的確に支援するために連絡票の活用を開始した。 

 

（３）各学校の指導体制の点検・強化と教育活動の改善・充実 
   ・今回の事案の当該校においては、十分な体制が取られていた部分とともに、今後改善が必要

な部分も見られた。全市的な中学校の生徒指導体制の見直しとともに、市内すべての学校の

体制強化を図るために、校内体制について各学校が点検を行った。今後、各学校の点検結果

を踏まえ、教育委員会がその実態に応じた指導・助言を行っていく中で、全市的な指導体制

の強化を図っていく。 
 

（４）市・区の公用車（青色回転灯装備車など）による地域パトロールの強化 

・容疑者逮捕までの間、平日は毎日、事件現場や隣接する公園周辺及び管内の小中学校の下校

時の防犯パトロールを実施した。 

・その後も、現場周辺を中心とするパトロールを実施した。 
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（５）川崎区安全・安心まちづくり協議会幹事会の臨時開催 

   ・3 月 24 日に臨時幹事会を開催し、関係団体への本市の取組状況を情報提供し、情報の共有化

を図るとともに、団体間の連携について協力依頼を行った。 

 

（６）こども文化センター等における対応状況の把握と注意喚起 

・中高生の利用における対応状況等の把握を行い、その対応にあたっては職員間での情報共有

を徹底し、適切な見守りと学校等関係機関と連絡を密にするよう施設管理者に指示した。 

 
（７）再発防止に向けた教育委員会事務局組織体制の強化 

・再発防止策を各学校に周知し、区の実態に応じた児童生徒の安全・安心な環境づくりを進め

るために、以下のような体制の強化を図った。 
・学校支援総合調整担当理事の配置（4 月 1 日） 

     ・指導課組織体制の強化（4 月 1 日） 

     ・区の実態に応じた支援体制の強化 

（川崎区・教育担当指導主事（4 月 1 日）及び SSW（4 月 15 日）の各 1 名増員） 

 
２ 今後、取組の強化を進めるもの 

（１）教育委員会の取組  

ア 長期欠席の可能性があるすべての児童生徒への対応を含めた包括的な不登校対策 

  ・本市の不登校対策は、これまで、不登校児童生徒の実態を把握し、一人ひとりの状況に応じた

「社会的自立へ向けた支援」及び｢登校できない期間が長期に及ぶことを未然に防ぐ取組｣を進

めてきた。今後は、いわゆる“不登校”とされる児童生徒だけでなく、長期欠席の可能性があ

るすべての児童生徒を支援の対象とし、児童生徒が学校に来ない（来られない）ということ自

体が児童生徒自身あるいは家庭や学校に何らかの課題があるというシグナルであると受け止

めることとする。長期欠席となる可能性のある児童生徒を早期に認知し、早期からの支援につ

なげていくために、各学校と連携を図りながら、一人ひとりの児童生徒の学習状況や家庭での

状況、欠席日数だけでなく遅刻･早退の日数や別室登校の状況等を的確に把握し、登校支援を

要する児童生徒に対して組織的に対応していく体制を構築していく。また、長期間欠席するこ

とが子どもの将来に大きく影響してしまうことと考え、教育委員会 区･教育担当は各学校の登

校支援を要する児童生徒の欠席や別室登校の状況について的確に情報を把握し、必要な対処が

適切に行われているかを確認し、児童生徒の学ぶ機会が保障できるような取組を推進していく。

教育委員会 区･教育担当は必要に応じて SSW と連携を図り、学校だけが問題を抱え込んでしま

わないように、児童相談所や区役所の福祉部門等の関係機関･部署と学校をつなぐ機能をこれ

まで以上に充実させていく。 

・教育委員会は、各学校にこの取組を周知するとともに、教職員に長期欠席の可能性のある児童

生徒への適切な対応を促すための研修用資料を作成し、その活用を通して長期欠席の可能性が

ある児童生徒への対応を含めた包括的な不登校児童生徒対策に取り組む。 

 

  イ 情報モラル教育 

インターネットに係わるトラブルを未然に防いだり、トラブルに適切に対処したりするため

には、情報モラルについての意識とリテラシーの向上が急務であり、次のような取組を行う。 

＜児童生徒の実態に応じ、判断力の育成に視点をあてた情報モラル教育の実施＞ 

・情報モラルにおける判断力は、「道徳などで扱う日常生活におけるモラル（＝日常モラル）」と、

「インターネットの特性（仕組み）」の理解を通して育む。「インターネットの特性（仕組み）」

として、公開性、記録性、流出性、非対面性を指導する。また、SNS の特性として閉鎖性も指
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導に加える。 

・情報モラル教育年間指導内容一覧（平成 26 年度情報モラル教育研究会議作成）等を活用して、

朝の会や帰りの会等の機会を通した日常的な情報モラル教育により、判断力を育む。  

・SNS 等の利用における課題や適切な利用方法・トラブル回避等について、児童生徒自らが、自

分たちの問題としてとらえ、自ら考えながら意識を高めていくことにつながるような、児童生

徒会活動への働きかけを検討する。 

＜職員研修の充実＞ 

・現状では、多くの学校が情報モラル教育職員研修を実施している。今後は、その実施内容を報

告してもらうとともに、研修内容の分析を行い、より本市に適した研修内容を検討していく。

また、川崎市 PTA 連絡協議会とも連携を密にし、児童生徒の実態や保護者のニーズなども情報

共有しながら、保護者向けの研修を充実させていく。なお 5 月に、総合教育センター以外にも

職員研修に対応できる機関の一覧を全市立学校に紹介した。今後はこれらの機関も活用しても

らいながら、各学校の実態に合った職員研修が行えるように支援していく。 

・5 月に実施した各学校の児童生徒指導体制の点検と報告では、「SNS などインターネットやスマ

ートフォンの適切な使用に対して」の項目を課題として捉えている学校が小学校･中学校ともに

最も多かったという結果が得られている。教育委員会としても、このような実情を受け止め、

各学校が家庭との連携を強めながら、その実態に応じた実効的な指導･啓発が進められるような

支援体制を整えていく。 

 

ウ 生命尊重・人権尊重教育の充実 

・子どもの権利条例においても掲げられている“命が守られ尊重されること”、“あらゆる権利の

侵害から逃れられること”、“状況に応じた適切な相談の機会が、相談にふさわしい雰囲気の中

で確保されること”など、本当に困っているときに相談することができ、そして守ってもらえ

ることは誰もがもっている権利であることを、学習を通してしっかりと伝えていく。権利学習

資料を継続して学校に提供していくとともに、自ら危険を知り、自分を守るための具体的なプ

ログラム等を学校に紹介していく。そのためには、子どもたちが接する身近な大人、そして、

すべての大人が信頼される社会を築き上げていくことを目指す必要がある。 

・かわさき共生＊共育プログラムの活用に伴い参加体験型の学習は進んできている。一方、参加

体験型の擬似体験や間接体験のような学習では得られない個別的な人権課題に関する内容や、

生命の尊重に関する内容については、さらに学習方法を検討していく。市内には、いじめ被害

者のご遺族を招いてお話を聞く取組、学校が区役所と連携を図り、生徒が 100 組前後の赤ちゃ

ん、お母さんとふれあう体験活動、市動物愛護センター職員の講演を聞き、動物たちのために

自分たちができることを話し合う取組などを継続して行っている学校がある。教育委員会とし

ても、このような当事者等の講話を聞き、生きることの意味や命の尊さを実感できる学習の取

組が、各学校で着実に推進されるよう、今後、学習方法の改善を図り、教職員の一層の意識啓

発を図っていく。さらに、各学校においてより体系的に生命尊重･人権尊重教育が実施されるこ

とを目指し、各教科等の学習において生命尊重･人権尊重教育のねらいとの関連を図り、学校の

教育活動全体を通して意図的･計画的に生命尊重･人権尊重教育に取り組めるよう、教育課程に

効果的に位置付けるための支援を行っていく。 

 
  エ 関係局区との連携推進 

・今回の事案を受けて、緊急に実施した本市独自の調査「川崎市 児童生徒の長期欠席者の状況

把握について」（平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 2 月 28 日までの間に、30 日以上欠席してい

る者、30 日を下回っていても 1 月以降に連続して 7 日以上欠席している者、断続 14 日以上欠

席している者の状況についての調査）において、長期欠席者総数 2,251 名（小学校 665 名、中
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学校 1,119 名、高等学校 129 名、特別支援学校 30 名）のうち、指導・支援が必要とされる状況

の児童生徒は 193 名であった。 

・その中で、特に緊急を要すると考えられる「所在が確認できない」「家にいない」という児童生

徒 2 名については、DV 避難であること、また高校生 2 名についてもその後所在・安全が確認で

きたが、子どもたちの状況を確実に把握するためには、学校の取組だけでは限界がある。 

・また、文部科学省の緊急調査では、本市の児童生徒の中で「生命又は身体に被害が生じると見

込まれるもの」2 名と、「学校外の集団の中で生命又は身体に被害が生じると見込まれるもの」

9 名の存在が明らかになった。（その後、それぞれの所在と安全は確認済み） 

・そのような子どもたちを取り巻く現実の中で、家庭や子どもたちに関するさまざまな情報や、

地域での子どもたちの実態に関する情報など、庁内に存する各種情報を共有し、横断的に連絡

調整を進めながら改善を図るような子どもの安全・安心に関わる庁内ネットワークを構築して

いく。 

 
  オ 家庭・地域の教育力を高めるための取組 

  ・本市では、学校・家庭・地域の連携を推進し、地域の教育力の向上を図る市民の自主的な活動

組織として「地域教育会議」が、各中学校区と行政区にあり、地域住民の主体的な参加と運営

により、「教育を語るつどい」や「子ども会議」などが開催され、教育について保護者･住民が

学校と共に考え合う活動が行われている。 
  ・平成 26 年度から地域全体で子どもの育ちを支える環境を醸成するとともに、多世代で学び合

う生涯学習の拠点づくりを進めることなどを目的に、事業を開始した「地域の寺子屋」は、保

護者や地域の関心やニーズが高く、市内のより多くの地域に広がっていくよう取組を推進して

いる。 
  ・家庭教育はすべての教育の出発点であり、これまでも家庭教育を支援する事業を実施してきた

が、特に、仕事で忙しい家庭や、孤立しがちな家庭など支援が届きにくい家庭への支援の充実

を図ることが求められている。 
  ・今後、より一層の地域教育会議の活性化や地域の寺子屋事業の推進など、地域の多様な人材や

資源を活かして、地域の教育力の向上を図る仕組みづくりを進めていくとともに、子どもを育

むための大事な柱である家庭教育支援事業の推進に取り組み、家庭の教育力の向上を図ってい

く。 
 

（２）学校に求める取組 

ア 子どもの相談窓口の周知･啓発 

・子どもの相談機関を一覧にまとめ、毎年、市立学校の児童生徒に配布している相談カード「ひ

とりで悩まないで」の認知度及び活用度の実態調査アンケートを実施した。このアンケート結

果の分析を踏まえ、より実効性のある取組となるよう児童生徒への啓発を推進する。 

 

イ 児童生徒指導体制の見直し 

・生徒や保護者の抱える課題の原因や背景を把握するよう努め、さらに保護者との相談と連携を

深めながら、いじめや不登校等の未然防止をはじめ、生徒の抱える課題の早期解消に向けた適

切な対応の充実を図るために、従来型の生徒指導体制を見直し、個へのより柔軟な対応を図る

ための体制づくりに取り組んでいく。 
・教職員が、今の中学生を巡るさまざまな状況を十分に理解し、個々の生徒の特性や状況を把握

するにはどのような生徒理解が必要であるのかをしっかり認識したうえで、生徒や保護者・家

庭との信頼関係づくりを心がける必要がある。学校全体で生徒指導に対する考え方を見直しな

がら、緊急支援チーム等の編成など状況に応じて柔軟で組織的な対応が可能になるような指導
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体制を再構築していく。 
・生徒指導担当教諭の校内におけるコーディネート機能をより高め、それぞれの教員の対応が生

徒理解に基づいて個々の生徒の特性に応じた支援・指導につながるよう、特別支援教育コーデ

ィネーターとの連携を深めたり、スクールカウンセラーや SSW 等関係機関とより積極的に連携

を図ることが可能となるように、研修や協議会のもち方を工夫していく。また、今まで以上に、

学校間や関係機関・関係施設との連携を強化し、地域での生徒たちの状況把握に努めることが

求められることから、児童生徒指導連絡協議会等の充実を図る。 
・小学校においては、児童支援コーディネーターを中心とした学校体制の充実を図りつつ、低学

年における病気を理由とした長期欠席傾向にある児童の実態に目を向け、適切な児童理解に基

づいた支援のあり方を追求していく。 
・学校で得られる情報や保護者を通じての情報だけでなく、区役所の福祉部門との適切な連携を

通して必要な情報も得られるよう、管理職だけでなく、児童支援コーディネーターも区・教育

担当との関係を深め、区役所機能への理解を深める中での児童支援活動を推進していく。 
・児童支援や家庭支援の状況を情報として適切に積み上げ、校内で確実に共有していくことと、

その情報を確実に中学校に伝えていく小中連携活動を土台として、小学校・中学校それぞれに

おいて、児童生徒指導体制を見直し、充実を図っていく。 

 

  ウ 保護者・地域との連携推進 

  ・今回の事案を受けて、各区地域教育会議では、地域として何ができるのかを話し合い、情報交

換を行うなど積極的な動きが見られ、その動きは各中学校区地域教育会議にも波及しつつある。 
  ・今後、今まで以上に学校と地域との連携を推進しながら再発防止を図っていくために、学校と

地域教育会議との関係をより積極的に深めていきつつ、課題解決に向けての取組を検討してい

く。 
・また、各学校の PTA、区･市 PTA 協議会や、町内会・子ども会等の関係団体との連携のなかでも、

児童生徒の安全･安心な体制づくりについて、今まで以上に取組を推進していく。 
 

（３）保健・福祉領域の取組 

ア 保健・福祉と各機関の連携強化 

・本市では、「児童家庭相談援助指針」（平成 22 年 3 月 31 日雇児発 0331 第 6 号）に基づき、地域

の身近な相談場所として各区役所・支所において児童家庭相談を実施し、その中で、要支援・

要保護児童・特定妊婦の発見や支援に努め、要対協の仕組みを活用し、情報の共有による支援

の充実を図っていく。 
・母子保健領域では、母子健康手帳交付時面接の充実や地域の産科婦人科との連携強化を図り、

妊娠期からのリスクを抱えた妊婦の発見と、早期からの支援への取組の充実を図る。 
・出産後には乳児家庭全戸訪問事業を活用し、産後の不安定な気持ちを抱えた産婦を発見し産後

ケア事業等につなげることで、産後早期からの支援の充実を図る。 
・区の要対協組織と母子健康手帳の交付・乳幼児健診等母子保健の窓口や、保育所入所相談・ひ

とり親家庭の相談等、福祉の窓口が同じ部署内に置かれていることから、その特性を活用し、

支援が必要な世帯を早期に発見し、支援につなげるシステムの再確認を行う。 
・区役所では、母子健康手帳交付、妊婦・乳幼児健康診査、乳児家庭全戸訪問事業等により、妊

娠期から乳幼児期にわたって、すべての子育て家庭との接点をもっており、母子保健情報を一

元管理し、より早期に支援の必要な家庭の把握と支援が行えるよう、平成 28 年度から情報管理

システムを導入する。 
・発見した要保護児童・要支援児童・特定妊婦に対しては、速やかに児童家庭担当職員が支援を

開始する。そのうえで、要対協の枠組みを活用したネットワークを構築し、学校や保育園等、



Ⅲ－２ 今後、取組の強化を進めるもの 

64 
 

子どもを取りまく関係機関と守秘義務をかけた情報交換や役割分担による横断的な支援を行う。

さらに児童相談所への通知等を含め、必要な支援や措置につなげていく体制の強化を行う。 
・特に、児童や生徒の抱える問題については、こども支援室学校・地域連携担当（区・教育担当）

に多くの情報が寄せられることから、福祉と教育の連携会議を実施するなど、担当者間での情

報の共有による連携の強化に努め、要対協実務者会議の充実を図り、さらに個別支援会議を活

用して、具体的な相談・指導における役割分担の明確化と協働を推進し、子どもを守る組織体

制の強化に努める。 
 
  イ 要対協の役割・機能の充実・強化 

さまざまな理由により児童福祉法に規定する支援を要する児童や保護を必要とする児童等に

対しては、早期発見に努めるとともに適切な相談支援や保護等を行うことが必要である。 

特に、身近な行政機関である各区役所等をはじめ、地域で子どもに関わる相談や支援に携わ

る活動に取り組んでいる関係機関が連携し、実効的な相談・支援を行い、再発防止に向けた取

組を進めていくために、要対協の仕組みを活用するとともに、その役割と機能の充実・強化を

図っていく。 

（ア）被害・加害を発生させないための取組 

何らかの理由により、保護者の正当な監督に服しない性癖がある児童や家庭に寄りつかな

い児童など、ぐ犯傾向に陥った児童や罪を犯した児童に対しては、児童福祉法や少年法等に

基づく支援や保護を必要とする児童として、適切な対応を図ることが必要である。 

こうした要保護児童、要支援児童を対象に、守秘義務が課された中で関係機関の職員が参

加し、必要な個別支援のための会議を行うためには、要対協を活用することが最も有効な手

段と思われる。そこで、新たに対象とする児童の年齢や児童の状況等を明確にするとともに、

中心となる関係機関の専門性が有機的に発揮できるよう、研修や個別支援会議等を計画的に

実施しながら、支援による効果が引き出せるよう取り組んでいく。 

非行に関する相談においては、地域での支援の可否について判断したうえで、専門的な対

応が必要であれば迅速に児童相談所や警察と連携しながら進める。 

 

（イ）要対協の周知・参加意識の推進 

 学校や地域の関係機関に対し、要対協の役割と連携の実践例等を示し、理解の促進とネッ

トワーク意識の醸成を図ることが重要である。幼保小連携会議などのさまざまな場面をとお

して、こども本部児童家庭支援・虐待対策室を中心にハンドブックを活用するなどして、丁

寧な働きかけを行っていく。 

 また、保育所・幼稚園、学校、民生委員児童委員・主任児童委員、地域療育センター、医

療機関、警察などの各関係機関は、それぞれの持つ強みを活かして機関としての役割を果た

せるよう支援の内容や方法等を明確にするとともに、それらを共有しながら、要支援・要保

護児童とその家庭への支援の充実に努める。 

 

（ウ）保健分野と福祉分野における連携の充実 

保育所入所相談やひとり親家庭の相談については、生活や健康の課題を背景にもつ、支援

が必要な世帯を発見する重要な機会となりうることから、これらの場面を有効に活用し、母

子保健分野と福祉分野が連携を強化することにより、必要なニーズを早期に発見し適切な支

援につなげる。 

また、生活保護を受けている家庭や、障害を持つ保護者の家庭、障害児を養育している家

庭等の中にも、生活や健康上の課題を背景に持ち、養育上支援を要する家庭が存在する。生

活保護担当や障害者支援担当と児童家庭担当が連携し、これらの児童や保護者に関わる中で
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得られた情報を共有し、適切な支援を行う。 
 

（エ）教育部門との連携の充実 

    児童・生徒の抱える課題については、区役所こども支援室に多くの情報が寄せられること

から、こども支援室との連携強化を図り、要対協実務者会議の充実や個別支援会議を活用し、

具体的な相談・指導における役割分担の明確化と協働を図っていく。 
    また、子どもの非行に関する問題においては、背景に虐待や家庭・家族との人間関係、家

庭の経済的な問題等を有する事例が多い。非行の実態とそれぞれのケースの生育歴や養育環

境等の状況等について適切なアセスメントに努め、要対協のネットワークを活用した支援が

適切と思われる場合には、福祉部署と教育部署が情報を共有して、更なる連携強化を図る。 
さらに実務的な連携が図れるよう、構成メンバーや協議内容の工夫等、連携調整部会の運

営についても見直していく。 
 

（オ）支援に関する一定の判断をする際のスーパーバイザーの活用検討 

     各区役所児童家庭課には社会福祉職や心理職等の専門職を配置しているが、児童虐待や非

行事案等の困難な事例に経験の少ない職員も配置されている実態を踏まえ、児童相談所職員

の関与を拡大するための方策や児童相談所 OB 職員の活用、外部からスーパーバイザーを活用

するなどして、リスク判断や情報の分析等による強化を図り、支援に関する一定の適切な判

断を行うための対応策について検討していく。 

 

（４）児童相談所の取組 

ア 児童相談所による専門的な支援の充実 

（ア）児童相談所が情報を得る仕組みの充実 

子どもたちの健全な発育・発達を保障する取組の中では、①相談ニーズを持つ子ども本人

が気軽に相談できる人・場所を確保することと、②子どもに関わる多様な人・機関が子ども

たちの SOS に早期に気づき、早期に必要な対応を講じる体制を構築することを市全体で推進

しているところである。 
そこで、この①②ともその相談内容や緊急性等に基づいて、専門的な対応が求められる場

合には、迅速に児童相談所が関与することが必要であり、児童相談所がその相談ニーズや情

報を適切に把握できるよう、より一層の機関連携等の充実が求められる。 
今般、日常の生活や日々の業務の中で「何か気になる」「どうしたんだろう？」「もしかし

て…」などと感じること（＝虐待の気づき）があった際に活用できる「川崎市児童虐待対応

ハンドブック」を作成したところである。この冊子を活用し、全市を挙げて、小・中学校長

会や幼稚園長会・保育園長会やこども文化センター館長会議等、子どもを取りまく各関係機

関に、子どもを守るための連携についての啓発を行い、虐待のみならず子どもたちの SOS へ

の気づきについてのノウハウの習得、子どもの異変に気付いたときの通告の仕方等を確認し、

子どもを守るための連携のあり方を共有していく。 

また、本年 7 月 1 日から、児童相談所全国共通ダイヤルが、これまで 10 桁 

（0570-064-000）であったものが、新たに 3 桁化（189＝いち・はや・く）されたところであ

る。これは、子どもたちや子育てに悩む保護者の SOS の声をいち早くキャッチすることを目

的としたものであり、広く市民に周知を図り、必要な時に児童相談所が適切に相談に応じら

れるよう取組を進めていく。 
 

（イ）非行相談等の充実 

被害児童・加害児童を発生させないという視点が重要であり、社会的な問題となっている
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ぐ犯・触法行為を含む非行の相談・通告等については、子ども、保護者等に相談を受ける動

機付けが十分でないものもあるため、高度のソーシャルワーク技術が求められる。 

学校等所属集団からの相談や通告については、児童福祉の観点から必要な調査を十分に行

うとともに、所属集団との連携が不可欠であり、事前の綿密な打合せを行い、相互の役割分

担を明確にしながら、子どもの最善の利益の確保並びに子どもの意向、保護者等の意思に十

分配慮した支援を行う。また、個々の子どもや家庭にのみ焦点を当てるのではなく、各機関

との情報交換を密にし、その子どもを含む集団全体を対象とした相談援助を充実させていく。 

特に、各警察署や県警少年相談・保護センター、その他の関係機関との連携強化に努め、

各関係機関との情報共有と役割分担を明確にして、それぞれの機関の持つ強みを活かしなが

ら適切な支援を実施するよう必要な調整を行っていく。 

 

  イ 法務少年支援センターと連携した支援策の強化 

本年 6 月、新たに少年鑑別所法が施行され、その主要な機能の一つとして、法務少年支援セ

ンターによる専門的知識・技術を活用した地域援助機能が新設された。この機能は、青少年本

人やその保護者、一般の方からの非行・問題行動等に関する相談、心理検査の実施依頼等に応

じるほか、地方自治体、児童福祉機関、学校・教育関係機関、保健・医療機関、NPO 法人等の

民間団体、司法・更生保護官署等との連携を強化しながら、少年鑑別所の専門的知識・技術を

活用して、地域社会における犯罪・非行防止に関する援助を行うというものである。（法務省

HP から） 

今後、法務少年支援センターの機能を活用し、思春期の子どもの行動理解と教育・指導方法

や非行等についての研修会を実施したり、学校や児童相談所が主催する指導検討会やケース会

議等に出席を依頼し助言を求めるなど、具体的な連携方策について協議を行い、専門的な支援

の充実につなげていく。 

 
（５）青少年健全育成事業における取組 

 ア （仮称）川崎市子ども・若者プラン 

ひきこもり、ニート、不登校、発達障害、生活保護世帯の増加など、子ども・若者に関わる

新たな課題が発生している中、総合的に子ども・若者施策を推進するため、「子ども・若者育

成支援推進法」の趣旨に基づき、（仮称）川崎市子ども・若者プランを平成 27 年度内に策定す

る。川崎市子ども・子育て支援事業計画やかわさき教育プラン等の関連する行政計画との整合

を図りながら、主に、当計画では学齢期以降の青少年の施策推進に向けた、学校教育、精神保

健、就労支援等の施策との整合や連携のあり方について、位置づけを明確にする。 

   

イ こども 110 番事業の推進 

    こども 110 番事業は、各小学校等の PTA が実施主体となって、町内会、商店会、青少年関係

団体・機関等と連携を取りながら「地域の子どもは地域で守っていく」という地域全体の理解

と協力により、もしもの時の緊急避難先（協力施設）を「こども 110 番」として進めている。

「こども 110 番」のステッカーが貼ってある既存の協力施設は、現在、市内で約 10,000 か所

あるが、さらなる推進を図るため、地域の実施主体との連携により、協力施設の継続と新規協

力施設の拡充に取り組む。また、これまで小学校 1 年生に配布しているリーフレットによる広

報を 3 年生まで対象を拡大するとともに、実施主体ごとの「こども 110 番マップ」の作成や、

まち歩きでの子どもたちによる協力施設の確認など、地域で顔の分かる関係づくりを奨励し、

子どもたちへのより一層の周知徹底を図っていく。 
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（６）子どもの相談機関における取組 

ア 相談窓口の効果的な周知と機能の強化 
子どもの相談機関については、子ども及びその権利侵害の特性の違いに応じて数多くの窓口

が設置されている一方で、十分に活用されていない実態もある。市民に身近な区役所における

子どもに関する相談窓口は児童家庭課に一元化されているが、広く認知されているとは言えず、

市民向けの広報について、内容や手法等を工夫する。 

相談窓口の周知については、子どもに対しては、相談内容の秘密は守られることや、共に解

決方法を考えていくことを伝えて、安心感を与えるようなものにする。また、夜間に受け付け

る窓口の増設や、メール・SNS 等での受付等、アクセスしやすい相談体制の強化を図る。 
 

イ 相談機関の連携の強化 

各相談機関においては、相談の段階で対応が必要と認められる場合は、個別の事案に応じて

他の関係機関と連携して対応しているが、対応が必要か否かや、重大性・緊急性についての判

断は現場に任されているのが実状である。実務的な研修などで相談員のスキルアップを図ると

ともに、的確な判断をするための基準等の策定について検討する。 
また、対応を必要とせず相談のみで終わる場合などは、重大事案への端緒となる情報が含ま

れていたとしても、相談内容についての関係機関との情報共有は進んでいない。既に庁内会議

として設置されている「子どもの権利に関する庁内ネットワーク会議」の一部会として「相談

ネットワーク」を立ち上げたところであり、相談機関同士の相互理解を進め、より効果的な連

携と情報共有のあり方について協議する。 

 

（７）地域の安全・安心まちづくり 

各種団体等へのアンケートを受けて集約した意見からは、団体と行政の連携の薄さや、行政

から団体へのより多くの支援の必要性などについて指摘されている。また、コミュニティの人

間関係が希薄になり、地域の活性化が望まれる中、地域でお互いを見知った関係を深めるため

に、より小さい単位での地域活動が重要であるという意見も出ている。 

安全・安心なまちづくりには、多くの市民が地域に関わり、地域社会全体で子どもの安全を

守っていくという視点を持って地域活動を支援し、広報の工夫により多くの市民に活動の意義

を認識してもらう取組も必要である。 

 

ア 地域における各種団体等との連携強化、情報共有の仕組みの検討 

より実効性のある連携を深め、現在ある情報共有の場が効果的なものとなるように、それぞ

れの具体的な活動や問題解決に向けた手法を一般化した内容で話し合え、気軽に意見を言い合

えるような、懇談の場となるように会議内容を工夫する。具体的には、次のようなものがある。 

・ 区のこども総合支援ネットワーク会議の運営を工夫し、情報共有の場として十分に機能す

るようにする。 
・ 川崎市青少年の健全な育成環境推進協議会の構成団体においては、未成年の飲酒、喫煙等

の防止や神奈川県青少年保護育成条例に基づく深夜外出の制限を徹底するために、酒類や

たばこの販売時の年齢確認のため、身分証の提示等を求めたり、深夜にたむろして飲酒・

喫煙等を発見した場合には注意喚起をしたりすることを、組織的に対応している。しかし

ながら、構成団体に加盟していない店舗等については、年齢確認が不十分で未成年に提供

されているケースもあるので、今後は併せてこれらに対し、徹底を図っていく対策を検討

する。 
・ 市及び区の安全・安心まちづくり推進協議会は、多様な主体で構成されていることから、

協議会等を通じて情報共有や連携の強化に努めていく。 
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・ 民児協常任理事会等の場において、市の検討状況や取組内容を情報提供していく。また、

就学奨励委員会や情報交換会の開催等、学校等との連携の強化や情報交換の充実を図る。 
・ 市社会福祉協議会へ市の検討状況や取組内容を情報提供し、地域子育て推進事業、総合相

談、専門相談（弁護士、医師、学識経験者による相談）、各区社協で行われている子育て

支援事業の推進、強化、周知を依頼する。 
・ 市保護司会協議会等の場において、市の検討状況や取組内容を情報提供していく。 

各行政機関が所有する個人情報は内容が多岐にわたり、取扱いに慎重を期するものではある

が、適正な情報管理により一定の条件を整備することで情報共有できるようにする。例えば、

既に個別の情報共有が可能な要対協等の既存の枠組みの活用や、守秘義務が課されている役職

のみで構成する新たな仕組みの創設などである。 

 

イ 効果的な防犯灯設置の推進 

地域における防犯対策として、各種団体による定期的な防犯パトロールや啓発活動とともに、

町内会・自治会等では防犯灯の設置、維持管理を行っているところである。市は、平成 29 年

度から「ESCO 事業方式」の導入により、市内全域の防犯灯を LED 化し防犯効果を高めるととも

に、市が設置主体となることで、地域の要望を基に、より効果的な配置を進めていく。同時に、

町内会・自治会等の負担軽減を実現することにより、地域の諸活動の活性化に貢献していく。 
 

ウ 防犯カメラ等の設置推進の検討 

各種団体等アンケートの結果、防犯カメラを設置した方がよいと考える人は 9 割を超えてお

り、また、場所については、通学路や子どもたちが集まりやすいところといった意見のほかに、

地域においてパトロールしている方が薦める場所、通報などが多く対応に困っている場所など

といった意見がある。 
防犯カメラについては、商店街における設置補助について継続して推進していくとともに、

さらなる安全・安心なまちづくりの推進に向け、地域の意見を聞きながら、市として、町内会・

自治会等が設置する防犯カメラについての支援のあり方等を検討していく。 
また、公園等については、一部の公園について、今年度中に設置基準を策定し、施設管理用

のカメラとしての設置を検討する。 
なお、設置にあたっては、プライバシーへの配慮や、現地の利用状況を踏まえ効率的な設置

個所を精査する。 
 

（８）子どもの居場所のあり方の検討 

子どもにとって居場所とは単に空間的な場所を指すだけでなく、場において安心して結べる

人間関係をも指している。すなわち、子どもの居場所は子どもが利用しやすい施設かというハ

ード面だけではなく、そこにいる大人が子どもの居場所について正しく理解し、子どもと正面

から向き合って話しを聞いてくれるかというソフト面での充実が重要である。 

各種団体等アンケートで自由意見として挙げられている対策も参考にしながら、どのような

子どもも居場所を見つけられるように、今後さまざまな居場所の充実を検討していく。 

   
ア こども文化センター等 

    こども文化センターにおいては、今後は、社会状況の変化に伴って、子ども・若者が抱える

課題に対応できる施設として更なる機能強化を検討するとともに、まずは、できる限り職員が

子どもと顔の見える関係を築き、子どもと接する中で、次の段階として、子どもと地域の大人

の交流や中高生が活躍できる場を設定するなど、地域における主体的な活動の拠点となるよう

施設のあり方の再構築を推進していく。その際、問題傾向のある子どもにとっても、そうでな
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い子どもにとっても居場所として居心地の良さを感じられるような配慮と工夫が必要となる。 
    わくわくプラザにおいては、引き続き、すべての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごせ

る場所を提供するとともに、今後はより一層、発達・成長段階に応じた主体的な遊びや異年齢

の子ども同士の交流、多様な体験プログラムを通じた学びなど、内容の充実に努め、総合的な

放課後対策を推進し、わくわくプラザ事業の質の維持・向上に取り組む。 
こども文化センターやわくわくプラザ職員を対象として「管理能力」「地域とのマネジメント

能力」「危機管理対応能力」「子どもたちの心の理解」など、職員の意見を取り入れながら年間

を通じて日々の業務に活かせる研修を引き続き実施し、更なるスキルアップを図る。 
 
  イ その他 

各種団体等へのアンケートを受けて集約した意見では、中高生と大人など多様な世代が交流

できる場も求められている。また、加害者を出さないという視点での啓発が不足しているとい

う意見もある。 

世代間交流の促進やさまざまな居場所の提供、子ども理解のための啓発への以下のような取

組を進める。 

・多目的に利用できるオープンスペースの確保、地域の公園で取り組まれているプレーパーク

事業への支援、夜間の見回りによる子どもの居場所の状況把握 

・あいさつ運動のような日常的な声掛けによる地域の大人と子どもとの顔の見える関係づくり 

・平成 26 年度に事業を開始した「地域の寺子屋」をはじめ、地域教育会議による「子ども会

議」や、子ども会等の青少年育成団体のほか、PTA・町内会等の地域団体など、子どもたちの

ニーズに応じたさまざまな活動の場も異年齢の子どもや多世代の大人との交流を図ることが

できる子どもの居場所と捉え、積極的に啓発活動を推進する。 

・地域教育会議の「教育を語るつどい」や PTA の家庭教育学級など、広く市民及び子どもに関

わる関係機関の大人が居場所への正しい理解をもって子どもに向き合えるような啓発活動の

推進 

 

（９）警察との連携の推進 
・教育委員会議（4 月 28 日開催）において、今後、児童生徒の安全な生活と健全な成長のために、

学校・教育委員会と警察との連携を実効的に進めていくことを目指し、「川崎市教育委員会と神

奈川県警察本部との相互連携に係る協定書」（案）が承認された。 
・今後、川崎市情報公開運営審議会への諮問を経て、協定締結に向けた具体的動きを進めており、

効果的で実効性のある情報連携が可能になるような運用に努めていく。 
・各支援の場面の中で、子どもの姿が確認できないケースの場合、福祉や教育の各部署は児童相

談所と連携して調査や訪問を実施していく。その結果、さらに子どもの安全が確認できない場

合には、状況に応じて児童相談所から警察へ同行訪問を依頼するなどの連携を図り、子どもの

安全確認等を進めていく。 

・学警連については、学校･教育委員会と児童相談所、警察の 3 者が一体となって一層連携を深め、

効果的な対応を図る必要性があるため、平成 27 年度から市学警連におけるこども本部及び児童

相談所の役割を高めるべく役員に加えるなどの見直しを行ったところである。今後、学警連の

組織を有効に活用して児童生徒が地域で安心・安全に生活できるよう取組を進めていく。 

・児童相談所は、各警察署や県警少年相談・保護センターとの連携強化に努め、さまざまなニー

ズや課題を有する児童生徒及びその保護者等に対し、役割分担を明確にしながらそれぞれの機

関の持つ強みを実効的に活用できるよう連携の充実を図る。 

・相談ニーズが複雑化・多様化してきており、学校に相談すべきか、警察に通報するべきかを迷

うような事案があると思われる。そのような、各機関に情報が上がらず、問題が悪化してしま
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う事態を避けるため、いわゆるグレーゾーンの事案を吸い上げるために、各種相談機関の窓口

を広く周知させ、気軽に相談できる体制を整えることとする。また、受理した相談については、

重大事案に発展する前に解決できるよう、市と各警察署や県警少年相談・保護センターとの連

携を強化していく。 

 

（10）子どもの安全・安心に関わる現場レベルでの関係機関等の連携強化 

前述してきたとおり、子どもが抱える課題が多様化・複雑化している中、次代を担う子ども

の安全・安心を守り、被害者のみならず加害者も出さないために、家庭・学校・行政・地域等、

子どもに関わるすべての大人たちが、さまざまな生きづらさを抱える子どもたちの声なき声に

しっかりと耳を傾け、これまでよりそれぞれが一歩でも踏み込んだ支援を行うなど、子どもに

やさしいまちづくりを推進していく必要がある。 
そのためには、地域の活動主体・活動団体等をはじめとした地域コミュニティや関係機関等

の協力も得ながら、子どもやその家庭からの SOS をしっかりと受け止められるよう努めるとと

もに、これまで以上に情報を共有し、相互に連携した取組を強化することが求められている。

今後、地域の活動団体等との一層の連携や、学警連等の個別の機関間等の連携強化を推進し、

日常的な「地域での顔の見える関係」を築きつつ、支援が必要な個別ケースについては、守秘

義務をかけた中で個人情報を共有できる要対協の仕組みを有効に活用するなど、各機関等の持

つ強みを活かした支援を充実させ、現場レベルでの連携強化を図っていく（図表 3-1 参照）。 
特に、学齢期の子どもへの対応については、地域（家庭）や学校と福祉部門の連携推進が不

可欠であることから、その核となる区役所保健福祉センターについては、コーディネート機能

を拡充させるなど、より一層の機能強化を図ることが必要である。教育委員会 区・教育担当

（こども支援室学校・地域連携担当）が把握した学校の情報を的確に共有し、児童相談所等の

専門支援機関との密接な連携を図りながら、適切な相談・支援を推進していくため、区役所の

組織整備に向けても検討・調整を行う。 
 
【図表 3-1】子どもの安全・安心に関わる現場レベルでの関係機関等の連携強化イメージ 
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３ 子どもの安全・安心に関わる部局横断的な連絡調整機能の設置 

子どもが抱える課題が多様化・複雑化し、さまざまな施策・事業が各部局にわたっている状況の

中、子どもの安全・安心に関わる本市の各部署の連携をより一層推進するため、前述の現場レベル

での連携強化を図っていくだけでなく、各業務所管局等が担う施策レベルでも部局横断的に一元的

な連携を図り、施策・事業を効果的に推進するための連絡調整機能を設置（強化）する（図表 3-2

参照）。 
具体的な方向性としては、市長事務部局と教育委員会事務局の各部署とのコーディネートをはじ

めとして、主に学齢期の子どもを対象に、未然防止も含めた子どもの安全・安心に関わる各施策や

事業に横串を刺し、理念的ではなく実効的かつ総合的な連絡調整機能を果たす必要がある。そのた

め、庁内での位置付けを明確化したうえで、さまざまな課題を情報共有し、有効な対策を協議する

庁内ネットワークの中心となり、個別の実行計画（アクションプラン）を策定するなどして、継続

的に各施策・事業の進捗管理等を行うとともに、各専門分野の職員がお互いの機能や役割を十分に

理解できるような研修を企画調整するなど、個別具体的に有機的な連携を働きかける機能が求めら

れる。 
また、課題を抱えている子どもは、家庭に課題がある事例も多いことから、直接的に子どもの安

全・安心に関わる部署のみならず、市民と直接接する保健・福祉関係の部署を中心に、個々の家庭

状況等を踏まえて、微弱な SOS であってもキャッチできるよう、職員一人ひとりが次代を担う子ど

もの安全・安心を守るという意識を幅広く醸成する役割も担うものとする。 
なお、本機能は、子ども・子育て施策を総合的に推進するこども本部に設置することとし、まず

は、本年 4 月に設置した「川崎市こども施策庁内推進本部会議」に「（仮称）こども安全推進部会」

を新設するなどして、対応を図ることとする。また、その機能を十分に発揮できるよう、実効性の

ある推進体制を確保するために、既存の機能等の再編・整理を行ったうえで、今後の組織整備に向

けて検討・調整を行う。 
 

【図表 3-2】子どもの安全・安心に関わる施策レベルでの庁内ネットワーク等のイメージ 
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資料編 

 

 

１ 主な経過 

 

【３月３日（火）】 

・第１回庁内対策会議、第１回教育委員会事務局検証委員会の合同会議開催 

（１）事件の概要 

（２）教育委員会事務局検証委員会及び庁内対策会議の当面の取組 

 

【３月６日（金）】 

・文部科学副大臣と市長、教育長、市民・こども局長の面談 

文部科学省からの依頼事項 

（１）正確な事実関係を把握すること。 

（２）外部有識者を交えるなどして充分検証すること。 

（３）再発防止策の検討に当たり、警察や児童相談所等の関係機関とも十分連携を図ること。 

・第２回教育委員会事務局検証委員会開催 

（１）情報共有 

（２）今後の進め方 

 

【３月９日（月）】 

・ダイヤルＳＯＳ開設 

・文部科学省へ「児童生徒の安全に関する緊急確認調査」を回答 

 ＜調査内容＞ 

（１）２月２７日時点で、学校において７日間（授業日）以上連続して連絡が取れず、生命又は身

体に被害が生ずるおそれがあると見込まれるもの 

（２）（１）に該当するもののほか、学校外の集団との関わりの中で、その生命又は身体に被害が生

ずるおそれがあると見込まれるもの 

 

【３月１０日（火）】 

・教育委員への経過報告 

 

【３月１１日（水）】 

・本市の「児童生徒の長期欠席者の状況把握」の調査の締切日 

 ＜調査対象＞ 

平成２６年４月１日から平成２７年２月２８日までの間で、３０日以上欠席している文部科学省

の調査でいう長期欠席の児童生徒はもとより、３０日を下回っていても、１月以降連続して７日

以上欠席している児童生徒、１月以降断続１４日以上欠席している児童生徒について 

 ＜調査内容＞ 

①調査対象の児童生徒の状況をどのように把握しているか 

②調査対象の児童生徒に学校はどのように対応しているか 

③調査対象の児童生徒の友人関係をどのように把握しているか（他校を含めた） 

 

 



資料編 

 

73 
 

【３月１２日（木）】 

・市議会総務委員会において経過報告 

・第３回教育委員会事務局検証委員会開催 

（１）聴き取り調査の状況等 

（２）今後のスケジュール 

（３）最終報告・中間報告のイメージ 

・第１回庁内対策会議作業部会開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）今後のスケジュール等について 

（３）緊急対策について 

 

【３月１３日（金）】 

・文部科学省の「児童生徒の安全に関する緊急確認調査」結果公表に伴う、本市の調査結果の内訳を

公表 

・教育委員会臨時会において経過報告 

 

【３月１７日（火）】 

・第２回庁内対策会議開催 

（１）緊急対策について 

（２）検討体制の拡充について 

（３）外部有識者の参画について 

 

【３月１８日（水）】 

・第４回教育委員会事務局検証委員会開催 

（１）聴き取り調査の状況等 

（２）第２回庁内対策会議について 

（３）その他 

 

【３月１９日（木）】 

・第２回庁内対策会議作業部会開催 

（１）緊急対策について 

（２）再発防止策等について 

（３）今後の議論の進め方について 

 

【３月２４日（火）】 

・第５回教育委員会事務局検証委員会開催 

（１）中間取りまとめについて 

（２）その他 

・教育委員会定例会議開催 

（１）中間取りまとめの進捗状況の報告と協議 
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【３月２５日（水）】 

・特定非営利活動法人シンクキッズ等からの「子どもを守るための情報共有と連携しての活動を求め

る緊急要望書」受理 

・市長事務部局における再発防止に向けた内部調査の取りまとめ 

 子どもに係る各種相談機関の状況調査結果（別紙参照）他 

 

【３月２６日（木）】 

・第３回庁内対策会議作業部会開催 

（１）緊急対策について 

（２）検証委員会中間取りまとめについて 

（３）検証・検討結果の取りまとめイメージについて 

 

【３月２７日（金）】 

・教育委員会臨時会議開催 

（１）中間取りまとめの進捗状況の報告と協議 

 

【３月３０日（月）】 

・第６回教育委員会事務局検証委員会開催 

（１）中間取りまとめ（案）について 

（２）その他 

 

【３月３１日（火）】 

・教育委員会臨時会議開催 

（１）中間取りまとめ（案）について 

 

【３月３１日（火）】 

・第３回庁内対策会議・第７回検証委員会合同会議開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）緊急対策について 

（３）外部有識者の構成について 

（４）検証委員会中間取りまとめについて 

・検証委員会中間取りまとめの公表 

 

【４月１日（水）】 

・専門委員の職設置 

 

【４月２日（木）】 

・第４回庁内対策会議作業部会開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）外部有識者会議について 

（３）検証作業について 

 

【４月９日（木）】 

・第５回庁内対策会議作業部会開催 

（１）中間とりまとめについて 
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【４月１５日（水）】 

・川崎区のスクールソーシャルワーカーの１名増員 

 

【４月１６日（木）】 

・第６回庁内対策会議作業部会開催 

（１）第１回外部有識者会議について 

 

【４月１７日（金）】 

・第８回教育委員会事務局検証委員会開催 

（１）検証状況について 

 

【４月２０日（月）】 

・教育委員会臨時会議開催 

（１）検証状況について 

 

【４月２１日（火）】 

・第４回庁内対策会議開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）第１回外部有識者会議について 

 

【４月２３日（木）】 

・第７回庁内対策会議作業部会開催 

（１）第１回外部有識者会議について 

（２）地域関係機関の連携について 

（３）検証作業について 

 

【４月３０日（木）】 

・第１回外部有識者会議開催 

 

【５月１日（木）】 

・第８回庁内対策会議作業部会開催 

（１）第１回外部有識者会議報告 

（２）今後の作業等について 

 

【５月１１日（月）】 

・第９回教育委員会事務局検証委員会開催 

（１）検証委員会報告書（案）について 

 

【５月１２日（火）】 

・教育委員会臨時会議開催 

（１）検証委員会報告書（案）について 
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【５月１８日（月）】 

・教育委員会臨時会議開催 

（１）検証委員会報告書（案）について 

・検証委員会報告書の公表 

 

【５月１９日（火）】 

・第５回庁内対策会議開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）検証委員会報告書について 

 

【５月２５日（月）】 

・第２回外部有識者会議 

 

【５月２９日（金）】 

・第９回庁内対策会議作業部会開催 

（１）今後のスケジュールについて 

（２）中間取りまとめ（案）について 

 

【６月３日（水）】 

・第１０回庁内対策会議作業部会開催 

（１）中間とりまとめ（案）について 

 

【６月９日（火）】 

・第６回庁内対策会議開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）中間取りまとめ（素案）について 

・第１１回庁内対策会議作業部会開催 

（１）今後の作業について 

 

【６月１１日（木）】 

・第３回外部有識者会議 

 

【６月１２日（金）】 

・第１２回庁内対策会議作業部会開催 

（１）中間とりまとめ（案）について 

 

【６月１６日（火）】 

・第７回庁内対策会議開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）中間取りまとめ（案）について 

・庁内対策会議報告書中間取りまとめの公表 

 

【６月２６日（金）】 

・市議会市民委員会において中間取りまとめ報告 
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【７月９日（木）】 

・第１３回庁内対策会議作業部会開催 

（１）報告書（案）について 

 

【７月１５日（水）】 

・第１４回庁内対策会議作業部会開催 

（１）報告書（案）について 

 

【７月２１日（火）】 

・第８回庁内対策会議開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）報告書（案）について 

 

【７月２２日（水）】 

・第４回外部有識者会議 

 

【７月３１日（金）】 

・第１５回庁内対策会議作業部会開催 

 （１）報告書（案）について 

 

【８月１２日（水）】 

・第１６回庁内対策会議作業部会開催 

 （１）報告書（案）について 

 

【８月２５日（火）】 

・第９回庁内対策会議開催 

（１）これまでの経過等について 

（２）報告書（案）について 
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２ 関係要綱等 

 

 

中学生死亡事件に係る教育委員会事務局検証委員会設置要綱 

 

平成 27 年 3 月 3 日 

26 川教指第 2820 号 

（設置） 
第１条 川崎区内で発生した中学１年生死亡事件に係る事実関係の検証を行い、市内

の全ての市立学校の教育活動に活かされる仕組みをつくるとともに、関係局等と連

携を図りながら再発防止に努めることを目的として、中学生死亡事件に係る教育委

員会事務局検証委員会を設置し、必要な事項を定める。 
 
（所掌事務） 
第２条 会議は、次に掲げる事項について検討する。 
 （１）中学１年生死亡事件に係る事実関係の検証に関すること。 
 （２）市立学校における事件の再発防止策に関すること。 
 （３）その他必要な事項 
 
（組織） 
第３条 委員会は、別表１に掲げる職員をもって組織する。 
２ 委員長は、教育長をもって充てる。 
３ 副委員長は、総務部長をもって充てる。 
 
（委員会等） 
第４条 委員会は、委員長が必要に応じて招集し、その議長となる。 
２ 委員長は、委員会を総理する。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 
４ 委員会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 
 
（事務局） 
第５条 委員会の庶務は、教育委員会事務局指導課に置く。 
 
（委任） 
第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が別に定める。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２７年３月３日から施行する。 
 

附 則 
 この要綱は、平成２７年３月１８日から施行する。 
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別表１ 

１ 委員長 教育長 

２ 副委員長 総務部長 

３ 委 員 総務部担当部長(教育改革推進担当) 

４ 委 員 職員部長 

５ 委 員 学校教育部長 

６ 委 員 生涯学習部長 

７ 委 員 総合教育センター所長 

８ 委 員 庶務課長 

９ 委 員 企画課長 

１０ 委 員 学事課長 

１１ 委 員 総務部担当課長(人権・共生教育担当) 

１２ 委 員 総務部担当課長(区教育・調整担当) 

１３ 委 員 教職員課長 

１４ 委 員 指導課長 

１５ 委 員 指導課担当課長（指導･調整） 

１６ 委 員 学校教育部担当課長(川崎区・教育担当) 

１７ 委 員 生涯学習部生涯学習推進課長 

１８ 委 員 総合教育センター教育相談センター室長 

１９ 委 員 総合教育センター特別支援教育センター室長 
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中学生死亡事件に係る庁内対策会議設置要綱  

 

平成 27 年 3 月 3 日 

26 川市庶第 1440 号 

（目的及び設置）  

第１条 この要綱は、川崎区内で発生した中学１年生死亡事件に係る再発防止

等を図ることを目的として、中学生死亡事件に係る教育委員会事務局検証委

員会（平成 27 年 3 月 3 日付け 26 川教庶第 2820 号）の検討を踏まえつつ、

子どもの安全・安心な環境づくりに向けた総合的な対策を、関係部局が連携

し効果的に推進するため、中学生死亡事件に係る庁内対策会議（以下「会議」

という。）を設置することについて、必要な事項を定める。  

 
（所掌事務）  

第２条 会議は、次に掲げる事項について検討する。  

 （１）子どもの安全・安心な環境づくりに向けた総合的な対策に関する 

こと。  

（２）安全・安心な環境づくりを推進するための緊急的な取組に関する 

こと。  

 （３）その他必要な事項に関すること。  

 
（組織等）  

第３条 会議は、議長、副議長及び委員をもって組織する。  

２ 議長は、市長をもって充てる。  

３ 議長は会議を代表し、会務を総理する。  

４ 副議長は、副市長をもって充てる。  

５ 副議長は議長を補佐し、議長に事故があるときはその職務を代理する。  

６ 委員は、別表に掲げる職員のほか議長が指名する者をもって構成する。  

 
（部会の設置等）  

第４条 議長は、第２条各号に掲げる事項について、調査検討を円滑に進める

ために、必要に応じて部会を設置することができる。  

２ 部会については、議長が部会長を指名し、部会長が指名する職員を部会の

委員として組織する。  

３ 部会の運営等については、その都度定める。  

 
（会議）  

第５条 会議は、議長が召集し、その議長となる。  



資料編 

 

81 
 

 
（関係者の出席）  

第６条 会議は、調査検討事項について必要と認めるときは、関係者等の出席

を求め、説明又は意見を聴くことができる。  

 
（事務局）  

第７条 会議の事務局は、市民・こども局市民生活部庶務課に置く。  

 
（委任）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議において必要な事項は、議長が別

に定める。  

 
   附 則  

 この要綱は、平成２７年３月３日から施行する。  

 
別 表 

教育長 

総務局長 

市民・こども局長 

こども本部長 

健康福祉局長 

川崎区長 

 
※３月３１日開催の第３回会議から、第３条第６号の規定により、建設緑政

局長、幸区長、中原区長、高津区長、宮前区長、多摩区長、麻生区長を追

加した。
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外部有識者（専門委員）名簿 

 

（五十音順、敬称略）  

 
氏 名  役職名等  

１  影山  秀人  弁護士（横浜弁護士会所属）  

２  後藤 弘子  千葉大学大学院専門法務研究科教授（刑事法）  

３  小林 正幸  
東京学芸大学教育実践研究支援センター教授  

（教育臨床心理学）  

４  新倉 アキ子  帝京大学客員准教授（対人コミュニケーション）  

５  西野 博之  
特定非営利活動法人  フリースペースたまりば理事長

川崎市子ども夢パーク所長  

６  松原 康雄  明治学院大学教授・副学長（児童福祉論）  

７  宮田 美恵子  
特定非営利活動法人  日本こどもの安全教育  

総合研究所理事長  
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中学生死亡事件に係る専門委員からの提言 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 27 年 8 月 25 日 

         

  

影山 秀人 

後藤 弘子 

小林 正幸 

新倉 アキ子 

西野 博之 

松原 康雄 

宮田 美恵子 ※ 五十音順 
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はじめに 

 

われわれ専門委員は、川崎市が本事件の再発防止策等を検討するに当たり、外

部有識者会議等において、事件の検証や再発防止策の検討を行ってきた。本事件

について、時をさかのぼり、被害少年の死を食い止めることはできないが、子ど

もたちを被害者にも加害者にもしないために、学校は、川崎市は何ができたのか。

有識者として検証に加わった私たちは、そのことを考え続けた。  

もちろん、私たちが前提とすることができた「情報」には、様々な形での限界

があった。当時そのような視点がなかったために収集されなかった情報、時間の

関係等で十分に参照できなかった情報など、検証の前提となる情報に一定の制約

が存在することは、「検証」がもつ宿命とはいえ、もどかしさを感じたことも少な

からずあった。しかし、私たちは、自分たちが目にすることができた情報を前提

として、それぞれができたであろうことを考え続けた。  

私たちは、抽象的に「すべきこと」を考えたわけではない。一定の情報をもと

にして、それぞれの関係諸機関が「できたであろうこと」は何かを検討してきた。

そして、それができなかった理由も同時に考えた。  

私たちは、子どもに安心できる安全な居場所がなかったことが、今回の事件の

大きな要因の一つだと考えた。非行少年となった加害少年たちも、死亡した被害

少年も、家庭や学校という子どもにとって基本的な、安心・安全な居場所が何ら

かの理由によって奪われた子どもたちであり、こうした子どもたちが、自らの居

場所を自分の手で探し、形成し、維持し続けようとしたことが今回の事件の背景

にあるように思われる。  

子どもの居場所を確保し続けること、子どもの状況を理解・把握し寄り添うこ

とは、おとなに課された役割であり、義務である。事件が起こるのは、それぞれ

の必要な義務が果たされなかった時である。そして、今回の事件も、学校や行政

が必要な支援を行えたのに行わなかったために起きたとも言える。  

加害少年たちは、司法制度によって彼ら自身の責任を追及される。しかし、司

法制度は、家庭や学校や行政にどのような責任があるのかを教えてはくれない。

そのため、それぞれは自らの責任を自ら検証する義務を負う。今回の検証は、本

来は数多くなされるべきそうした検証の一つに過ぎない。  

私たちは市の検証報告を補い、二度とこのような事件が起きないことを願って、

われわれの責任として提言を別冊の形式で公表するものである。  

最後に、被害少年のご冥福をお祈りするとともに、加害少年が司法の判断を得

て更生の道に真摯に取り組むよう望みたい。  
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専門委員及び外部有識者会議の位置付け 

 専門委員は、「普通地方公共団体の長の委託を受け、その権限に属する事務に関

し必要な事項を調査する。（地方自治法第１７４条第３項）」とされており、本来的

には各委員が個別に調査研究を行うものである。 

しかしながら、今回の事案に際しては、各分野の委員同士で多角的な幅広い議論

を行うため、行政の検証委員会や庁内対策会議における報告書の取りまとめに向け

て、専門委員が一堂に会した計４回の外部有識者会議（附属機関等の合議制の会議

体ではない。）において市関係者に対するヒアリングを行うなどして、各々の専門

的見地から検討・協議を重ねた。 

 

本提言の構成 

各委員の個別の検討や外部有識者会議における協議等に基づいて、市は庁内対策

会議報告書の内容に適宜反映させたが、具体的な各委員の意見については、その主

なものを庁内対策会議報告書の構成に準拠するなどして分類・整理し、各委員から

の「個別意見（外部有識者会議における意見については、何回目の会議かを文末に

記載）」と、委員全体の共通した見解として特記した「意見のポイント」としてま

とめている。 

また、各委員のそれぞれの専門領域からの視点に基づく見解を、巻末に掲載し

たところである。 
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１ 「Ⅰ 事実関係の把握」等について 

【意見のポイント】  

○ 必要な個人情報については、この会議の中では取り扱うが、そのことを取り上

げて提言することには限界があるので、再発防止策を策定するに当たっては一

般論として記述していき、関係者のみならず市民にも伝えたい。 

○ 情報が限られるなどの制約はあるが、加害少年の情報とそれに基づく再発防止

に向けた市側の対応策等についても、有識者会議の場で一定の議論を進めた。

 

【個別意見】 

○ 再犯防止策の検討にあたっては、加害少年がどのような生育のプロセスの中

で、このような事件に至ってしまったかを整理していかないと効果的な防止

策を考えるのは難しいと考える。（第１回） 

○ 学校の対応は時系列で記載されているが、その際の被害少年の様子の変化等

にも踏み込んで検証すべきである。（第２回） 

○ 「本事案に対する基本的な考え方」において、文部科学省の分類での「あそ

び・非行型」不登校と捉えているが、可能な限り被害少年が何故学校に行き

たくなくなってきたか、行けなくなったのかの考察ができるとよい。（第２回） 

○ 検証内容は、関係機関の情報共有や部署内での研修などで、有効に活用して

ほしい。（第４回） 
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２ 「Ⅱ 検証と考察」等について 

【意見のポイント】  

○ 学校・福祉・地域等が、どの時点でどのように関わればよかったかという観点

からの十分な調査・検討が必要である。 

○ ある時点から学校だけでは担い切れない課題があり、児童相談所等を巻き込む

など、福祉部門とも一緒に対応することが望ましいケースであった。 

○ 教師は、子どもが毎日学校に来てさえいれば問題がないというところに留まら

ず、感性をより高めて、問題行動からその背景を知ろうとする福祉的な視点を

もって対応する必要がある。 

○ 個別ケースにより対応は異なるが、子どもたちに実際に会いに行ってつながろ

うとすることが大事である。 

○ 関係部署がそれぞれ断片的な情報を持っていたが、相互理解が足りずにお互い

に情報を共有できない状態であった。関係機関がどの場面で主体的に関わるこ

とができたのかを振り返ることが大切である。 

○ 犯罪抑止に向けて、未成年の飲酒や危険な場所をなくしていくためにも、地域

の協力を得て、何らかの対策を打つことも重要な視点である。 

 

【個別意見】 

《総合的事項等》 

○ この事件がなぜ起こってしまったのかについては、様々な遠因や直接的な要

因を発見することができるかもしれないが、時間的な制約等もあり、加害・

被害少年を取り巻くいろいろなセーフティーネットや、大人たちは何か気づ

けなかったのかなどを中心に検証する必要がある。（第１回） 

○ 様々な大人たちが情報を持っていたのに、被害少年の状況を十分に受け止め

られず、結果的に行動できていない。（第１回） 

○ 加害少年が何故この事件に至ってしまったかということについて、有効な対

策を検討するためには、推論になるのはやむを得ないものの、もう少し踏み

込んだ加害少年についての分析が必要である。（第２回） 

○ 加害をどう防ぐかについては、裁判も始まっていない段階では的確なコメン

トはできないと思う。被害をどう防ぎ、どのような支援ができたかという課

題になってくる。（第３回） 

○ 被害少年が抱える問題が周囲のおとなから見えにくかったということが問題

であり、その点を掘り下げて検討する必要がある。（第３回） 

○ このケースについては、それぞれ関係する部局がどう関わっていったらよい

かということの情報の共有化と今後の対策について協議すべきであった。 

（第３回） 
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○ 施設で保護することによって、不登校や非行の状況が変化する場合もあり、

子どもの生活の場を安定させることが非常に大事になってくる。子どもの居

場所は、学校と家庭が両輪で対応していかなければ子どもの問題は解決でき

ないと考える。（第４回） 

○ 子ども同士のつながりの薄さが気になっている。いじめの問題においても、

加害でも被害でもない子どもたちの多くは、本当に困った時に誰かに向き合

ってもらった体験がなく、役割だけで動いており、役割から外れかかった時

には、偽りのつながりを求めてしまう。被害者も、加害者に近寄りたかった

訳ではなく、たとえ偽りであったとしても少しでも受け入れてもらえるもの

を求めていたと思う。いじめというのは、偽りのつながりの中で起こってい

るので、それを止めるように言うことや、大人に言えば、つながりが全て壊

れてしまうことから、横にいる人間も「あの子いじめているよ」や「やめろ

よ」が言えない。そういった問題に大人がどう向き合うのか・寄り添うのか

が問われていると思う。このことは教員だけでなく地域も含んだ大人の責任

であり、学校教育・社会教育・福祉のそれぞれで問題がある。（第４回）  

 

《検証委員会・視点① 児童生徒理解について》  

○ 被害少年が加害少年から暴力を受けたとされているのに、会い続けていたの

は何故かという点の議論が必要である。（第２回） 

○ 文部科学省の「あそび・非行型」不登校という分類は、できた当時とは状況

が違ってきている。最近は暴力行為が増えており行為が注目されがちだが、

多くはＰＴＳＤや解離性症状の傾向などの問題である。本件の問題も非行と

いうよりは感情コントロールの問題である。そのことを大人たちが分かって

おかないといけない。非行少年を単に捕まえればよい、福祉が関わればよい

というような単純な問題ではない。（第２回） 

○ 子どものＰＴＳＤの事例をみると、むしろ症状が出てくるのは落ちついてか

ら３カ月程度である。安定して見えるのは、心理の分野では決してよいこと

ではなく、順調に登校しているということだけで安心していてはいけない。

（第３回） 

○ 再発防止策ではチーム対応の根拠となる「生徒理解」の共有が大事だが、そ

れぞれの教師がどのように「生徒理解」をしていたのかについて十分に検証

すべきである。（第２回） 

○ 教育委員会の再発防止策で「生徒理解」が必要であるとしているが、具体的

な生徒理解の方法についていろいろな角度から丁寧に分析すべきである。 

（第２回） 
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○ 子どもとつながることができる大人がおり、「心配している」という姿勢を明

確にすれば、単に「探している」ということではなく、「何々先生が心配して

いるよ」とポジティブな意味で本人に伝えてくれる子どもが出てきたかも知

れない。また、この問題について、子どもの方から教師が相談を受けられた

かもしれない。（第１回） 

○ 子どもたちの交友関係が、ＬＩＮＥでのつながりというような見えにくい状

況になっている中で、入学当初からの各段階において、些細な変化でも教師

が想像力を膨らませ起こり得る事態を予測し、対応していくきっかけにでき

ればよかった。（第１回） 

 

《検証委員会・視点②保護者・家庭・地域との連携について》 

○ 福祉の世界では、子どもに直接会うということが基本であるが、不登校に対

しては、あまり登校刺激を与えないという考え方もある。この事件は見定め

が難しいケースではあるが、その区分けができていたかどうかや、どこまで

踏み込めたかを検証する必要がある。（第１回） 

 

《検証委員会・視点③ 校内体制について》 

○ 職員へのアンケートで「校内体制」が十分であるかの判断は、職員の主観で

はなく客観的な指標をもとにしなければならない。どのような校内体制が現

在あるのかを検証した上で、不十分な場合には、何を足さなければいけない

のかを考えていく必要がある。（第１回） 

○ 不登校の子どもたちに何らかのアプローチをするときに、「見守り」というだ

けでは効かない部分がある。学校の要請等がなくてもソーシャルワーカー等

が入っていくような福祉的な視点で対応する仕組みが必要であったかもしれ

ない。（第１回） 

○ 学校内で情報共有はされていたとのことだが、どう取り組んでいたかという

組織的な対応が見えない。その後の対応こそが重要である。（第２回） 

○ 被害生徒に関わった教員間で認識に差がある。どういう教員集団をつくれば

問題解決のためのチームとして機能するかという点も検討すべきである。 

（第２回） 

 

《検証委員会・視点④ 学校・教育委員会・関係機関（関係局）相互の連携につい

て》 

○ 学校と福祉部門が連携し、横串を通す必要があった。（第２回） 

○ 福祉部門との連携のために学校は何をしたらよかったか、福祉部門はどこか

らどのような情報が来れば対応できたのかという検証が必要である。（第１回） 
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○ 福祉部署との連携の中で、スクールソーシャルワーカーについては、今後の

配置方針や雇用の継続性など、さまざまな課題を検討していく必要がある。

（第２回） 

○ 本事案に対する福祉部門との連携がどのように行われていたかを明らかにす

るなど、このケースから何を学ぶかについて、より具体的に検証する必要が

ある。（第２回） 

○ 各段階において、警察等の関係機関との連携を図るチャンスは何度かあった

と考える。（第２回） 

○ 被害少年を取り巻く家庭・学校・地域の状況変化など、多くの場で気づきの

機会があったが、問題意識が十分高くなかったり、情報等の抱え込みや関与

を他機関にまかせてしまうなど、連携した支援のスタートを切ることができ

なかった。 

 

《検証委員会・視点⑤ 生命尊重・人権尊重教育について》 

○ 川崎市ではオリジナルな生命尊重・人権尊重教育「かわさき共生*共育プログ

ラム」を行っており、今後一層効果的に進めるとよい。その中で、この度の

事件を 1 つの契機として、仲間が困っていることや命に関わる情報を大人に

「知らせること」は、いわゆる「チクリ」ではなく「友だちを救うこと」と

いう理解を深めてほしい。それを「チクリ」だということがむしろ恥ずかし

いことだと認識し、子どもたちが自信をもって安心して友だちを救えるよう

なオリジナルプログラム、指導案の開発が必要である。また、学習を通して

教師と子どもが信頼関係を構築し、一緒に立ち向かう姿勢を示していくこと

が大事だ。 

 

《検証委員会・全市的な取組のその他の検証項目》 

○ 不登校のデータと長期欠席のデータは両方示すべきである。「不登校」と見る

とある種のバイアスが入るが、「年間30日以上の欠席者」と見たときに、どの

ような理由の欠席でも、たとえ、病気の子にも会いに行こうという話に初め

てなり、教師と子どもの結びつきが違っていく。（第１回） 

○ 「不登校対策」については、「ゆうゆう広場」のみならず、相談指導学級やＮ

ＰＯ等の取組も記述した方がよい。（第２回） 

○ 不登校対策については、学校の中に子どもの居場所をつくる、通いたくなる

ような場所にすることが大事であるということが、学校の取組にあったほう

がよい。（第４回） 
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《市関係部局に関する課題について》 

○ 被害・加害少年が住んでいた地域について、地域住民の結びつきや相互支援

の状況などを議論するような柱があってもよい。（第１回） 

○ 夜の街で出会う家に居場所がない子どもたちは、漫画喫茶やネットカフェ、

あるいは自分のことをわかってくれる（と感じる）仲間の家や、彼らを取り

込もうとする優しい大人のところに行ってしまい、女の子などは二次的被害

に遭うことも多い。そういう子どもたちにとっては、昼間の健全な居場所を

幾らつくっても、彼らの居場所にはならない。夜間のパトロールでも、大人

がそのような子どもたちに声をかけ、本当に困っている子どもを見つけ、例

えば児童相談所に連絡して泊まる手配をするなどの手だてが確保されるので

あれば、大変有用である。（第３回） 

○ 非行、犯罪化する子どもは、根底に虐待の経験を持つ場合があり、そのため

に家に戻れないということもある。「要保護児童対策地域協議会（以下、要対

協）」の取扱い児童数が急増しているのは、潜在化していたものが顕在化した

のか、背景があって増えたのか。区によって傾向が明らかに異なるのは、何

らかの原因や背景があると考えられ対応が必要である。（第３回） 



 

9 

 

３ 「Ⅲ 再発防止策に関して」等について 

【意見のポイント】  

○ 子どもにとっては、家庭、学校、地域それぞれが「居場所」（癒しを与え、成

長発達をうながし、人間関係を作り出す環境）となる必要がある。被害少年や

加害少年の家庭が必要に応じた養育を十分担えるような社会的支援が提供さ

れる必要があった。学校は、子どもにとって重要な学習、生活環境を提供する。

特に被害少年の欠席が多くなるなかで、学校環境（教員との関係やクラスメイ

ト、先輩・後輩との関係）が変化していないか点検するとともに、相談できる

体制作りも必要であった。地域でも子どもが寄り集う場所が複数あり、そこで

の子どもの相互交流が子どもにとっての居場所となることができる。こども文

化センターの力量を高めるとともに、子ども夢パークのような全市的な施設へ

のさらなる充実に向けた行政支援も求められる。 

○ 被害少年の居場所がどこかにあれば、加害少年グループには近づかなかったか

も知れないことから、そういう居場所づくりが今後必要になってくる。 

○ 大人は、それぞれの場所で、子どもの言葉による、あるいは言葉によらないＳ

ＯＳを受けとめていく大切さを認識し、抱え込まずに、家庭も含めた全体的な

ネットワークで支援を考えていく必要がある。 

○ 教育委員会事務局及び市長事務部局など、行政の機関間の役割分担が十分では

なく、どのように連携していくかについて、横串を通すような検討が必要であ

る。 

○ 要対協を機能させるための構成等を検討し、機能強化を図るべきである。 

○ 安全安心なまちづくりとして、子どもに関する団体等で熱心に活動する方だけ

でなく、まち全体で子どもを見守る意識や関心を高める視点が必要である。 

○ 「子どもの居場所」に関わる大人には、意識改革によって子どもの変化を捉え、

適切な組織に必要な情報をつなげるスキルを身につけてほしい。 

○ 報告書をまとめる作業が終わりでなく、ここで考えていることを実行に移して

いく、すでに取り組んでいるものは、それを継続していくことが大事である。

また、ここに書かれていることを教育・福祉部門のそれぞれが正しく理解する

ということも非常に大事であり、市民にも理解してもらうようにできるのが理

想である。その意味では、部局横断的な連絡調整機能はとても大事なことで、

報告書に継続的に進捗管理していくと記載されていることは非常によいこと

だと思う。 
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【個別意見】 

《総合的事項等》 

○ 連携して機能的に動ける仕組みが必要である。野球型のシステムでは、自分

のフィールド範囲を自分の中で決めてしまったときに、お見合いをしてしま

うことが課題となる。非行や不登校などの課題では、お互いがうまくバック

アップできるようなサッカー型の組織論のあり方を考える必要がある。 

（第３回） 

○ 一定の検証はなされているが、再発防止のビジョンをより明確にし、明示す

る必要がある。再発防止策は総花的にならざるを得ないが、「居場所」や「監

視ではなく見守り」をキーワードにした上で、子どもの問題解決のために多

くの経路が開かれ、それらがつながっているというイメージで再発防止先の

ための絵を描くようにすればよいのではないか。（第３回） 

○ 報告書全体のトーンが、問題のある子にレッテルを張ることで「気づき」が

あると誤解されるおそれがあり、その子らを監視や排除できるようにするも

のと受け取られては心外である。それは困難を抱えた子どもたちを大人から

より見えなくさせる。例えば、大人からの被害を防ぐパトロールならよいが、

単に「パトロールの強化」などと書いてあると、誤解を受ける可能性がある。

家に帰れない子どもに「家に帰れ」などと言うことは、全くの逆効果である。

（第３回） 

○ 報告書には、川崎市が今回の事件を受けて持った思いのようなものをもう少

し出した方がよい。監視するのではない、子どもにやさしいまちをつくると

いうようなパッションや方針を語ってほしい。（第３回） 

○ 子どもとともに「歩む」という川崎市の伝統を踏まえ、排除や、予防的に犯

罪を起こさせないような監視ということではなく、大人からの被害を防ぎ、

子どもを守るパトロールとするなど、そういうものが行間からも読み取れる

ような構成にしてほしい。（第３回） 

○ 予防には、未然防止・早期発見・早期対応がある。本当の予防を考えると、

不登校で言えば、学校の居心地をどれだけ良くできるかだと考える必要があ

る。報告書で早期発見が中心となっているのは、やむを得ないことだが、理

想をいえば、未然防止も含めた書き込みがあるとよい。（第４回） 

○ 川崎は、「子どもの権利委員会」を持っている。引き続き同委員会で検証作業

を続けてもらいたい。（第４回）  

○ これから子どもを見守るシステムをつくっていくことになると思うが、民間

も含めた人材育成が重要となるので、研修等をしっかりやっていくというこ

とと、その人たちがきちんと仕事をしていける環境をつくってほしい。  

（第４回）  
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○ 今後、様々な対策を進めて行くにあたり、具体的で確実に子どもの手に届く、

子ども目線の対策を実行し、評価しながら継続していくことが大事である。

相談機関の子どもへの周知にしても、「チラシを配る」という量的方法から質

的充実を図り、例えば学級で相談窓口に行ってみる、電話するシミュレーシ

ョンを行う、といった具体的な方法で行うことで、子どもに信頼と安心感を

もってもらう必要があると考える。  

 

《教育委員会の取組》 

○ 限られた情報の中で未然防止は難しいので、二次的予防、早期発見するため

に何が必要で、どう対応するかが大事である。（第１回） 

○ いじめ防止対策推進法に基づくアンケートにおいて、いじめには当たらない

学外の行為も含めて、２カ月程度の対象期間に、いじめや悪口などの問題の

ある行動を受けた（見た）頻度を無記名で調査してはどうか。相談カードを

同封して、相談を求める子どもへは対応も案内するが、加えていじめの傍観

や観察の有無を調べることにより未然防止が図れるのではないか。また、学

校は指導要録を保存する５年間は、卒業生の相談に応じることとしてもよい

のではないか。このように相談できるチャンネルを増やし、確実に専門家へ

つなぐシステムが必要である。（第３回） 

○ 不登校対策の中で、「再登校へ向けた支援」と「新たな不登校を生まない取組」

とあるが、誤解を生じないよう、「社会的自立に向けた支援」とすべきと考え

る。（第４回）  

○ 従来の不登校に加え、長期欠席傾向のある子を支援対象としていく考えはよ

いと思う。（第４回） 

 

《学校に求める取組》 

○ 「生徒理解」で、「内面に寄り添い、受容的な姿勢で積極的に関わっていくこ

と」が具体的にどういうことなのか、新人教員にもわかるようにしておかな

いといけない。また、「共通理解」と言うとき、情報の共有は大事であるが、

サッカーチームのように、大きな方針を共有した上で、自律的に動くメンバ

ーが、各自が子どもにどう関わればよいかを考えながら、連携して動いてい

くことが本来の「共通理解」に基づく対応である。（第１回） 

○ 今後、加害者・被害者を出さないためには、子どもたちは何か問題を抱えて

いるからこそ問題行動に出るということを認識することが大切である。関係

者の間で、問題行動の背景を知ろうとする文化を醸成することが、問題の早

期発見につながる。子どもの問題行動を「非行」と評価し、アプローチする

視点は、なぜ子どもがそのような問題行動を行ったのかの背景を探ることに
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つながる大切な視点である。（第２回） 

○ 家庭訪問が重要であるが、教師にそこまでの余裕がない中でバックアップ体

制も検討する必要がある。（第２回） 

 

《保健・福祉領域の取組》 

○ 教育と福祉の間でお互いがよく見えていない。「学校警察連絡協議会（学警連）」

は情報交流の場であり、個別ケースを扱うのであれば要対協の方が動けると

いうことを、学校も理解して必要に応じて活用すべきである。（第２回） 

○ 一般に、学校などの教育分野と児童相談所などの福祉分野では、お互いに情

報提供だけを迫り、必要な情報の共有は十分ではない事例が多いと聞く。再

発防止に向けては、法的に個人情報を共有できる要対協の組織づくりと機能

強化を図っていく必要がある。（第３回） 

○ 要対協はいろいろ活用できる組織だが、リスク判断とか、正しい情報分析が

できるよう、スーパーバイザー的な人員の投入が大事である。（第３回） 

 

《児童相談所の取組》 

○ 法改正により、少年鑑別所は、本年６月から家庭裁判所のみならず、教育・

福祉機関等からも相談を受け付けられるようになり、場合によっては援助も

してもらえることになったので活用すべきである。（第２回） 

○ 子どもに問題などがみられる時、児童養護施設等に入所させる方が子どもの

命を守ることもあるように、矯正施設等を退所後の少年を再犯させないため

に、彼らを見守る専門的な目がそばに必要である。 

 

《青少年健全育成事業における取組》 

○ 自尊感情、自己肯定感を育めるよう、地域の中で社会参加できる場というも

のは非常に大事である。（第１回） 

○ 「子どもの居場所のあり方の検討」と「青少年の社会参加の促進」について、

しっかり打ち出すことがこの会議の大きな意味だろう。市は高校進学に向け

た生活保護世帯の学習支援等は行っているが、高校の中退防止にも注力すべ

きであり、公立高校の中にＮＰＯが入って学習支援や居場所づくりなどの先

進的な取組が展開されていることにも着目してほしい。ボランティアの力が

根づいている本市では、人材をネットワーク化するコーディネーターを置き、

監視カメラでなく地域の人々によって子どもを見守る提案が入ってきたほう

がよい。（第３回） 
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○ 「（仮称）川崎市子ども・若者プラン」を策定するとしているが、そこでのア

クションプランに基づき連携機能を具体化していく予定だと思う。それがこ

れからの政策の核になると思うが、そのことが庁内ネットワークのイメージ

図からは見えにくい。報告書の中に、「アクションプランを中心として」とい

う文言と、大人が子どもとどう関わるのかを記載する必要があると考える。

（第４回） 

 

《子どもの相談機関における取組》 

○ 国や市などが用意した多くの相談機関があるが、子どもにとっては施設窓口

まで物理的、心理的距離がある。子どもに身近な携帯電話やスマホなどで連

絡できるアプリの開発などができないか。各相談窓口へ様々なツールからア

クセス可能にする必要があると考える。 

 

《地域の安全・安心まちづくり》 

○ 犯罪抑止に向けては、予兆や前兆に気づく人の目や意識を高める必要がある。

飲酒の問題への対応を含め、犯罪が起こりにくいまちにしていくためにも、

地域の協力を得て、まちづくりの視点も盛り込んでほしい。（第２回） 

○ 全体的に地域にかかわる部分が少ないと感じる。団体に関わっている人だけ

でなく、一般の市民が関われる対策も必要と考える。  

安全・安心のまちづくりに、地域住民の理解や非行少年を排除しない地域づ

くりなどを加える必要があると考える。（第４回） 

○ 安全・安心なまちづくりにおける防犯灯や防犯カメラは、対策のひとつであ

る。大事なのは「人づくり（大人はどのような思いで、子どもをどんな市民

に育ていくのか）」を視野に入れたまちづくり活動である。 

 

《子どもの居場所のあり方の検討》 

○ 地域における居場所として、こども文化センターが果たす役割は大きいと考

える。（第１回） 

○ 加害少年を含めて、ＳＮＳ等のつながりに逃げて行ってしまう子どもたちが、

生身で関われる中高生の居場所を考える必要がある。その点で、こども文化

センターの存在は様々な可能性を持っていると考える。（第２回） 

○ 中学校区に１カ所設置されており、地域の拠点となりうるこども文化センタ

ーを、敷居の低い駆け込み寺のように使えないものか。（第３回） 
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○ 報告書の全体のトーンの中に「子どもの居場所」というものをもう少ししっ

かりと書き込む必要があるのではないか。子どもはわかりやすい言葉でＳＯ

Ｓは出してくれないため、大人が気づいて関わっていくしかない。子どもは、

逸脱行為をしながら「自分を見て」という試し行動を繰り返すことから、排

除するのではなく、関わり続けることが「子どもの居場所」には求められて

いる。（第３回） 

○ こども文化センターは、健全な子どもたちの集まる「居場所」であり、この

場所で逸脱行動をとる子どもたちまで対応しなければらないとするならば、

運営上の課題として検討しなければならないのではと考える。（第３回） 

○ 内閣府に要保護児童生徒を支援する理想的なプランとして、子どもたちが集

える場所をつくり、力のある常勤職員に加えボランティアを大勢配置し、週

に一回、専門性の高い要保護関連の委員が出向いて補佐し、月に一回程度会

議を開くような形を理想として提示したことがある。その際、教育委員会事

務局ではなく、市長部局が全部を統括して眺める形にしないと機能しない。

社会教育関連だからと校長ＯＢを置くのみでは、力のあるスタッフも育たず、

専門家が巡回する形はせめて必要ではないだろうか。（第３回） 

○ 居場所としての公園の記述は不十分である。横浜市では冒険遊び場的なもの

を20カ所以上置き、民間の中間支援組織に市が資金を提供し、運営している。

地域の公園をプレーパークにし、常駐のプレーリーダーの人件費を市が負担

することによって、子どもがたまりやすく、大人と関われる場所にしている。

本市は日本で唯一、ＵＮＩＣＥＦ（ユニセフ）で「子どもにやさしいまち」

と認められ、子どもの権利条約をベースに、子どもが参加するまちづくりを

進めるとしながら、報告書は子どもにやさしくないまちの提案となっている。

子どもの権利条例の象徴的な居場所の具現化としてつくった子ども夢パーク

も居場所というところできちんと記載して、今後、こども文化センターの研

修と、夢パークで取り扱う研修をクロスするなどの取組が求められているの

ではないか。（第３回） 

○ この事件を受け、子どもとのかかわり方をおとなたちが変えていく際、その

中心となるものは「居場所」である。それは監視される場所ではなく、ただ、

ぼうっとしたり、何をしていてもよい、そこにいてよい場所である。居場所

がない子どもを受け入れる暴力のない安心・安全な場所が提供できれば、行

政がそれ以上何かしようとしなくとも、子ども自らの育っていく力、可能性

が期待できるのではないか。（第３回） 

○ 相対的貧困率が16％を超え、今や子どもに夕食を無償提供する対応さえ求め

られる状況になりつつあり、そのような場が作れれば、居場所ともなり得る

だろう。（第３回） 
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○ 加害者もかつては被害者だったということがどのケースにもあてはまる。加

害者になってしまった彼らに居場所はなかったのか、子どもにやさしいまち

として相応しい子どもたちの居場所についての記述が少ないと感じる。  

（第４回）  

○ 子どもたちがもっと学校運営にも、地域・まちづくりにも積極的に参加でき

る仕組み、子どもたちの持っている力を大人たちが信じられる社会を目指す

という、理念的なものを書き込むことと、子どもたちにどう寄り添っていく

のか、どう居場所を作っていくのか、そこにＮＰＯの活用などがあるといい

と思う。（第４回）  

○ シェルターが一杯になっていると言われている状況の中で、子ども食堂のよ

うなものは必要と考える。空き家などを活用して、ご飯を食べられない孤立

した子どもたちが、地域の幅広い世代の人々とご飯を食べる場所があれば、

その時に異変に気付いて、支援に繋げていくということができると思う。 

（第４回） 

 

《警察との連携の推進》 

○ 子どもは、様々な理由から家庭や学校での居心地が悪くなると、街に出てい

き徘徊するようになる。逸脱行動を取り始めた子どもたちに初期の段階で関

わるのが地域警察官であり、少年相談・保護センター等に適切につなぐこと

によって、専門的な相談・支援を行うことができる。子どもたちが学校外で

どのような仲間と、どのようなことをしているかの情報や手だてがわからな

くなったときには、学校等が早い段階で警察と連携して対応することにより、

子どもたちが立ち直るチャンスになると考える。 

 

《子どもの安全・安心に関わる部局横断的な連絡調整機能の設置》 

○ 今後、庁内の縦割りを越えて、不登校から引きこもり、そのあとの就労支援

までを視野に入れた、子ども・若者に特化した組織機能をイメージしている

と思うが、ネットワーク図だと区役所が直接かかわるように見えて、そのあ

たりが見えにくくなってしまっている。（第４回） 

○ 本文中でも、例えば長期欠席児童を把握した後、誰がどんなことをするのか

がわかりづらい。各部署がどのような状況把握をしているかなどを基礎情報

として集めて、何が学校に来られなくしているのか、それが非行なのか、家

庭の事情なのかというようなことを、すぐに把握する体制を取るということ

が重要であり、この部分をきちんと見せられるとよい。（第４回） 
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○ １人の子どもに対して、市レベルでの日常的な共有は難しいので、区レベル

で情報共有を担保する必要がある。ネットワーク図だと、市全体に上がって

こないと動けないように見えてしまう。（第４回） 

○ 内閣府で子ども・若者支援法ができた時に、この問題の時にはこの機関につ

なぐ、という双六のような子どもの流れ図を作ったことがある。そのような

ものがあるとイメージしやすいのでは。（第４回） 
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４ その他 

【意見のポイント】  

○ 今後の同様事案への対応に向けて、子どもや教師に対する調査のあり方、ケア

のあり方を検討すべきである。 

【個別意見】 

《メンタルケアについて》 

○ 将来的なメンタルケアの観点からも早い段階でアンケート調査のような形で

一斉に子どもの声を拾うことも、今後の検討課題となる。（第１回） 

○ 教師へのより踏み込んだ聞き取り調査は、ケアの観点から本人のサポートに

もなりうる。（第２回） 

○ 今後、検証を行う際には、調査に入る人とケアする人とを分けた方がよい。

（第２回） 

○ ケアの観点からも、子ども自身が何を感じ、どう受け止めたのか、声を出し

やすい仕組みなどの環境整備が必要である。（第２回） 

 

《高校における生徒指導・支援について》 

○ 子どもを被害者にも加害者にもしない観点から、高校での生徒指導・支援の

あり方の検討が必要だ。特に、定時制は個人的あるいは家庭的な事情などか

ら選択されるケースが見られ、学校や担任がチームで卒業まで伴走する具体

的な体制が必要である。 
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おわりに 

  われわれ専門委員は、外部有識者会議において各分野の委員同士で多角的な

幅広い議論を行うなどして本提言をまとめたが、全体を振り返って、各々の専

門領域からの視点に基づく見解を記載する。 
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再発防止は市民と共に 

影山 秀人 

 

本件においては、被害少年も加害少年らも、本件発生前には、問題生

徒等として日頃から「マーク」されていたものではなかったように思わ

れる。このような、いわば「ノーマーク」の少年たちの間で、本件のよ

うな社会的に耳目を集める事件が起こったのである。 

 私たち大人は、いったい何ができたのかといった観点で本件を振り返

ってみると、少年たちの変化やその置かれた状況に、様々な大人たちが

気付き、支援の手を差し伸べるチャンスがいくつもあったことに気付か

される。子どもにかかわる大人たちが、感度良く、少年たちに接してい

れば、本件は未然に防ぐこともできたかもしれないと思わされる。子ど

もたちは、短期間の間に様々な状況の変化をしがちなので、子どもにか

かわる大人たちは、自らの感度とスキルを常に向上させなければならず、

「ノーマーク」の子どもなどは、本来はいてはいけないのではないかと

考える。 

今回、川崎市は全庁あげて、本件の検証と考察、そして今後の改善策

を検討した。その真摯な姿勢に敬意を表する。これは、結果論から悪者

探しをするというのではなく、私たち大人がこうした本件のような少年

たちに何ができるのか、またすべきなのかを見つけ出し、それを具体的

に実行に移していくべき作業でなければいけないと思う。 

庁内対策会議報告書の再発防止策は多岐にわたるが、この中で、①教

育委員会が、長期欠席の可能性がある全ての児童生徒への対応を含めた

包括的な不登校対策をしようとしていること、②学校において、緊急支

援チーム等の編成など状況に応じた柔軟で組織的な対応を促進するこ

と、③要保護児童対策地域協議会の役割・機能の充実・強化をはかるこ

と、④児童相談所の非行相談等を充実させること、⑤子どもの居場所の

充実を検討していくこと、⑥子ども・子育て施策を総合的に推進するこ

ども本部に部局横断的な連絡調整機能を設置すること、等は、とりわけ

重要な施策と思われる。報告書に提言された再発防止策を真に実のある

ものとしていくため、各部局はそれぞれアクションプログラムを策定し、

毎年度末には、その進捗状況を市長及び議会に報告するなどして、市民

にも分かりやすい形で、市民と共に再発防止への取り組みをしていけた

らよいのではないかと考える。 
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自分たちが変わり続けることによってとる責任 

後藤 弘子 

 

 子どもは、生まれる社会や家庭を選ぶことができない。しかし、生ま

れた以上は、その場で生きていかなければならない。子どもができる選

択は、そもそもとても限られている。また、子どもは、自分のつらさや

苦しさをおとなにもわかる言葉で、ストレートに表すことなどほとんど

ない。つらくても笑ってやり過ごしたり、何でもないふりをすることは、

子どもがプライドを保つために必要な行為でもある。また、子どもは、

自分にとって安心安全な場所でなければ、そのつらさを言葉で語ること

はできない。そのつらさを言葉で語れないとき、それは行動として表れ

る。そして、その行動は多くの場合、「問題行動」として表現され、多

くの場合、その問題行動は直さなければならないものとして扱われる。 

とりわけ、学校現場においては、問題行動は、指導されるべきもので

あり、問題行動を子どもたちが抱えている問題を明らかにして、支援に

つなげていくべきものだという視点が決定的に欠けている。報告書では、

「生徒理解」や「生徒指導」という言葉を捉えなおそうという努力はう

かがわれる。しかし、従来の手垢にまみれた言葉を使い続けることは、

それなりの制度的担保がなければ、簡単に従来の枠組みにからめとられ

てしまう危険を阻止できない。報告書が言う、これまでとは異なる「正

しい子どもの問題行動理解」に基づいた「生徒指導体制」は一体どのよ

うなものになっているのだろうか。これから構築されるであろう新しい

体制がどのようなものかをしっかりと見守っていきたい。 

 今回の報告書で川崎市は、従来からある制度や関係者の連携を強化す

ることで、事件の再発を防止できると考えているようである。けれども、

具体的にこれまでの連携と具体的に何が異なるのかについては、残念な

がら、ほとんど見えてきていない。会議に参加していても、川崎市が今

回の事件の原因がどこにあると考えているのかが私には最後までわか

らなかった。会議の中で、「川崎市モデル」を期待していると発言した

が、最終的には、総花的な対策になってしまったことはとても残念であ

る。 

 子どもを死に追いやってしまったおとなの責任の取り方はさまざま

である。今回川崎市は、自分たちが変わることによって、責任をとろう

としたはずである。不十分ながらも変わるということを宣言したのであ

れば、どう変わったのかを示し続ける必要がある。今後の定期的な自己

変革の報告を川崎市が行うことが、亡くなった子どもへの、今後受刑生

活が予想される子どもたちへの川崎市の責任である。 
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「こころの居場所」としての学校教育 

小林 正幸 

 

 本当に居心地がよいと感じられる場所があり、その場で「自分は自分

でいてよい」と思え、安全の中で安心感を味わうこと、これが、子ども

の育ちに必要な条件である。子どもの「こころの居場所」とは、そのよ

うな場であることが理想である。そして、多くの場合、家庭や学校がそ

の「こころの居場所」となっていると信じたい。 

しかし、家庭にせよ学校にせよ、その場からの離脱が起きることがあ

る。家庭からの離脱は、非行交遊や家出と呼ばれ、学校を回避すること

は不登校と呼ばれる。この世界、社会に自分の居場所がないと絶望した

ときに、子どもは自分の世界にひきこもる。そして、自死に至ることも

ある。これらは、子どもが「こころの居場所」を奪われた結果に他なら

ない。 

今回の悲しい事件を検証する中で、際立つのは、被害少年にせよ、加

害少年にせよ、「こころの居場所」を奪われ、それでもなお、人や場を

求めてやまない点であった。そして、「こころの居場所」を求める者同

士が出会う中で、今回の事件が不幸な形で発生した。 

 事件を防ぐ最初のターニングポイントは、学校の中で「こころの居場

所」が消えていく時点であったと思う。問題が際立つ手前で、いくつか

の予兆が見られていた。そのことに気づき、学校内の「こころの居場所」

を確かなものに作り直し、子ども同士の繋がりに眼差しを向け、子ども

と繋がり、子どもを支えるのは、学校の場でしかできない営為である。

子どもが物理的に居てよいとされる場は、通常、家庭、学校と病院以外

にはない。学校教育が「こころの居場所」となっていれば、今回の事件

は防ぐことができたはずなのである。 

それでも、不幸にして、学校の個々の場面のみならず、学校自体から

の離脱が起きることがある。そのときには、複数の教師で、その子ども、

保護者に付き添う。また、その子どもに合う「こころの居場所」に繋い

でいくこと、また、状況に応じてさまざまな手立てを周囲の専門機関に

求め、そのネットワークの中で子どもを包み込んでいくようにしていく

のである。 

子どもの示す問題行動は、子どものこころの悲鳴である。「こころの

居場所」が奪われることへの叫びに他ならない。問題が深刻化する前は、

その叫びは微かである。それを聞き分け、個別にかかわりながら、学級

や学校が、全ての子どもたちの「こころの居場所」となるための不断の

努力を願いたい。 



 

22 

 

多くの人の心に残した無念の思いに接して 

新倉 アキ子 

 

死亡した事件現場に多くの人が足を運び、花を添え、手を合わせて「ご

めんね。助けあげられなくて…」等のメッセージを残している。なぜこ

れほど多くの人がこの地に足をはこぶのであろうか。外部有識者会議開

催の前日、私はこの事件現場に知人とともに行き、その状況を目にした。

この事件の詳細は連日マスコミに取り上げられ、社会的な反響も大きか

った。亡くなった少年の事を思うと私は強い悲しみを覚える。なぜこの

ようなことになってしまったのか、再発させないためどうしたらよいの

かを会議を通して考えた。 

子どもを安心で、安全に生活させるということは大人に課せられた大

きな役割である。それは親や学校の先生のみでできる事ではない。しか

し、大人が関心を寄せ、関わる事が必要と思える場面に遭遇しても、関

係性がないと簡単に子どもに声を掛けることができない社会になって

いる。今回の被害少年についても近隣に住む多くの人は少年の変化にき

づき心配をしていた。しかし、それぞれの情報は集約されることもなく、

少年を守る事にもつながらなかった。このような事件を再発させないた

めにも私たち大人は今後どうあったらよいのかと考えてみたい。 

私たちは日常の生活の中で様々な人と関係を築いていくことの大切

さは知っている。しかし、今日の社会はお互いに干渉せず、日常のかか

わりは浅く、挨拶さえ交さなくなりつつある。このような社会変化が子

育ての中にも見られ、他者の家庭に立ち入る事はタブーになっている。

子どもが困って助けを求めても、手を差し伸べてくれる他人との出会い

は難しく、また、抱えている問題に立ち入っても一人で対応したり、一

つの機関だけでは処理できるほど単純な事柄でないこともある。かかわ

る大人の感受性が鈍感であると、問題をさらに深化させてしまう場合も

ある。子どもから発信された情報を関係者、関係機関が共有し、問題を

的確にとらえ、子どものニーズに沿った援助活動を行うことが必須であ

る。本音を出せない人間関係の中では居場所は作れない。人間同士の絆

を強くし、お互いに弱音を吐き、支えあう温かい社会を培っていくこと

が大切である。 
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子どものSOSをキャッチできるおとなになるために 

西野 博之 

 

家に帰らない・帰れない子どもたちに、この30年間、少なからず出会ってき

ました。「早く帰りなさい」は空しく響き、安心できる空間と人間関係を手に入

れられない子どもたちが、空腹を抱えながら、夜の闇の中をさまよい歩いてい

ます。誰かを悪者にしても、問題は解決しそうにありません。すれちがうおと

なたちから声もかけられず、姿が見えない透明人間のように扱われる子どもた

ち。「問題行動」の鎧を身にまとい、様々な「試し行動」でおとなにシグナルを

送っても、そのことの意味をキャッチすることができない鈍感なおとなたちに

よって、「事件」が生み出される土壌はつくられていきます。まずもって取りか

からなければならないことは、私たち子どものそばにいるおとなたちの感度を

上げること。子どものSOSをキャッチできるようなアンテナを立てられるおとな

になることなのではないでしょうか。子どもは辛ければ辛いほど、それを言葉

にはしません。言葉にならない思いを聴こう・受け止めようと子どもの傍にい

ること。正論を振りかざした「指導」をする前に、まずもって、困った時には

相談してみようと思える人として、子どもから「選ばれるおとな」に私たちが

なれているのかが問われているのだと思います。身近なおとなに自分の気持ち

をしっかり聴いてもらえたと思えた時に、子どもは初めて自分自身の「問題」

に向き合うことができるようになるのではないでしょうか。 

教員や子ども施設の職員をはじめ、子どもと関わるおとなは、まずそのため

のスキルを磨くとともに、子どもの居場所をつくるために必要なまなざしを手

に入れるための研修に力を注ぎたい。 

そのまなざしを持ったおとながいるところに、安心できる居場所が広がって

いきます。学校やこども文化センターの中に、子どもの居場所をつくる。会議

の席上でも提案しましたが、空き家などを使って、異年齢の子ども・若者や地

域のおとなたちがともにご飯をつくって食べられる「子ども食堂」を開いたり、

地域の公園をプレーパークにして、子どもが遊びを通しておとなと関わり、人

間関係を育むことができる居場所づくりが具体的に求められていると思います。 

最後に「川崎市子ども権利条例」の施行を目前に控えた2001年3月。その説明

集会で、条例策定にかかわった子ども委員会が次のような「子どもからおとな

へのメッセージ」を発表しました。今では『川崎市母子健康手帳』に掲載され

るようになったこの言葉を、いま一度私たちおとなは胸に刻み込む必要を感じ

ています。 

「まず、おとなが幸せにいてください。 

おとなが幸せじゃないのに、子どもだけ幸せにはなれません。 

おとなが幸せでないと、子どもに虐待とか体罰とかがおきます。 

条例に“子どもは愛情と理解をもって育まれる”とありますが、 

まず、家庭や学校、地域の中で、おとなが幸せでいてほしいのです。 

子どもはそういう中で、安心して生きることができます。」
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二度と事件を繰り返さないために  

松原 康雄  

 

 改めて被害児童 A さんのご冥福を祈りたい。  

検証という作業は、事後に行われる性格から、事件発生自体を防ぐこ

とはできない。当時の各関係機関等の実践とスーパービジョンがその役

割を担っていたといえる。検証作業の役割は、再発予防と、同様のリス

クが認められる状況に対しての働きかけのあり方を明らかにすること

であり、この点で私が参画した外部有識者会議は役割を果たしたと考え

る。同様の事件が起きないように体制を組み、運用し、子どもとともに

歩んでいくことができるようにすることが大切である。だからこそ、子

どもにかかわった当事者にとってはかなりつらい検証もなされていく

のである。  

今回の事件からも多くの課題が示唆された。特に、子どもが発信する

多様な SOS を受け止める場と、子どもとかかわるあらゆる現場での大人

の気づきが必要である。われわれの討議のなかでは、子どもの居場所の

重要性が共通して指摘された。この居場所は、決して一箇所ではなく複

数存在しているべきである。これらのなかでこそ、子どもの SOS は発信

される。この発信をうながす日常的な関係形成が重要であるし、SOS を

受け止めたおとなは抱え込まず、外部や関係機関施設の協力を得て対応

することも同様に重要である。連携の重要性も検証のなかでは指摘され

ている。市としての連携体制の構築とともに、区単位で連携を実現して

いく組織である要保護児童対策地域協議会の役割も重要である。とりわ

け、教育と福祉の連携は、子どもの生命、成長発達を保障するために必

須の課題であると言えよう。  

再発防止について今ひとつ大切なポイントは、「事件」を風化させな

いことである。今回の事件を風化させないためには、指摘された改善課

題解決のロードマップを着実に歩み、点検していく作業が必要である。

何が改善されて、何が取り組み途中あるいは未達成なのかを定期的に公

表していくことを望みたい。子どもの権利を大切にしてきた川崎市とし

ての取り組みの継続と、市民レベルでの子どもへの高い関心や意識の継

承を願っている。子どもにとって住みやすい「まち」は、すべての地域

住民にとっても住みやすい「まち」である。  
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安全文化の創出を  

宮田 美恵子  

 

大人中心の大人が忙しすぎる社会では、子どもはそれに合わせて暮ら

さざるを得ない。彼らの居場所やあそび場が現実から仮想空間であるイ

ンターネットや LINE といったコミュニケーションツールの中で展開さ

れるにようになり、ますます子どもの姿が見えにくくなっている。こう

した中で問題が生じた時、子どもの変化に気づき SOS を受け止めるには、

見えなくなっているものを視ようとする心の目が必要だ。  

 この度の事件を受けて、多くの大人たちは被害少年の写真を見た時ハ

ッと気づかされた。これまであまりに無関心だったこと、子どもは大人

社会の中でどうしていたのかと振り返った。実際、被害少年も加害少年

もどちらも社会的な絆を断ち切られ、誰に引き止められることもなく、

踏み留まる力ももたず、非行の世界に押し出されて行ってしまった。生

命の危機を誰にも気づかれずに家庭や学校の隙間からすり抜けてしま

わないように、大人はそれぞれの立場で地域の子どもの絆になる必要が

ある。少し歩みを緩め、時に子どもの背丈に身をかがめ、子どもを目の

中に入れてほしい。各関係機関はより一層、感度を高めスキルを上げて

子どもを受け止める必要がある。  

本来子どもは、安全と安心感が確保された環境の中でのびのびと子ど

も時代を過ごす権利を持っている。それを確かなものにするのは大人の

役目である。さらに言えば、それは家庭や学校に限らず、子どもに関わ

る地域団体に属し日々熱心に活動する方々だけでもなく、市民一人ひと

りが自発的に地域や子どもの安全のために見守りの目となって、皆と共

に暮らしていくこと。それが「安全安心のまちづくり」の本意である。

市は基礎となる仕組みづくりを行い、市民が継続しながら次代を育成す

るサイクルを創る安全文化の構築が必要だ。  

 社会や大人が変わらなければ、子どもは変わりようもない。繰り返し

痛ましい事件が起こらないよう、検証で示唆された課題をふまえた川崎

市の安全文化の創出に期待したい。  

 

 被害少年のご冥福を心よりお祈りすると共に、加害少年たちの更生を

願ってやまない。  
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資料編 

 

 

主 な 経 過  

 

【３月３日（火）】  

・第１回庁内対策会議、第１回教育委員会事務局検証委員会の合同会議

開催  

 

【３月３１日（火）】  

・検証委員会中間取りまとめの公表  

 

【４月１日（水）】  

・専門委員の職設置  

 

【４月３０日（木）】  

・第１回外部有識者会議開催 

 

【５月１８日（月）】 

・検証委員会報告書の公表 

 

【５月２５日（月）】 

・第２回外部有識者会議 

 

【６月１１日（木）】 

・第３回外部有識者会議 

 

【６月１６日（火）】 

・庁内対策会議報告書中間取りまとめの公表 

 

【７月２２日（水）】 

・第４回外部有識者会議 

 

【８月２５日（火）】  

・庁内対策会議報告書公表  
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外部有識者（専門委員）名簿 

 

（五十音順、敬称略）  

 氏 名  役職名等  

１  影山  秀人  弁護士（横浜弁護士会所属）  

２  後藤 弘子  千葉大学大学院専門法務研究科教授（刑事法）  

３  小林 正幸  
東京学芸大学教育実践研究支援センター教授  

（教育臨床心理学）  

４  新倉 アキ子 帝京大学客員准教授（対人コミュニケーション）  

５  西野 博之  
特定非営利活動法人  フリースペースたまりば理事長  

川崎市子ども夢パーク所長  

６  松原 康雄  明治学院大学教授・副学長（児童福祉論）  

７  宮田 美恵子
特定非営利活動法人  日本こどもの安全教育  

総合研究所理事長  

 

 


